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1.1 国土強靭化計画にみる建築構造分野の重要課題 

 平成 25年 12月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災に資する

国土強靭化基本法」が公布・施行された。これを受けて，南海トラフ地震や首都直下地

震などによって，国家的危機が発生した際に十分な強靭性を発揮できるよう準備するた

め，平成 26年 6月 3日「国土強靭化基本計画（以下，基本計画）」が策定された。本計

画では，以下に示す 4項目を基本目標として掲げている[1.1]。 

 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

 

我が国では，この目標を達成するため，本計画において個別施策分野と横断的分野の

2 つに大別し推進方針を定めている。さらに，設定方針に沿って各分野の進捗状況を管

理し，効果的・効率的に施策を推進できるように「アクションプラン 2015」[1.2]を策

定することにより，適切な PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルの実現を図っている。

ここで，基本計画の中から，主として建築構造分野において検討すべき課題に着目する

と，以下の 3つが挙げられる。 

 

(A) 建築物の長周期地震動対策（住宅・都市分野） 

(B) 長寿命化計画に基づくメンテナンスリサイクルの構築（老朽化対策分野） 

(C) 老朽化対策における技術課題の解決（研究開発分野） 

 

課題(A)は，基本目標①に対応する施策として位置づけられる。主として高層建築物

の長周期地震動対策の推進が目的であり，重点化プログラムにも指定されている[1.2]。

平成 26年度には「耐震対策緊急促進事業制度要綱」[1.3]が改正され，長周期地震動対

策に係る耐震改修の支援制度も整備されており，今後は設計用地震動の見直しや構造安

全性の確認の促進が予定されている。この重点化プログラムに係る工程表に目を移すと，

他の重要項目として，更なる安全性と機能維持を目的とした高層鉄筋コンクリート（以

下，RC）造建物の耐震実験等の実施が予定されている。 

 

第 1 章 

序論 



 

 

第 1 章 序論 

- 2 - 

 

課題(B)は，個別施策分野に共通する横断的分野として位置づけられる。建築分野だ

けでなく道路・鉄道・港湾・空港等の産業基盤や学校等の生活基盤等のインフラが今後

一斉に老朽化することを踏まえ，その対策を推進することやインフラの点検・診断・修

繕・更新に係るメンテナンスリサイクルの構築を目的としている。さらに，課題(C)は

課題(B)を解決するための技術開発に焦点が当てられており，優れた技術の普及・活用

を促すことにより，老朽化対策における技術的課題の解決に積極的に努める我が国の姿

勢が示されている。 

 

 基本計画は，多くの施策から構成されるものであるが，少なくとも「高層 RC造建物」，

「メンテナンスサイクル」，「老朽化対策」といったキーワードは施策の大項目として位

置づけられており，これらの重要度は極めて高いと思われる。ただし，基本計画は現状

の問題点の解決に主眼が置かれているためか，これらの 3つのキーワードの相互関係を

直接的に明示していない。すなわち，近い将来想定される「高層 RC造建物の老朽化対

策」に関しては課題が残されたままである。 

 

この問題は，高層 RC造建物の主要な用途の 1つであるタワーマンションにおいて重

要である。近年では，タワーマンションの大規模修繕に関する新聞記事が多く見受けら

れ，主として金銭面での問題が指摘されている。このような事態を受け，国土交通省は，

「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」（平成 23年 4月）を策定した。ここ

では，将来予想される修繕工事を盛り込んだ長期修繕計画を策定しこれに基づき修繕積

立金を設定することの重要性を指摘している[1.4]。しかし，真に重要な問題は，タワ

ーマンションの寿命に直面した時に表面化する。現状では技術的に解体が困難であり，

仮にこの技術が開発されたとしても，相当のコスト負担が予想されるため，建替えをす

るのか，それとも補修・補強による更新を選択するのか，居住者や管理者にとって重大

な判断となる。そのため，様々な情報に基づく精緻な分析によってこれらの判断が下さ

れるべきであるが，高層 RC造建物の経年に伴う性能低下ならびにそれを考慮した地震

等に対する短期性能を把握することは現状では困難であり，そのための試みも極めて少

ない。 

 

本項では，国土強靭化計画に着目し，その内容を紐解くことによって，高層建築物の

老朽化対策に着目する必要性と解決すべき問題点を指摘した。高層 RC造建物の老朽化

問題における猶予は残り 30 年程度であり，可及的速やかに長期修繕計画を適切に策定

するためのシステムを構築する必要がある。そのためにも，高層 RC造建物に焦点を当

てた老朽化対策手法について議論をはじめる必要があり，並行して高層 RC造建物の耐

久性能，特に施工から経年によって生じる長期挙動の適切な評価に基づく短期性能評価

手法の開発を進めることが重要である。 
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1.2 耐久性能の評価項目 

 老朽化対策は，補修・補強等を施すことで建築物を長く使用することを意味している。

これまでも供用中の RC造建築物の寿命を少しでも伸ばすために，構造躯体に対して適

切な補修・補強を施すことの重要性について議論されており，「鉄筋コンクリート造建

築物の耐久性調査・診断および補修指針（案）・同解説」[1.5]等が策定されてきている。 

 

一般的に耐久性能とは，設計耐用期間にわたる①安全性，②使用性，③復旧性の各種

性能の経時変化に対する抵抗性と定義され，要求性能を満足し続けることとされている 

[1.6]。図－1.1に示すとおり，要求性能は 5つの性能項目から評価される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前述のとおり，RC 造建物の耐久性能を考慮するためには，経時変化に伴う各種性能

の変化を評価する必要がある。ここで，RC 構造物に対する時間と性能の関係に着目し

た既往の研究例を紹介する。日本コンクリート工学会にて設置された「被災構造物の復

旧性能評価研究委員会」では，「復旧（修復）性能を明確にした耐震設計法」の構築を

目的として，図－1.2 に示す概念図を示している[1.7]。経年に伴う性能低下をベース

として，任意時間において大地震により被った損傷に伴う性能低下とその後の補修・補

強に伴う性能回復，さらに総合的な復旧性能を考慮した耐震設計法の枠組みを示したこ

の図は，超高層RC造建物の耐久性能評価を試みる本研究においても重要な意味を持つ。

すなわち，経年に伴う性能低下を考慮した上で，地震等に対する短期性能評価の必要性

を示唆するとともに，その後の補修・補強ならびにコストの観点から復旧性能を判断す

る点は，本研究の将来展望と合致する。 

図－1.1 耐久性能の評価項目 
（文献 1.6を参考に筆者が作成） 

要求性能

耐久性

安全性

使用性

復旧性

環境性

① 破壊や崩壊の構造物の力学的挙動から定まる性能等

② 供用目的や機能の喪失から定まる性能

③ 構造物の使用者や周辺の人が快適に使用するための性能

④ 構造物に要求される諸機能

⑤ 地震等によって低下した構造物の性能を回復させ，
継続的な使用可能とする性能

・地球環境，地域環境，作業環境等に対する適合性

・景観等の社会環境に対する適合性
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1.3 高層鉄筋コンクリート造建物に関する構造分野の研究動向 

 本研究が対象とする高層 RC造建物に着目した場合，前述した長周期地震動の問題は

解決すべき非常に重要な課題として多くの研究者・技術者に認識されている。しかし，

建築構造分野の研究者・技術者にとって，高層 RC造建物の耐久性問題に対する認識は

乏しく，その研究例は極めて少ない。一方，建築材料分野においては，特に高層 RC造

建物に使用される超高強度コンクリートの自己収縮問題に対する研究事例など，積極的

な研究が行われている。今後，建築材料分野における貴重な知見を建築構造分野に適用

し，高層 RC造建物の長期・短期性能評価に結び付けることが重大な課題であることは

間違いない。 

 

このような背景の下，近年では，実際に高層 RC造建物の施工に携わる建設会社の研

究者らが，施工した実建物におけるコンクリートの時間依存挙動を実測し，コンクリー

トに生じる収縮やクリープが建物の構造安全性能に影響を及ぼす可能性を指摘するな

ど，いくつかの研究事例が報告され始めている。本項では，これらの研究の概要につい

て述べるとともに，今後の研究課題を明確にしたい。 

 

 小室ら[1.8～12]は，高軸力が作用する高層 RC 造建物の下層階に生じるクリープ変

形について十分に検討すべきであると指摘し，寸法・載荷材齢・段階施工荷重等をパラ

メータとした長期圧縮載荷実験を通じて，RC 柱のクリープひずみ予測式を提案してい

る。さらに，複数の実建物において柱の軸ひずみを計測し，提案した予測式の妥当性を

確認している。また，圧縮強度 150[N/mm
2
]級の高強度コンクリートを使用した RC柱試

験体に対して，軸力比 0.2 を想定した長期圧縮載荷を行った後，曲げせん断実験を行っ

ている（図－1.3）[1.13]。その結果，軸力無載荷の試験体と比較して，初期剛性と一

図－1.2 復旧（修復）性能を明確にした耐震設計法の概念図[1.7] 

性能

時間
性能低下曲線

補修・補強後の
性能評価

新築

寿命

復旧性を考慮した
耐震設計法

補修・補強？

新築？

大地震

損傷評価
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次ピークが高くなる一方，二次ピーク耐力と変形性能が低下したことを報告している

（図－1.4）。特に，クリープの影響により，早期に軸力保持限界に至るという結果は極

めて重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，佐々木ら[1.14][1.15]は，コンクリートに生じる収縮ならびに軸力によるクリ

ープなどの長期挙動がRC造柱の耐震性能に及ぼす影響を把握することを目的として一

連の実験を行っている。その実験過程は興味深く，約 4年間という長期に渡って軸力比

0.3 の軸圧縮載荷実験を実施した後，曲げせん断実験を行っている（図－1.5）。また，

軸力載荷なし 

（クリープ無） 

軸力載荷あり 

（クリープ有） 

軸力載荷 

なし 

二次ピーク

耐力の減少 

変形性能 

の低下 

図－1.4 クリープの有無に着目した曲げせん断実験結果の比較 
 ※ 実験結果は文献[1.13]より引用 

図－1.3 試験装置概要[1.13] 
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小室らの実験と比較して，軸力比が高い点も本実験の特徴である。実験の結果，長期軸

圧縮載荷の影響によりクリープ変形が生じ，その影響で主筋が早期に圧縮降伏するとと

もに，同一部材角における軸縮み量が増大し，軸力保持限界が小さくなることを報告し

ている（図－1.6）。また，クリープの影響により，初期剛性や最大耐力が向上する一方，

ポストピーク挙動がやや脆性的となる傾向も見受けられる。しかし，本実験においては，

クリープの影響に主眼が置かれており，コンクリートの収縮挙動の取扱いに関しては検

討の余地があると考えられる。特に，高強度コンクリートの場合，高温となる水和熱が

自己収縮ひずみを促進させ初期欠陥の発生（ひび割れの発生）に寄与することが知られ

ているため，取扱いには注意が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.5 実験概要 [1.14][1.15] 

長期圧縮載荷実験（4年間） 短期曲げせん断実験

CHNO.2

試験体

軸力 4050 [kN]

軸力

パンタ
グラフ

水平力

実験終了後
除荷して再設置

図－1.6 クリープの有無に着目した曲げせん断実験結果の比較 
実験結果は文献[1.14][1.15]より引用 

長期圧縮載荷あり（クリープ有） 長期圧縮載荷なし（クリープ無） 

変形性能 

の低下 

主筋の早期 
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 高強度コンクリートに生じる自己収縮ひずみに関しては，建築材料分野において研究

が盛んであることは前述したとおりであるが，丸山ら[1.16][1.17]は，超高強度コンク

リートを用いた RC部材に生じる自己収縮ひずみに着目し，その影響について検討して

いる。特筆すべき成果の 1 つとして，RC 柱中の鉄筋近傍にひび割れが集中しているこ

とを実験的に確認している（図－1.7）。このような鉄筋周囲のひび割れは，コンクリー

トに生じる自己収縮が鉄筋によって拘束されることにより発生すると考えられ，それが

部材断面の有効かぶり厚さが減じる可能性が高いことを指摘している。さらに，コンク

リートと鉄筋間の付着－すべり挙動に及ぼす影響や曲げ，せん断挙動に及ぼす影響の把

握を今後の重要課題として挙げており，建築構造分野における検討が求められている。

もう 1つの成果として，自己収縮ひずみが練り上がり温度の影響を受けることを明らか

にしている。加えて，冬季施工の方が自己収縮ひずみに起因するひび割れ発生の危険性

が高くなることを明らかにしている。このように，高強度コンクリートを使用した RC

部材においては，自己収縮ひずみが種々の要因によって拘束され，表面ひび割れ，鉄筋

周囲のひび割れおよび内部ひび割れを誘引することから，それらが RC部材の性能に及

ぼす影響を把握することが急務である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方，片寄ら[1.18]は，若材齢時に高強度 RC柱内部に生じるひび割れが，使用性・

耐震性に及ぼす影響を把握することが重要であるとして，実大 RC部材を対象に部材寸

法や鉄筋の有無を変数としたひび割れ観察実験を行っている。その結果として，圧縮強

度 150[N/mm
2
]級の有筋試験体において，中央断面付近に水平に表面まで貫通するひび

割れが生じたことを報告している（図－1.8）。また，内部応力によるひび割れ発生の評

価にあたっては，実大の有筋試験体で行う必要があることを指摘している。 

図－1.7 自己収縮ひずみの影響により観察された初期ひび割れ[1.16] [1.17] 

表面ひび割れ 
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 これまで述べてきたように，近年発表されたこれらの論文の成果から，高強度コンク

リートを使用した高層 RC造建物の下層階柱には，自己収縮ひずみの影響による初期欠

陥（ひび割れ）が少なからず存在し，さらに高軸力を受ける柱ほどクリープの影響を受

けやすく，その耐震性能に影響が生じることが予測される。しかし，自己収縮ひずみや

クリープ，さらにはその他の長期挙動も含めて，それらが RC部材あるいは RC造建物

の耐震性能に及ぼす影響を定量的に評価するには至っておらず，具体的に破壊メカニズ

ム等の実挙動に及ぼす影響も未知である。このような時間依存挙動により生じる初期欠

陥等の問題は，国策に位置づけられている長周期地震動に対する安全性評価にも影響を

与える可能性も十分考えられる。そのため，早急に解決すべき課題ではあるが，高強度

コンクリートを使用したRC部材における若材齢挙動からクリープ等の長期挙動までを

連続的に評価した上で，さらに地震等に対する短期性能評価を統一的に試みた研究例は

国内外において殆ど存在しない。したがって，高層 RC造建物に生じる収縮・クリープ

の影響を考慮した耐震性能評価手法の確立が早急の課題であると考えられる。 

 

 

 

図－1.8 若材齢時に生じる実大 RC部材のひび割れ観察結果[1.18] 
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1.4 本論文の目的 

 国土強靭化計画から得られたキーワードに基づき，高層 RC造建物の老朽化対策にも

目を向けることの重要性を示すとともに，この課題に早急に着手することの必要性を述

べた。また，その第一歩として，経年に伴う性能低下を適切に考慮した建物の耐久性能

評価手法を構築する必要があることを述べた。さらに，高強度コンクリートに生じる自

己収縮およびクリープに関する近年の建築構造分野の研究動向を概観することにより，

それらが耐久性能評価項目の 1 つである構造安全性能に影響を及ぼす可能性が高いこ

とを把握するとともに，高層 RC造建物に生じる収縮・クリープの影響を考慮した耐震

性能評価手法の確立が早急の課題であることを確認した。これらを踏まえ，以下に本論

文の目的を示す。 

 

高強度コンクリートは，若材齢時に大きな体積変化が生じる材料である。この自由な

変形が，鉄筋や柱，はり，スラブ，壁などの構成部材により拘束を受けることにより，

断面内に大きな応力を生じさせることになる。これが，セメントの水和に伴って発達す

る引張強度を超えるとひび割れが発生する。また，施工の進行に伴い，下層階柱には上

層部の荷重が高軸力として常時作用する。これにより時間と共にクリープ変形が進行し，

主筋には大きな圧縮ひずみが累積されることが想定される。この影響を受けた RC柱の

耐震性能については，限られた範囲の実験結果によって検証・報告されているが，その

影響を定量的に評価するには至っていないのが現状であり，さらには構造物レベルにお

ける検証も課題として残されている[1.19]。一方，この分野の研究が促進されない理由

も存在すると思われる。その原因の一つは，実験コストにあるだろう。片寄ら[1.18]

が指摘するように，初期欠陥の検討は実大スケールで行うことが望ましく，かつ，軸力

によるクリープによる影響を把握するならば，数年単位の軸圧縮載荷試験を要すること

になる。したがって，試験装置や時間の制約を考えるならば，総合的に実験コストが問

題となり，実験的研究を中心としたアプローチには限界があると思われる。 

 

 本論文の目標は，高層 RC造建物に焦点を当て，数値解析に基づいてコンクリートに

生じる種々の時間依存挙動の影響を考慮し，構造解析を通じて耐震性能評価を行う統一

的なシステムを構築することである。図－1.9に本研究の全体像を示す。建築材料分野

ならびに建築構造分野において個別に蓄積されてきた多くの知見を抽出・選択・統合し，

数値解析の精度と容易さを両立させる方針の下，コンクリートの時間依存挙動を時間の

関数として数値解析に組込む手法を採用する点が本研究の特徴である。このシステムが

構築されることにより，実験的に確認すべき事項を整理できることから，膨大な実験コ

ストを回避できる可能性が高い。ここで，本論の目標に対して以下の 4つの課題を掲げ

ることにする。 

 



 

 

第 1 章 序論 

- 10 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 若材齢コンクリートの時間依存挙動の評価 

2) 硬化コンクリートの時間依存挙動の評価 

3) コンクリートと鉄筋間の応力伝達の評価 

4) 初期応力を考慮した短期性能評価 

 

 課題 1)は，温度ひずみ，自己収縮ひずみ，乾燥収縮ひずみとして現れる体積変化と

線膨張係数やヤング係数の発現を表現可能な力学的特性のモデル化を行うとともに，応

力履歴に依存する若材齢クリープひずみのモデル化に取り組む。 

課題 2)では，下層階柱を想定した軸力によるクリープ挙動をモデル化することを目

的とする。 

課題 3)では，課題 1)と課題 2)の各応力場を重ね合わせることで時間依存挙動の統一

的な評価を達成する。さらに，得られた応力状態を課題 4)で構築されるモデルへ移植

し，初期応力状態を再現する手法を確立する。 

最終的に，課題 4)において，短期挙動までを統一的にシミュレート可能な統合数値

解析システムを構築する。 

 

1.5 本論文の構成  

 本論は以下に示す全 5章で構成されている。 

 

図－1.9 数値解析に基づく本研究の全体像 
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第 1章 序論 

 

第 2 章 数値解析に基づく収縮・クリープを考慮した RC 構造物の短期性能評価に関す

る既往の研究 

 時間依存解析と短期挙動解析は，材料特性が異なるためモデル化方法も異なる。つま

り，時間依存解析から得られる応力およびひずみ状態と同様の応力場およびひずみ場を

短期挙動解析モデルにおいても再現するプロセスが含まれる。現状のシステムでは，2

つの解析モデルをつなぐ架け橋が必要である。本章では，既往の研究を通じて，この架

け橋をどのように取扱い長期と短期の整合性を図ったのか，その手法を明らかにするこ

とを主目的とする。また，一連の研究において，若材齢期挙動，長期挙動および短期挙

動のモデル化方法についても触れることとした。 

 

第 3章 時間依存解析モデルの定式化と検証 

 温度依存性を有する自己収縮ひずみの予測手法と経時変化する線膨張係数を考慮し

た温度ひずみの予測法を 3次元有限要素法（以下，FEM）に基づく熱伝導解析モデルを

通じて構築し，さらに，乾燥収縮ひずみも考慮した 3次元応力・クリープ解析モデルを

構築する。加えて，軸力によるクリープ解析も 3 次元 FEM に基づき検証し，若材齢モ

デルから得られた応力を軸力によるクリープ解析結果に重ね合わせることで時間依存

挙動を統合する手法の検証を試みる。 

 

第 4章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC柱の短期挙動解析 

 本章では，前章から得られた状態を踏まえた短期挙動解析までを統一的にシミュレー

トする手法の検証を行う。前章において計算された応力状態が，短期挙動解析モデルの

応力－ひずみ関係へ引き渡される。弾性体から計算された引張強度を超える応力状態を

ひび割れモデルへ移植した時の現状と課題について考察している点が特徴である。短期

解析のモデル化手法は，これまで日本大学理工学部建築学科 RC構造研究室（白井研究

室）において構築されてきた有限要素解析手法を採用する。この手法は，理論，計算精

度，計算時間および計算労力に関する多方面の問題点を意識して構築されたものであり，

破壊力学の概念[1.20]を材料構成則に取り込んでいる点が特徴である。これまで多くの

RC造建物や部材の破壊挙動を解析可能であることも実証されている。以上，本章では，

短期挙動解析のモデル化手法と本論文で構築した時間依存解析との統合を試みて，その

妥当性を検証する。 

 

第 5章 結論 

 最後に得られた成果を総括し，今後の課題について整理する。 
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2.1 はじめに 

 本節では，コンクリートに生じる収縮・クリープ等の時間依存挙動とそれに付随して

生じる鉄筋との相互作用を含めたRC部材としての時間依存挙動を考慮した数値解析と

水平外力に対する短期性能評価のための数値解析の融合を試みた研究事例を取り上げ

る。本章では，特に，①コンクリートの時間依存挙動のモデル化手法，②時間依存挙動

解析と短期性能解析の統合手法，③短期性能評価に採用する数値解析手法の 3点に着目

し，既往の手法の有効性と問題点の整理を通じて本研究で採用すべき数値解析手法につ

いて検討する。また，④研究により得られた成果より，コンクリートの時間依存挙動が

RC 部材・構造物に及ぼす影響を整理する。なお，これらの研究事例は極めて少ないの

が現状であり，本研究が対象とする高強度コンクリートを使用した高層 RC造建物に関

する研究事例に限定せず，普通強度を使用した RC部材・構造物を対象とした研究事例

も広く調査対象とする。 

 

2.2 普通強度コンクリートを使用した RC 部材・構造物を対象とした解析的研究 

(1) コンクリートの収縮の影響を考慮した RC 柱の短期性能評価 

Lampropoulos と Dritsos(2011)[2.1]は，有限要素法（FEM）を用いて，コンクリート

に生じる収縮が RC柱の構造性能に及ぼす影響を把握することを目的として，単調およ

び繰返し載荷解析を実施している。全部で 5体の試験体に対して解析的検討が行われた

が，ここでは応力解析による検証が行われた試験体 A，Bに着目する。試験体 Aおよび

Bのコンクリートの圧縮強度は，それぞれ 30.6[N/mm
2
]および 24.7[N/mm

2
]である。図－

2.1に試験体断面図および要素分割図を示す。 
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図－2.1 試験体断面図および要素分割図[2.1] 

試験体断面図 荷重条件 要素分割 鉄筋の要素分割

試験体B試験体A

試験体B 試験体A
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① コンクリートの時間依存挙動のモデル化手法（乾燥収縮ひずみ） 

コンクリートの収縮挙動を対象とした本研究では，ACI 209R-92[2.2]の計算式を用い

て収縮ひずみを算出している。なお，計算式による予測では，対象試験体に生じる収縮

ひずみは-600[μ]と推定されている。また，収縮ひずみが拘束されることによってコン

クリートに生じる引張応力を次式により計算している。 

 

{𝜎} = 𝐸𝑐{𝜀𝑟}  = 𝐸𝑐{𝜀𝑠ℎ} − {𝜀𝑎}            (2.1) 

 

ここで，𝐸𝑐：コンクリートの弾性係数，𝜀𝑟：拘束された収縮ひずみ，𝜀𝑠ℎ：自由収縮ひ

ずみ（無拘束状態でのひずみ），𝜀𝑎：実ひずみである。 

 

図－2.2に収縮応力分布の推定結果を示す。切断面における応力分布の結果に基づいて

考察しており，鉄筋量の多い試験体 Bの方が鉄筋による自由収縮ひずみの拘束が強く，

コンクリートに作用する引張応力が増大することを解析的に確認している。また，この

ように，単純な数式に基づいてコンクリートの収縮ひずみを評価するだけでも，断面内

の応力度分布を妥当に評価できるということは，本研究を進めるにあたり，極めて重要

な知見である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②時間依存挙動解析と短期性能解析の統合手法 

 拘束により生じた引張応力を初期条件として入力した後，プッシュオーバー解析を実

施している。しかし，残念ながら具体的な解析モデルに関する記述がなく，初期条件の

入力手法についても言及されていないため，その詳細は不明である。 

 

コンクリート収縮応力分布

柱切断面

図－2.2 柱切断面のコンクリート収縮応力分布[2.1] 
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この点は非常に重要な問題である。長期挙動解析によってコンクリートおよび鉄筋に

生じる応力度ならびにひずみ度の分布を短期挙動解析にて再現することが短期性能評

価解析の成否を左右する。数値解析手法の信頼性を高めるためにも，この統合手法に関

する検討は必須であり，本研究においては詳細な検討に基づき，その手法を提案するこ

とが必要である。 

 

③ 短期性能評価に採用する数値解析手法 

短期性能評価には有限要素法が採用されている。なお，解析には，汎用解析コード

ATENAが使用された。コンクリートの材料構成則は，圧縮側には CEB-FIP モデルに基

づく多直線応力－ひずみ関係が採用され，引張側では破壊エネルギーを考慮した引張軟

化曲線が採用されている。また，鉄筋とコンクリート間の付着－すべり関係も CEB-FIP

モデルにより考慮されている。 

 

④ 研究により得られた成果 

はじめに軸力 N（試験体 A：N = 1040[kN]，試験体 B：N = 1050[kN]）が負荷された

後，フーチングからの高さ1600[mm]の位置で変位制御による水平荷重Pが載荷された。

図－2.3に実験と解析の水平荷重－水平変形関係の結果を示す。なお，図中にはコンク

リートの収縮を考慮しない場合の解析結果も併記されている。コンクリートの収縮挙動

を考慮することにより，解析結果は実験結果と良好な対応を示した。これにより，コン

クリートの収縮挙動と周囲の鉄筋の拘束により発生する引張応力の影響は，ひび割れ発

生後の二次剛性と最大耐力の低下として現れることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 続いて，構築した解析モデルを用いて，軸荷重 N および試験体寸法をパラメータと

したパラメトリック解析が実施された。検討した軸力比は，0.05, 0.1, 0.2 および 0.4 の

4 水準である。また，検討した断面寸法は，h[mm]×b[mm]として 200×200，200×400，

図－2.3 コンクリートの収縮が RC柱の構造性能に及ぼす影響[2.1] 
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400×200，400×400 の 4 種類である。なお，材料特性および配筋は試験体 A と同様で

ある。パラメータ解析では，軸力比と断面寸法の各組合せにおいて，収縮の影響を考慮

しないケースについても解析を実施しており，その際に得られた最大耐力を Fmaxとして

評価し，収縮を考慮した場合の最大耐力 Freducedとの比によって収縮の影響による柱の耐

力低下率を評価している。図－2.4に解析結果を示す。この結果より，次の知見が得ら

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 作用軸荷重の増大に伴い，コンクリートの収縮の影響を考慮した場合の RC 柱の

耐力低下が顕著になる。 

 

2) コンクリートの収縮の影響は柱の寸法に依存する。正方形断面と比較して，長方

形断面を有する柱の耐力低下が著しい。 

 

 残念ながら，論文中にこれらのメカニズムに関する分析が示されていないため，詳細

については不明な点があるものの，定性的な傾向を捉える意味では貴重な知見である。

1)に関しては，収縮の影響を考慮しない場合，作用軸荷重が増大するにつれて柱の耐力

も増大することが予想される。したがって，収縮の影響，特に早期のひび割れの発生等

により，柱の耐力の増大が阻害されたのではないかと推測される。また，2)に関しては，

断面形状が長方形の場合，正方形の場合に比べて断面内に形成される 2軸応力場が不均

等になると予想されるため，特定の方向に顕著なひび割れが早期に発生する可能性が高

いと考えられる。これらの詳細な検討においては，有限要素法の利点を生かし，各所の

図－2.4 コンクリートの収縮が RC柱の耐力低下に及ぼす影響[2.1] 
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応力度分布ならびにひずみ度分布に基づく考察が必要不可欠であろう。 

 

(2) 温度応力を考慮した RC 構造物の短期性能評価 

 田辺ら[2.3]は，格子等価連続体モデルを用い，初期応力を考慮した RC造構造物の 3

次元解析を実施している。図－2.5に構造解析の概念図を示す。また，解析事例として，

図－2.6に示す仮想の RC 構造物を設定し，土木構造物において特に問題となる温度応

力が耐震性能に及ぼす影響を解析的に検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.5 構造解析の流れ図[2.2] 

時間軸

経時変化解析 瞬間解析

各種情報の交換

初期応力の発生

打 設

初期応力状態の耐震性能照査など

補修後の構造物の劣化・損傷評価供用期間長寿化の検討

温度応力
乾燥収縮
クリープ
ASR等

地震等の
任意外力作用

乾燥収縮
クリープ，ASR等

図－2.6 仮想 RC構造物の要素分割図[2.2] 

6941

柱壁上部
打設：75日
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① コンクリートの時間依存挙動のモデル化手法（特に温度応力） 

本手法では，時間に依存する解析を「経時変化解析」と称している。経時変化解析か

ら，時間軸に沿って進行する打設後の温度応力，乾燥収縮，クリープおよびアルカリ骨

材反応(ASR)等による初期応力を評価する。例題解析においては，打設完了後 190 日目

に地震動を受けると仮定し，経時変化解析において熱伝導・熱応力解析を通じて温度応

力を求め，ひび割れの発生を考慮している。なお，解析には格子等価連続体モデルが採

用されている。詳細については後述するが，温度応力解析においては，コンクリートの

水和に伴う力学特性の発展を考慮することが可能であり，ヤング係数，圧縮強度および

引張強度を時間の関数として考慮している。ただし，線膨張係数の経時変化や若材齢ク

リープ挙動は考慮されていないようである。 

 

②時間依存挙動解析と短期性能解析の統合手法 

本手法では，短期性能解析を「瞬間解析」と証しており，時系列のある任意の時間に

地震等の外乱が作用する場合，時間依存挙動の結果生じる応力情報を経時変化解析から

受けとり，それを初期状態として瞬間解析を実施する。また，瞬間解析終了後，経時変

化解析において必要となる情報を引き渡した後，再び経時変化解析が実行される。ここ

で，時間依存挙動においてひび割れが発生した場合の取扱いについて確認する。図－2.7

その概念図を示す[2.4]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(σn, tn) 材齢 t における瞬間の 

コンクリートの σ－ε関係 

（引張側） 

図－2.7 瞬間解析への応力移植に基づく時間依存挙動の反映 

※文献[2.3]の図に加筆 
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経時変化解析における任意の nステップ目でひび割れが発生したと仮定し，その状態

を瞬間解析へ引き渡す場合，瞬間解析で用いる材齢 tnにおけるコンクリートの構成則へ

応力情報のみを反映する手法を採用している。具体的には，応力情報の連続性を保つた

め，材齢 tn-1における応力値を材齢 tn時点の応力の初期値として引き渡す（図中①の経

路）。ただし，この段階ではまだ材齢 tnにおける経時変化解析が行われていない点に注

意が必要である。続いて，材齢 tn時点のコンクリートのヤング係数値に従い，弾性状態

を仮定して，経時変化解析を実施する。当然ながら，本ステップにおいてひび割れが発

生することを想定するため，求められる弾性応力は材齢 tn時点の引張強度を超えること

になる（図中②の経路）。ここで田辺らは，「リターンマッピング」という手法を採用し

ている。具体的には，この段階で求められた弾性応力に対応する弾性ひずみ値に基づい

て，構成則の対応する軟化勾配上の応力点に応力値を適合させている（図中③の経路）。 

 

 コンクリートの時間依存挙動を考慮する場合，水和の進行に伴い応力－ひずみ関係が

時間軸に沿って変化するため，時間依存挙動解析においてコンクリートに生じる応力あ

るいはひずみは時間軸も含めた 3次元空間で記述される。さらに，コンクリート特有の

現象であるひび割れがこの問題をより一層複雑にする。田辺[2.2]も指摘している通り， 

この問題は新しい課題であり，コンクリート力学特有の問題として今後解決されなけれ

ばならない。筆者らが研究を進める場合においても，この問題を解決するための手法に

ついて十分な検討が必要であり，田辺らの手法は非常に参考になると思われる。 

 

③ 短期性能評価に採用する数値解析手法 

 打設完了後 190 日目に地震動を受けると仮定し，経時変化解析における初期応力を考

慮して瞬間解析が実施される。瞬間解析には，格子等価連続体モデルが採用されている。

格子等価連続体モデルは，二羽らが提案した RC部材を 1軸部材の集合体として扱う格

子モデル[2.5]を改良し，格子を等価な連続体に置き換えた数値解析モデルである。一般

的な有限要素法へ組み込み可能な構成則として再構築されており，コンクリートおよび

鉄筋はそれぞれ分散ひび割れモデルおよび分散鉄筋モデルと等価に記述される。特に，

ひび割れが発生した RC要素の複雑な挙動の記述に優れており，非直交多方向ひび割れ

モデルを採用し，瞬間外力によるひび割れ情報と経時変化解析から得られるひび割れ情

報の双方が考慮できる手続きへと拡張されている。 

 

 数値解析手法の汎用性を考えた場合，現時点において格子等価連続体モデルは一般に

普及しているとは言い難い。本研究では，第 1 章で述べたように，「数値解析の精度と

容易さを両立」させる方針であり，既往の汎用コードの使用を前提としている。しかし

ながら，理論的に整備された等価格子連続体モデルによる種々の解析結果との比較・検

討を通じて，筆者らの数値解析手法の検証が可能となるであろう。  
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④ 研究により得られた成果 

図－2.8に解析結果を示す。図(a)に示す荷重－変位関係からは，温度応力の影響を考

慮することにより，初期剛性と最大耐力が低下することが確認できる。一方，水平変位

10mmまでを拡大して表示した図(b)からは，初期応力を考慮することにより，鉄筋が早

期に降伏するとともに，降伏部位や箇所数にも違いが見られることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この研究では，土木構造物を対象として，マスコンクリートに生じる温度応力が耐震

性能に及ぼす影響について検討しているが，温度応力による初期欠陥も RC構造の破壊

過程に大きく影響を及ぼすことが解析的に示されている。筆者が研究対象とする高層

RC 造建物では，高強度コンクリートの水和時に発生する高温の水和熱の問題が想定さ

れるため，温度応力の問題が無視できない可能性が高いと考えられる。 

 

2.3 高強度 RC 柱を対象とした解析的研究 

(1) 自己収縮ひずみと軸力載荷後のクリープひずみを考慮した RC 柱の短期性能評価 

 小室[2.6]は，高強度コンクリートに生じる自己収縮ひずみと軸力載荷後の弾性ひず

みおよびクリープひずみを考慮して RC柱の短期挙動を評価している。 

 

① コンクリートの時間依存挙動のモデル化手法（クリープひずみ） 

高強度 RC 柱に生じる弾性ひずみ εelasticとクリープひずみ εcreepは，クリープ係数を考

慮するコンクリートの等価ヤング係数法および重合法により，次式により求めている。 

 

ε𝑒𝑙𝑎𝑠𝑡𝑖𝑐 + ε𝑐𝑟𝑒𝑒𝑝 = ∑
𝑁𝑖

𝐴𝑆𝐸𝑆+
𝐴𝐶+𝐸𝐶56

1+𝜙(𝑡,𝑡0_𝑖)

           (2.2) 

 

図－2.8 水平荷重－変位関係結果と鉄筋降伏位置の比較[2.2] 
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ここで，Ni：i ステップに加わる長期軸力，As：軸方向鉄筋断面積，Es：鋼材ヤング係数，

Ac：コンクリート断面積，Ec56：コンクリートヤング係数（材齢 56日），φ(t, t0_i)：iス

テップ t0_i 日載荷の材齢 t 日のクリープ係数である。なお，クリープ係数については，

CEB-FIP model code 1990[2.7]をベースとして，超高強度コンクリートに対応させるた

めの修正を加えるとともに，施工過程に対応した段階載荷の影響も考慮可能なように改

良を加えている。一方，自己収縮ひずみに関しては，詳細な検討を行っておらず，既往

の超高強度コンクリートの実験結果を参考にして 300[μ]を仮定している。 

 

②時間依存挙動解析と短期性能解析の統合手法 

 時間依存挙動として考慮する自己収縮ひずみおよび弾性ひずみとクリープひずみに

基づいて，鉄筋とコンクリートの負担軸力の推移を力の釣合い条件式から算出し，各々

に得られた負担軸力を短期性能解析にあらかじめ作用させる。図－2.9 に示すとおり，

載荷前においてはコンクリートの自己収縮のみが考慮され，載荷後には鉛直力による弾

性ひずみとクリープひずみの和に関して，それぞれコンクリートおよび鉄筋の負担軸力

が評価される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 非常に単純かつ簡易的な手法により，時間依存挙動を短期性能評価解析に連成させて

いる好例である。しかし，この手法では，コンクリート－鉄筋間が完全付着であること

のほか，コンクリートにひび割れが発生しないという状況下でないと適用できないとい

う問題点も存在するため，その適用範囲には十分注意が必要であろう。 

 

③ 短期性能評価に採用する数値解析手法 

 短期性能評価においては，解析モデルとしてファイバーモデルを採用している。解析

モデルの制約上，平面保持が仮定されるため，コンクリート－鉄筋間は完全付着が仮定

されている。また，せん断補強筋によるコアコンクリートの拘束効果については，超高

強度コンクリートに対応するように開発したコンクリートの構成則モデルを適用して

することにより考慮している。 

図－2.9 コンクリートおよび軸方向筋の負担軸力の推移[2.8] 
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④ 研究により得られた成果 

 図－2.10 にファイバー解析により得られたモーメント－曲率関係を示す。特筆すべ

きは，収縮・クリープを考慮した場合，極めて早期に圧縮軸方向鉄筋の降伏が生じてい

ることであろう。この現象について小室らは，収縮・クリープの影響により，軸方向鉄

筋が負担する応力度が規格降伏応力度の 0.81 倍に及んでいることに触れ，このことに

より，大地震時における軸方向筋の座屈や中小地震後における損傷の可能性を指摘して

いる。このことから，柱に作用する軸力比の制限や軸方向鉄筋に生じる長期圧縮応力度

の制限等の提案を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この成果は，本研究で対象とする高層 RC 造建物において極めて重要な知見である。

同時に，筆者が開発を目指している数値解析システムの必要性を裏づける結果であると

考えられる。 

 

(2) 自己収縮ひずみを考慮した RC 柱の短期性能評価 

 丸山ら[2.9]は，小室らの手法を参考にして，自己収縮ひずみを考慮した RC 柱の短

期性能評価を試みている。特に，繰返し載荷による短期性能評価を検討している点が興

味深い。 

 

① コンクリートの時間依存挙動のモデル化手法 

 コンクリートの強度，ヤング係数，自己収縮，クリープに関する時間依存性挙動は，

いずれも実験に基づく実験式により評価している。応力の算出に際しては，ヤング係数

の経時変化や若材齢クリープが考慮されている[2.10]。 

 

②時間依存挙動解析と短期性能解析の統合手法 

 前述した小室らの手法をコンクリートの体積変化の影響を考慮できるように改良し，

図－2.10 モーメント－曲率関係および各種破壊現象の発生状況[2.5] 
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鉄筋とコンクリートの釣合いとひずみの適合条件（コンクリートひずみ＝鉄筋ひずみ）

を連立させ，時間依存性挙動により生じるコンクリートひずみとコンクリート応力を得

ている。 

 

③ 短期性能評価に採用する数値解析手法 

 前述した小室らと同様に，ファイバーモデルを採用している。ただし，コンクリート

の体積変化を考慮するために，コンクリート応力がゼロとなるひずみと鉄筋応力がゼロ

となるひずみが異なる点を考慮し，コンクリートの原点移動量 εc,0を導入している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 研究により得られた成果 

主要な成果は，以下の 3点に集約される。 

・自己収縮ひずみは RC柱の曲げ耐力に殆ど影響を及ぼさない。 

・自己収縮ひずみの影響により，釣合い鉄筋比以下で設計した場合であっても，主筋の

圧縮降伏が先行する可能性がある。 

・繰り返し荷重下においては，主筋降伏後の応力負担に関して自己収縮の影響は無視で

き，RC柱の応力状態は自己収縮を考慮していない状態に近づく。 

 

しかし，丸山らが指摘しているように，ファイバーモデルにはモデル化の制約が多く，

これらの知見はあくまでも断面解析の仮定の上に成立しているに過ぎない。すなわち，

圧縮鉄筋の座屈，かぶりコンクリートの剥落および柱部材内の初期ひび割れの影響等を

図－2.11 体積変化を考慮可能なファイバーモデルの概念図[2.7] 
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考慮できないため，その適用範囲には注意が必要であるとともに，改善の余地が残され

ている。 

 

また，ファイバーモデルを用いたこれら 2つの研究は，いずれも曲げ破壊が先行する

RC 柱に限定して破壊過程を検討している。そのため，せん断破壊の傾向が現れる破壊

モードに対しては議論を拡張できない。実際，佐々木らの実験的研究[2.11]において，

曲げ圧縮降伏後のせん断破壊となった試験体も存在しており，RC 柱のせん断抵抗まで

を含めたモデル化を行うことも重要な課題の 1つであろう。 

 

2.4 まとめ 

コンクリートの時間依存挙動と RC部材・構造物の短期性能評価を統合した数値解析

を試みた既往の研究を概観した。いずれの研究においても，時間依存挙動の影響により，

RC 部材・構造物の短期性能が低下する結果が得られており，この分野の研究の重要性

が確認された。また，若材齢時のコンクリートの時間依存挙動から長期的な時間依存挙

動まで連続して考慮して短期性能評価を試みる事例が少ないことから，本研究の独自性

を明確にすることもできた。 

 

今回取り上げた 4つの研究事例においては，いずれも重要な成果が示される一方，今

後検討すべき課題が挙げられている。普通強度RC部材および構造物を対象として，FEM

解析を活用し，時間依存挙動と短期挙動を統合する試みにおいては，両者の統合手法に

おいて課題が残されていると言えるだろう。このことは，田辺が述べているように「新

しい課題」であると捉え，何段階にも渡る詳細な検討の積み重ねが必要となるだろう。

一方，高強度 RC部材を対象とした研究では，若材齢挙動や軸力によるクリープ挙動を

考慮した短期性能評価手法として，ファイバーモデルに基づく解析的検討が実施されて

いる。しかし，モデル化の制約もあり，若材齢における初期ひびわれの影響や RC柱の

せん断破壊の考慮は現時点では難しいと言わざるを得ない。反面，建物全体の短期性能

評価を実施する際には，ファイバーモデルは計算時間および計算労力の点から非常に有

用であり，今後の検討が待たれるところである。 

 

以上の背景より，本論文では，FEM 解析をベースとして，コンクリートの時間依存

挙動を考慮した高強度 RC部材の短期性能評価を試みる。将来的には，本研究により得

られた成果を応用し，ファイバーモデルに組み込むことも想定し，高層 RC造建物の短

期性能評価へ発展させることも見据えたいと考えている。研究の方針としては，数値解

析の精度と容易さの両立を図りながら，随時，建築材料分野において蓄積されるコンク

リートの時間依存挙動に関する知見，具体的には，近年活発に研究が行われている自己

収縮ひずみや温度ひずみ，ヤング係数の経時変化および若材齢クリープに関する最新の



 

 

第 2 章 コンクリートの時間依存挙動を考慮した数値解析手法に関する既往の研究 

- 26 - 

 

知見を積極的に反映した数値解析手法の構築を目指す。 

一方，時間依存挙動と短期挙動の解析上の統合手法については，慎重な判断が必要と

なることから，基本的に田辺らの手法を参考にしたい。簡便に応力情報のみをコンクリ

ートと鉄筋に移植し，その残差力として評価される状態を反復的に求解することで短期

挙動解析の初期状態を評価することを考える。なお，これらの詳細については，FEM

の全体定式化や増分型反復手法に関する知識が必要となることから，次節以降において

論述する。 
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3.1 コンクリート材齢の定義 

 セメントの水和反応に起因して，コンクリートの力学的特性である引張強度，圧縮強

度および弾性係数は時間と共に大きく変化する。この現象は，計測開始点から急激な変

化を示し，概ね材齢 28 日以降に一定値に落ち着く傾向があることが一般的に知られて

いる。 

 

 本論文では，この力学的特性の変化に着目し，打設した材齢（材齢 0 日）から材齢

28 日までを「若材齢期」と称し，この期間に水和反応に起因する種々の挙動を「若材

齢挙動」と定義する。これは，初期材齢コンクリート(early age or green concrete)の定義

が，未だ明確でないこと［3.1］から本報において独自に設定するものである。また，

材料特性が一定に落ち着く，材齢 28 日目以降を「長期」と称し，この期間に生じる挙

動を「長期挙動」と定義することとする（図－3.1）。 
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図－3.1 本研究の全体像と材齢の関係 
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3.2 若材齢挙動のモデル化 

3.2.1 はじめに 

 本論文では，若材齢挙動として①体積変化；温度ひずみ，自己収縮ひずみおよび乾燥

収縮ひずみ，②力学的特性の変化；弾性係数および線膨張係数，③鉄筋や外部境界条件

の拘束に起因するクリープを取り扱うこととした。最終的に，3 分類の若材齢挙動を考

慮した若材齢応力予測手法を提案しその妥当性を確認する。なお，便宜上，線膨張係数

は「3.2.2 体積変化の適用範囲と各予測モデル」の中で取り扱うこととした。 

 

3.2.2 体積変化の適用範囲と各予測モデル 

3.2.2.1 適用範囲 

表－3.1に体積変化の特徴を示す［3.1］。これは，日本コンクリート工学協会の自己

収縮研究委員会にて定義されたものをまとめた一覧表であり，各種体積変化の種類を材

齢毎に分類し，備考欄にその特徴が示されている。種々の体積変化が生じる過程で，凝

結点を境に一つの棲み分けがなされている点が特徴である。ここで，凝結の始発とは，

硬化体の剛性が連続的に増加する過程と定義されており，各種規定に定められた貫入抵

抗値に達した時点とされている［3.1］。 

 

同委員会では，先の「凝結の始発」を自己収縮ひずみの基点と定義している。その理

由は，「自己収縮ひずみをコンクリートのひび割れ要因として検討する前提に立つと，

流動に伴うフレッシュコンクリートの体積変化は除外することが適切である。」と考え

られているためである。宮澤は，練り混ぜ直後に生じるプラスティック収縮や沈下は，

流動または大きな塑性変形を伴い，殆どの応力の発生を伴わないことから，研究対象に

応じてその現象を区別して各種ひずみを取り扱うことが工学的判断のうえで重要であ

ることを指摘している［3.2］。 

  

 筆者の研究目的の一つは，本論文を通じて若材齢および長期期間に生じる応力を重ね

合わせることで時間依存挙動を解析的に評価する手法の妥当性を検証することである。

この目的に対しては，応力が発現する材齢を基点と定義することが最も合理的であると

考えられる。したがって，体積変化の基点は「凝結の始発」として扱うこととし，体積

変化の定義も同委員会に従うこととした。結果として，「凝結の始発」から生じるひず

みに着目すると，表－3.1 のうち①温度膨張・収縮，②自己体積変化，③乾燥収縮の 3

種類が本論文において考慮される体積変化となる。 

 

 

 

 



 

 

第 3 章 時間依存解析モデルの定式化と検証 

- 30 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表
－

3.
1
 
体

積
変
化

の
特
徴

[3
.
1]
 

種
類

外
部
か
ら
は

観
察
不

可
能

な
変
形

打 設

巨 視 的 な 体 積 変 化

材
齢

三
次
元

的 三
次
元

的

三
次
元

的
ま

た
は

自
己

乾
燥
が

起
こ

る
部

材
全

体
で

生
じ

る
。

三
次
元
的

自
己
収

縮

自
己
膨

張

凝 結
フ
レ
ッ
シ
ュ

コ
ン
ク

リ
ー

ト
硬

化
コ

ン
ク

リ
ー

ト

水
平
方

向
・

二
次

元
的

水
平
方

向
・
二
次
元
的

鉛
直
方

向
・

二
次

元
的

水
和
収

縮

沈
下

プ
ラ
ス

テ
ィ
ッ

ク
収
縮

プ
ラ
ス

テ
ィ

ッ
ク

膨
張

個
体
が

連
続

相
を

形
成

液
体
が

連
続

相
を

形
成

自
己

乾
燥

水
分

逸
散

温
度
膨

張
・

収
縮

自
己

体
積

変
化

乾
燥
収

縮

乾
燥
開

始
時

か
ら

乾
燥

面
付
近

に
卓

越
し

た
大
き

さ
で

生
じ

，
全

断
面
に

影
響

を
及

ぼ
す
。

フ
レ
ッ

シ
ュ

時
は

マ
ク

ロ
な
体

積
変

化
と

な
り

上
面

に
現

れ
る

が
，
凝

結
後

は
大

部
分

が
内

部
空

隙
の

増
加
と

な
る

。

打
ち
あ

が
り

面
の

鉛
直

下
方
へ

の
移

動
と
し

て
観

測
さ

れ
る

。

内
部
で

も
起

こ
る

。
表

面
に
水

が
存

在
す

る
状

態
で

も
起

こ
る

。

上
表
面

の
局

所
的

な
水

平
方
向

の
収

縮
(ブ

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
速
度

)<
(表

面
乾
燥

速
度

)で
な
け

れ
ば

起
こ

ら
な
い

。

発
砲
ま

た
は

結
晶

の
生

成
に
よ

る
。

水
和
熱

の
発

生
に

よ
る

。
凝

結
前

に
も

温
度

変
化

に
よ
る

体
積

変
化
を

生
じ

る
。

自
己
乾

燥
に

よ
る

。

乾
燥
に

よ
る

水
分

の
逸

散
に
よ

っ
て

生
じ
る

。

プ
ラ
ス

テ
ィ
ッ

ク
体
積

変
化

備
考

質 量 変 化 無 無 無 無 無 無 無 有有

注
）

灰
色

部
分

は
体

積
変
化

が
生

じ
る

材
齢

を
表

す
。
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3.2.2.2 線膨張係数および温度ひずみの予測モデル 

従来から，線膨張係数は，10×10
-6

/℃と仮定して利用［3.3］されているが，本来は

水和の進行と共に経時変化することが知られており，高強度コンクリートに対してもい

くつか実験的研究事例が存在している［3.4］［3.5］［3.6］［3.7］。 

 

高強度コンクリート分野において線膨張係数が計測される理由は，温度ひずみが自己

収縮ひずみの抽出に大きく影響するためであると言える。それは，現在の自己収縮ひず

みの評価方法が，実測される全ひずみから温度ひずみを差し引くことで表現されている

ためであり，結果として温度ひずみの評価方法に大きく依存してしまう現状がある。し

たがって，線膨張係数は自己収縮ひずみと表裏一体であり，自己収縮ひずみの抽出にあ

たっては線膨張係数の評価がとりわけ重要となってくると考えられる。 

 

このような背景のもと高強度コンクリートに対する最新の知見は，萩原ら［3.6］な

らびに寺本ら［3.7］により水和発熱による温度履歴の影響を考慮した線膨張係数の計

測に関する実験的研究に見受けられる。その変化は初期材齢に大きく減少し，その後，

水和の進行と伴に緩やかに増加するというものである。図－3.2(a)に示すように萩原ら

の研究は，水和熱による温度上昇を受けた際の線膨張係数を求めることを目的として，

実大柱部材を用いて温度変化とひずみ変化の測定を行ったものである。図－3.2 (b)に

線膨張係数の測定結果を示す。ここで示す横軸は，得られた温度変化を考慮した

Arrhenius 則に基づく有効材齢（当該論文では「相当材齢」と表現されている。）により

評価されている。論文によれば，凝結付近から線膨張係数は減少し，相当材齢 1 日付近

で最小値を示し，その後，相当材齢の進展に伴って徐々に大きくなり，やがて約 10～

15×10
-6

/℃付近へ収束してゆく傾向が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.2 線膨張係数の測定に関する萩原らの研究[3.6] 

(b)測定結果 
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同様の傾向が寺本らの研究成果にも見て取れる。図－3.3(a)に示す装置を開発し，

種々の調合や温度履歴を考慮したセメントペーストの線膨張係数を評価しており，萩原

らと比較してより定量的な評価を試みている（図－3.3(b)）。図－3.3(b)に示されてい

る横軸も萩原らと同様の評価式を用いており，結果の一部として線膨張係数αの経時変

化が最小値をとった後，水セメント比が小さいものほどαが上昇する材齢が早くなるこ

となどが明らかとなっている。さらに，骨材量の影響も実験的に把握し，複合理論に基

づく評価手法を提案し，コンクリートの線膨張係数を予測可能なモデルを開発している。

複合理論とは，コンクリートを母材と骨材から成る二相材料と捉え，母材と骨材の体積

比および各々の対象とする特性を用いてコンクリートの特性を推定する方法であり，弾

性係数の推定を目的とした多くの研究が報告されている［例えば 3.8］。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本論文では線膨張係数および温度ひずみの算出にあたって，次式に示す寺本らの予測

モデルを採用することとした［3.9］。その特徴は，水和発熱の影響を有効材齢に基づき

評価する点であり，セメントペーストのみならず，任意の骨材量を考慮したコンクリー

トの線膨張係数も考慮できる点である。 

 

𝛼𝑝(𝑡𝑒) =
110

𝑡𝑒
+ 0.5 ∙ 𝑒𝑥𝑝 (1 −

1

0.02∙𝑡𝑒
) + 1                             (3.2.1) 

 

ここで，𝛼𝑝(𝑡𝑒)は有効材齢𝑡𝑒におけるセメントペーストの線膨張係数[×10
-6

/℃]である。

さらに，骨材の線膨張係数を考慮して，次式からコンクリートの線膨張係数を算出して

いる。 

図－3.3 線膨張係数の測定に関する寺本らの研究[3.8] 
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𝛼𝑐(𝑉𝑎) =
1

1−𝑉𝑎
𝛼𝑝(𝑡𝑒)

 + 
𝑉𝑎
𝛼𝑎

                                         (3.2.2) 

 

ここで，𝑉𝑎は骨材体積比[-]，𝛼𝑐(𝑉𝑎)は骨材体積比𝑉𝑎のコンクリートの線膨張係数[×

10
-6

/℃]，𝛼𝑎は骨材の線膨張係数[×10
-6

/℃]である。以上により求められる線膨張係数か

ら温度ひずみ増分は次式により算出される。なお，骨材の線膨張係数は 7.6[×10
-6

/℃]

と仮定されている。 

 

{∆𝜀𝑡} =
𝛼𝑡−𝛼𝑡−1

2
∙ (𝑇𝑡 − 𝑇𝑡−1)                                    (3.2.3) 

 

ここで，𝑡 はコンクリート材齢，𝜀𝑡 は時刻𝑡における温度ひずみ [ - ]，𝛼𝑡は時刻 𝑡 にお

ける線膨張係数[×10
-6

/℃]，𝑇𝑡は時刻 𝑡 における試験体温度[℃]である。 

  

3.2.2.3 自己収縮ひずみ予測モデル 

(1)セメントの自己収縮に影響を及ぼすパラメータ 

自己収縮ひずみの進展や絶対量に及ぼす影響を把握するため，種々の実験が報告さ

れている［3.1］［3.10］。報告書を要約すると，①セメント種類の影響，②混和剤（例

えば高性能減水剤）の影響，③混和材（例えばシリカフューム）の影響，④温度履歴

の影響および⑤調合の影響に大別され，以下のことが具体的に明らかとなっている。 

 

① セメント種類の影響 

早強セメントや高炉セメントは自己収縮が大きく，中庸熱セメントや低熱セメント

は自己収縮が小さくなる傾向が強い。 

② 混和剤の影響 

高性能減水剤の添加による自己収縮ひずみの低減効果はそれ程大きくない。一方で，

収縮低減剤の使用は，種類や量の調整を行えば有効となる。 

③ 混和材の影響  

高炉スラグ微粉末および低水セメント比のコンクリートにシリカフュームを使用

した場合，自己収縮ひずみは増大する。特に，シリカフューム置換率に敏感である。 

④ 温度履歴の影響 

養生温度が高いほど自己収縮ひずみの発生が急速であり，自己収縮ひずみは概ね積

算温度によって表現できる。近年の事例では，Arrhenius 則に基づく有効材齢によ

り自己収縮ひずみを表現している研究事例も存在する［3.9］［3.11］。いずれにせ

よ，自己収縮ひずみの評価には温度履歴による影響を考慮する必要がある。 
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⑤ 調合の影響 

水セメント比，単位結合材量，単位水量および骨材量などの影響度に関する実験的

研究が行われ，主に，水セメント比が小さくなると自己収縮は大きくなり，骨材が

付加されることで自己収縮は小さくなる。 

 

ここで，積算温度と Arrhenius 則に基づく有効材齢について注釈を加える。積算温

度は，マチュリテイ指標とも呼ばれ，もともとは，時間－温度関係がコンクリート強

度の発現に及ぼす影響を適切に反映させることを目的として開発された手法と言わ

れている[3.12]。積算温度は次式により表現される。 

 

𝑀 = ∑ (𝑇 − 𝑇0)𝑡 ∆t                                          (3.2.4) 

 

ここで，𝑀はマチュリティ指標（積算温度）[℃-時間あるいは日]，𝑇は時間間隔∆tに

おける平均コンクリート温度[℃]，𝑇0は標準温度（通常は-10[℃]），𝑡は時間経過[時間

あるいは日]，∆tは時間間隔[時間あるいは日]である。 

 

1970 年代後半には，積算温度の線形近似の問題点が改良され，次式に基づく

Arrhenius 方程式に基づく手法が提案された。この式は，温度が化学反応速度に及ぼ

す影響を記述できる利点を有している。 

 

𝑡𝑒 = ∑ 𝑒
−𝐸

𝑅
(

1

𝑇
−

1

𝑇𝑟
)
∆𝑡𝑡

0                                           (3.2.5) 

 

ここで，𝑡𝑒は基準温度における有効材齢，𝐸は見かけの活性化エネルギー[J/mol]，𝑅は

一般気体定数（8.314[J/mol-K]），𝑇は区間∆tにおけるコンクリートの平均絶対温度[K]，

𝑇𝑟は絶対基準温度[K]である。 

 

CEB Model Code 1990 は，式(3.2.5)の指数モデルを元に構成されたものと考えられ

ており[3.14]，実用的な式として我が国でも多く利用されている。また，近年では，

修正 Arrhenius 方程式に基づく評価方法なども開発されており，その検証に関する報

告も見受けられる[3.13]。なお，理論から応用までのマチュリティ法に関する詳細は，

文献[3.12]を参照されたい。 

 

以上より，コンクリートの自己収縮ひずみは，セメント種類，混和材，温度，水セメ

ント比，骨材量による影響を大きく受けることが既往の研究から明らかになっている。

このことを考慮して，本論文において使用する予測式について概説する。 
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(2)自己収縮ひずみの予測デル概要 

本論文では，自己収縮ひずみを寺本式によりモデル化することとした［3.9］。前項で

も述べたように，自己収縮ひずみは温度ひずみと表裏一体の現象であり，異なる実験か

ら評価された自己収縮ひずみと温度ひずみを重ね合わせることは適切ではない。このこ

とが，自己収縮ひずみの予測に寺本式を採用した最大の理由である。さらに，寺本式は

本研究で対象とする超高強度コンクリートの適用範囲内において，既往の研究を整理し

最新の実験的検討が加えられた予測式でもある。 

 

寺本らは，セメント種類，水セメント比，混和剤，混和材，温度履歴，骨材寸法，骨

材量が自己収縮ひずみに及ぼす影響を実験的に検討し以下の予測式を提案した。予測式

は，自己収縮ひずみの進行速度に着目して次式により構成されている。 

 

𝜀𝑠ℎ𝑚𝑎𝑥 = 𝜀𝑠ℎ1 + 𝜀𝑠ℎ2                                           (3.2.6) 

 

ここで，𝜀𝑠ℎ𝑚𝑎𝑥は終局自己収縮ひずみ，𝜀𝑠ℎ1は変曲点以前の自己収縮ひずみ（以下，ス

テージ 1），𝜀𝑠ℎ2は変曲点以後（以下，ステージ 2）の自己収縮ひずみである。なお，変

曲点とは自己収縮ひずみの速度勾配が大きく変化する点を指しており，この点を境に予

測式が大別されている。この方針に従い，セメントペーストの自己収縮ひずみ予測モデ

ルを構築し，Hobbs モデルを用いて骨材量を考慮することで高強度コンクリートの自己

収縮ひずみが予測される。セメントにおけるステージ 1 の最大自己収縮ひずみ𝜀𝑠ℎ1は次

式により算出される。 

 

𝜀𝑠ℎ1,20 = −4400(𝑊/𝐶) + 1260                                 (3.2.7) 

 

ここで，𝜀𝑠ℎ1,20は練り上がり温度が 20℃条件時の変曲点以前の自己収縮ひずみ[ x10
-6

]，

𝑊/𝐶は水セメント比[ - ]である。変曲点以前の自己収縮ひずみは，40℃以下の低い温度

履歴を経験するほど，ひずみが進行することから次式により近似される。 

 

𝜀𝑠ℎ1 = 𝜏 ∙ 𝜀𝑠ℎ1,20                                              (3.2.8) 

 

ここで，𝜏は練り上がり温度の影響を表す係数である。また，セメントにおけるステー

ジ 2 の最大自己収縮ひずみ𝜀𝑠ℎ2は次式により決定される。 

 

𝜀𝑠ℎ2 = 𝜀𝑠ℎ𝑚𝑎𝑥,20 − 𝜀𝑠ℎ1,20                                       (3.2.9) 

 

ここで，𝜀𝑠ℎ𝑚𝑎𝑥,20は練り上がり温度が 20℃条件時の最大ひずみ（－1710 [ x10
-6 

]）であ
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る。これは，変曲点以降の最大ひずみは，水セメント比やシリカフューム置換率をパラ

メータとした実験から概ね一定値をとることが明らかとなっているためである。 

 

 続いて，混和剤の影響（ステージ 1）および高温履歴を経験するものほど自己収縮が

急激に進行する傾向（ステージ 2）を考慮して，次式によりセメントペーストの自己収

縮ひずみ予測式を提案している。 

 

𝜀𝑝(𝑡𝑒) =
−𝜀𝑠ℎ1

1+𝑒𝑥𝑝(𝑡𝑒−𝑎)
− 𝜀𝑠ℎ2 ∙ 𝑒𝑥𝑝 (−

𝑡𝑒

1000
) + 𝜀𝑠ℎ𝑚𝑎𝑥                    (3.2.10) 

 

ここで，𝜀𝑝(𝑡𝑒)は有効材齢𝑡𝑒におけるセメントペーストの自己収縮ひずみ[ x10
-6 

]，𝑎は練

り上がり温度や高性能AE減水剤量（SP量）により決定される凝結に関する係数[ 時間 ]

である。ここで，有効材齢は Arrhenius 則に基づく次式により算出された。 

 

𝑡𝑒 = ∑ 𝑒𝑥𝑝 {
𝐸𝑎

𝑅
∙ (

1

𝑇0
−

1

𝑇𝑘
)} ∙ ∆𝑡                                  (3.2.11) 

 

ここで，𝑡𝑒は有効材齢 [ 時間 ]，𝐸𝑎はみかけの活性化エネルギー [ kJ/mol ]，𝑅はガス定

数[ 8.31 J/(K・mol) ]，𝑇0は基準温度 [293K]，𝑇𝑘は試験体温度 [K]である。検討実験を通

じて，シリカフュームを含む結合材を使用する高強度コンクリートにおいては，

 𝐸𝑎 𝑅⁄ = 10,000が推奨値とされている。最後に骨材量を次式により考慮してコンクリー

トの自己収縮ひずみが予測される。 

 

∆𝜀𝑐 = ∆𝜀𝑝

(1−𝑉𝑎)(𝐾𝑎/𝐾𝑝+1)

{1+𝐾𝑎/𝐾𝑝+𝑉𝑎(𝐾𝑎/𝐾𝑝−1)}
                                 (3.2.12) 

 

ここで，𝜀𝑐はコンクリートの自己収縮ひずみ[ x10
-6 

]，𝜀𝑝はセメントペーストの自己収縮

ひずみ[ x10
-6 

]，𝑉𝑎は骨材が占める体積割合である。骨材の体積弾性係数𝐾𝑎およびセメン

トペーストの体積弾性係数𝐾𝑝は次式により算出される。 

 

𝐾𝑎 =
𝐸𝑎

3(1−2𝑣𝑎)
                                                (3.2.13) 

𝐾𝑝 =
𝐸𝑝

3(1−2𝑣𝑝)
                                                (3.2.14) 

 

ここで，𝐸𝑎は骨材のヤング係数（49 [GPa]と仮定される），𝑣𝑎は骨材のポアソン比（0.16 
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[-]と仮定される），𝐸𝑝はセメントペーストのヤング係数 [GPa]，𝑣𝑝はセメントペースト

のポアソン比（0.16 [-]と仮定される）である。この予測式を用いて既往の研究で確認さ

れる最大ひずみ値との比較検証を行った結果，概ね 30%以内の範囲内で予測可能である

ことが示されている。 

 

3.2.2.4 乾燥収縮ひずみ予測モデル  

 乾燥収縮ひずみを予測するため次式の CEB-FIP Model Code 式を採用した［3.14］。 

 

{𝜀𝑑𝑠} = 𝜀𝐶𝑆0 ∙ 𝛽𝑆(𝑡 − 𝑡𝑆)                                       (3.2.15) 

 

ここで，𝜀𝐶𝑆0は収縮係数，𝛽𝑆は時間に伴う収縮の発達を記述する係数，𝑡 はコンクリー

ト材齢，𝑡𝑆は収縮の開始時におけるコンクリート材齢である。式中のパラメータは，次

式により与えられる。 

 

𝜀𝐶𝑆0 = 𝜀𝑆(𝑓𝑐𝑚) ∙ 𝛽𝑅𝐻                                          (3.2.16) 

 

𝜀𝑆(𝑓𝑐𝑚) = [160 + 10𝛽𝑠𝑐(9 − 𝑓𝑐𝑚 𝑓𝑐𝑚0⁄ )] ∙ 10−6                      (3.2.17) 

 

𝛽𝑅𝐻 = −1.55 ∙ 𝛽𝑆𝑅𝐻 𝑓𝑜𝑟 40% ≦ 𝑅𝐻 ≦ 99%                      (3.2.18) 

 

𝛽𝑆𝑅𝐻 = 1 − (𝑅𝐻 𝑅𝐻0⁄ )3                                       (3.2.19) 

 

𝛽𝑆(𝑡 − 𝑡𝑠) = [
(𝑡−𝑡𝑠) 𝑡1⁄

350(ℎ ℎ0⁄ )2+(𝑡−𝑡𝑠) 𝑡1⁄
]                               (3.2.20) 

 

ここで，𝑓𝑐𝑚は材齢 28 日における圧縮強度，𝛽𝑠𝑐はセメント種類に依存する係数， RH

は周辺環境の相対湿度である。また，𝑓𝑐𝑚0は 10[MPa]，𝑅𝐻0は 100[%]，𝑡1は 1[日]および

ℎ0は 100[mm]である。 

 

 モデルコードを利用する理由は，多くの実験的研究成果に支えられている点と国際的

に一般合意が得られている点であり，信頼性が高いことが挙げられる。一方で，CEB

モデルコードの適用範囲は圧縮強度 90[MPa]までとされていることから，シリカフュー

ムなどの結合材を含む超高強度コンクリートに対する適用性については検討が不十分

である。超高強度コンクリートの分野において，より厳密な乾燥収縮ひずみ予測式の開

発が望まれるが，適用範囲を超える場合においても CEB 予測式が適用できるか否かに

ついて検証することも重要であると考えている。 
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3.2.3 力学的特性のモデル化 

 弾性係数の経時変化を予測するため次式の CEB-FIP Model Code 式を採用した［3.14］。 

 

𝐸𝐶(𝑡) = √𝛽𝑐𝑐(𝑡)𝐸𝑐28                                         (3.2.21) 

 

𝛽𝑐𝑐(𝑡) = 𝑒𝑥𝑝 [𝑠 (1 − √
28

𝑡𝑒
)]                                    (3.2.22) 

 

ここで，𝐸𝑐28は材齢 28 日におけるヤング係数，𝛽𝑐𝑐(𝑡)は時間依存係数，𝑠はセメント種

類に依存する係数，𝑡𝑒は有効材齢である。 

 

3.2.4 応力・クリープ解析フローと有限要素定式化 

3.2.4.1 シミュレーションフロー 

 図－3.4に本研究で採用したシミュレーションフローを示す。計算過程は，①熱伝導

解析，②温度ひずみ，自己収縮ひずみおよび乾燥収縮ひずみの算出，③力学的特性の算

出および④応力解析の 4 つに大別される。まず，熱特性値を入力とした 3 次元有限要素

法に基づく熱伝導解析を実施し，要素毎に有効材齢，温度および反応度を算出する。な

お，反応度の定義は，式(3.2.26)を参照されたい。 

 

各体積変化は，まず有効材齢を用いて自己収縮ひずみを求め，次に温度と線膨張係数

を用いて温度ひずみを算出する。なお，乾燥収縮ひずみの算出には，温度解析の出力値

を必要としない。これらのひずみを重ね合わせて自由ひずみを評価する。並行して，有

効材齢を用い，線膨張係数およびヤング係数を算出する。反応度は，しばしば水和度と

して取り扱われ，強度等と関連づけされる指標である。最後に，自由ひずみおよびヤン

グ係数を用いて応力解析とクリープ解析を実施する。この際，自由ひずみは時間の関数

として要素毎に入力される。また，密度およびポアソン比は一定と仮定し，クリープ解

析に適用する二重べき乗則[3.22] [3.23]に関するパラメータを入力する。その結果，

弾性ひずみとクリープひずみが算出され，コンクリートおよび鉄筋に生じる応力も求め

られる。以上の過程を時間ステップ毎に行い，コンクリートの時間依存挙動を記述する。 

 

現段階で提案する力学モデルは，ひび割れの発生，進展，付着劣化を考慮していない

弾性体モデルであるため，解析上最も大きな応力を受ける領域と建設現場で得られるひ

び割れとを比較することは理論的には適切ではない。しかし，当該モデルによって，ひ

び割れリスクの高い領域を特定することが可能となり，高層 RC 造建物の建設現場にお

いて初期ひび割れ制御の観点に立った材料調合および施工計画策定に大いに役立てら

れるものと考えている。 
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図－3.4 応力・クリープ解析フロー 
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3.2.4.2 熱伝導解析の定式化 

 図－3.4に基づくシミュレーションを行う場合，線膨張係数，温度ひずみ，自己収縮

ひずみおよび弾性係数を算出するために構造体に生じる温度分布の予測が必要となる。

そこで，応力・クリープ解析フローの出発点となる熱伝導解析について概説する。ここ

では，熱伝導解析フローを示すと共に一般的な非定常熱伝導問題における有限要素定式

化について述べると共に，熱伝導解析における熱源として取り扱われるコンクリートの

水和発熱を断熱温度上昇曲線に基づきモデル化する手法について述べることとする。 

 

非定常熱伝導問題の支配方程式は，物体内の熱伝導率があらゆる方向で一定である場

合，次式で表現される［3.15］。 

 

𝜌𝑐
𝜕𝑇

𝜕𝑡
= 𝜆 (

𝜕2𝑇

𝜕𝑥2 +
𝜕2𝑇

𝜕𝑦2 +
𝜕2𝑇

𝜕𝑧2) + �̇�                                 (3.2.23) 

 

ここで，𝜌は密度[kg/m
3
]，𝑐は比熱[kJ/(kg・K)]，𝑇は温度[K]，𝜆は熱伝導率[W/(m・K)]，

�̇�は発熱率，𝜌𝑐は熱容量[kJ/m
3
]である。この熱伝導方程式を解くためには，初期温度𝑇0 

[K]と次式で表現される熱流束𝑞 [W/m
2
]が必要である。 

 

𝑞 = 𝛼𝑐(𝑇 − 𝑇𝑐)                                             (3.2.24) 

 

ここで，𝛼𝑐は熱伝達率[W/(m
2・K)]，𝑇は物体の境界面温度[K]，𝑇𝑐は外部温度[K]である。

式(3.2.23)にガラーキン法を適用して整理することにより，解析対象全体の支配方程式

は次式のようになる。 

 

[𝐾]{∅} + [𝐶] {
𝜕∅

𝜕𝑡
} = {𝐹}                                      (3.2.25) 

 

ここで，[K] は熱伝導マトリクス， [C] は熱容量マトリクス，{F}は熱流束ベクトル，

{∅}は全体の節点温度ベクトルであり，本式の右辺が発熱量と境界条件により構成され

るベクトル量である。 

 

図－3.5に熱伝導解析のフローを示す。熱伝導解析では，任意時間増分⊿t において，

式(3.2.25)の節点温度⊿φを解く。本報では，熱伝導マトリクス[K]と熱容量マトリクス

[C]は一定であると仮定した。 
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図－3.5 熱伝導解析フロー 
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まず，任意の時間増分を選択し，それに応じて境界条件と内部発熱量を求める。内部

発熱量は，日本建築学会マスコンクリートの温度ひび割れ制御設計・施行指針（案）［3.3］

や HYMOSTRUC［3.16］，CEMHYD3D［3.17］，複合水和発熱モデル［3.18］および

CCBM［3.19］などの水和反応モデルに基づき予測される断熱温度上昇量を要素毎に与

えることで評価する。その後，一般化台形則を用いた直接時間積分と増分型反復手法を

選択し，指定した収束条件を満たせば，熱量𝑄，節点温度φ，有効材齢𝑡𝑒，反応度𝑟が保

存される。これを指定時間まで繰返して解析は終了となる。 

 

断熱温度上昇曲線を用いて内部発熱量を求める場合，熱生成速度は平均熱生成速度と

みなされる。Reinhardt & Blaauwendraad ら［3.20］の手法を参考にして，次式に示す反

応度(dgree of reaction)に基づき整理する。この手法を用いたシミュレーションは，多く

の研究者によりその有効性が検証されている［3.21］。 

 

𝑟 = 𝑄(𝑡)/𝑄𝑚𝑎𝑥                                             (3.2.26) 

 

ここで，𝑄𝑚𝑎𝑥は全水和熱，𝑄(𝑡) は時間𝑡までに生成される熱量であり，熱生成速度を積

分することで求められる。熱生成速度は反応度と温度の関数として次式により表現され

る。 

 

𝑞(𝑟, 𝑇) = 𝛼 ∙ 𝑞(𝑟) ∙ 𝑞(𝑇)                                      (3.2.27) 

 

ここで，𝛼は材料定数，𝑞(𝑟)は反応度の関数である。𝑞(𝑇)は温度の関数として次式によ

り算出される。 

 

𝑞(𝑇) = 𝑒𝑥𝑝 (−
𝑏

𝑇𝑘
)                                          (3.2.28) 

 

ここで，𝑏は材料定数(Arrhenius 定数)，𝑇𝑘は絶対温度である。断熱温度上昇曲線を用い

て内部発熱量を求める場合，𝑞(𝑟, 𝑡)は次式に示す平均熱生成速度�̅�とみなされる。 

 

𝑞(𝑟, 𝑇) = �̅� =
𝐶∆𝑇

∆𝑡
                                           (3.2.29) 

 

ここで，𝐶は熱容量，∆𝑡は選択した時間間隔，∆𝑇は当該時間間隔における温度上昇であ

る。実験値を用いて式(3.2.28)および式(3.2.29)から𝑞(𝑇)および𝑞(𝑟, 𝑇)が求められる。続

いて式(3.2.27)にこれらを代入すると未知量𝛼 ∙ 𝑞(𝑟)が求まる。さらに𝛼 ∙ 𝑞(𝑟)を基準化す
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ることで𝑞(𝑟)が得られる。 

 この手法は，①ポルトランドセメントの基準化熱生成速度－反応度関係の誘導・定式

化と②その定式化に基づく断熱温度曲線を利用したコンクリートの基準化熱生成速度

－反応度関係の誘導に大別される。特徴は，初期反応度と呼ばれるパラメータが重要と

なる。Reinhardt & Blaauwendraad らは以下の手順により初期反応度を定義している。ま

ず，ポルトランドセメントの熱生成速度‐時間関係（図－3.6）を実験的に取得し，熱

生成速度－反応度関係（図－3.7）および最大熱生成速度－温度関係（図－3.8）を用い

て，基準化熱生成速度－反応度関係（図－3.9）を誘導・定式化している。図－3.9 は

養生温度が異なっても，対象とした全てのセメントについて共通の関係が現れることが

示されている。続いて，コンクリートに対する図－3.9の関係が求まれば，コンクリー

トの熱生成速度が求まると考え，実験的に取得したコンクリートの断熱温度曲線取得か

ら平均熱性速度を求めることで（図－3.10），コンクリートの基準化熱生成速度－反応

度関係（図－3.11）が得られるとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.6 ポルトランドセメントの 

熱生成速度－時間関係［3.18］ 
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図－3.8 ポルトランドセメントの 

最大熱生成速度－温度関係［3.18］ 
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図－3.7 ポルトランドセメントの 

熱生成速度－反応度関係［3.18］ 
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図－3.9 ポルトランドセメントの 

基準化熱生成速度－反応度関係［3.18］ 
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図－3.11に示すように，この定式化では𝑟 = 0 時点で熱生成が生じており実現象と乖

離する。これは，断熱温度曲線から平均熱生成速度を求めたことにより，断熱温度曲線

の時刻 0 に対応する初期温度が反映されたためと考えられる。この手法では，r = 0 に対

応する r’を初期反応度と定義し，r 軸を r’軸に写像することで実現象との整合を図って

いる。Reinhardt & Blaauwendraad らが検討したコンクリート調合の範囲では，初期反応

度として r’ = 0.1 が推奨値として示されている。 

 

3.2.4.3 応力・クリープ解析の有限要素定式化 

 図－3.4に示したように，応力・クリープ解析においても有限要素法を適用する。こ

こでは，応力・クリープ解析の有限要素定式化を述べるとともに，本論文で採用したク

リープ則について概説する。クリープひずみは，応力履歴に依存するため便宜上本項で

取り扱うこととした。 

 

応力速度{�̇�}の釣り合いは，速度形式の仮想変位の原理を適用すると次式となる

［3.22］。 

 

∑ ∫ [𝐵]𝑇
𝑣𝑒 {�̇�}𝑑𝑉𝑒 = {�̇�}

𝑎
                                     (3.2.30) 

図－3.10 コンクリートの断熱温度上昇曲線 

から求めた基準化熱生成速度－時間関係 

［3.18］ 
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図－3.11 コンクリートの基準化熱生成 

速度－反応度関係［3.18］ 
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ここで，[𝐵]はひずみ－変位マトリクス，{�̇�}
𝑎
は外部節点力速度である。次に，材料の

構成挙動は，次式により表現される。 

 

{𝜀̇} = {𝜀̇}𝑒 + {𝜀̇}𝑐 + {𝜀̇}𝑠 + {𝜀̇}𝑇                                 (3.2.31) 

 

ここで，{𝜀̇}は全体ひずみ速度，{𝜀̇}𝑒は弾性ひずみ速度，{𝜀̇}𝑐はクリープひずみ速度成分，

{𝜀̇}𝑠は収縮によるひずみ速度成分，{𝜀̇}𝑇は温度膨張・収縮によるひずみ速度成分である。

すべての変数は，時間𝑡の関数である。弾性ひずみ速度と応力速度は次式により関係づ

けられる。 

 

{�̇�} = [𝐷]({𝜀̇} − {𝜀̇}𝑐 − {𝜀̇}𝑠 − {𝜀̇}𝑇)                            (3.2.32) 

 

式(3.2.32)を式(3.2.30)に代入すると次式が導かれる。 

 

[𝐾]{�̇�} = {�̇�}
𝑎

+ {�̇�}
𝜂
                                       (3.2.33) 

 

ここで，[𝐾]は要素剛性マトリクス，{�̇�}は未知節点変位速度，{�̇�}
𝑎
は外部節点力の速度

に対応する等価節点力ベクトル，{�̇�}
𝜂
は収縮，クリープおよび温度過程のひずみ速度に

対応する等価節点力ベクトルであり，次式により表現される。 

 

[𝐾] = ∑ ∫ [𝐵]𝑇[𝐷]
𝑣𝑒 [𝐵]𝑒 𝑑𝑉                                   (3.2.34) 

{�̇�}
𝜂

= ∑ ∫ [𝐵]𝑇[𝐷]
𝑣𝑒 {�̇�}𝑒 𝑑𝑉                                  (3.2.35) 

 

ここで，{�̇�}は収縮ひずみ，クリープひずみおよび温度過程で生じるひずみによる速度

ベクトルである。 

 

続いて，時間－離散化手法について説明するため，弾性挙動およびクリープ挙動は

種々の体積ひずみ変化を重ね合わせることにより求められると仮定する。ここでは，de 

Borst ら［3.23］を参照して，時間𝑡における全ひずみベクトル{𝜀(𝑡)}を次式のように整

理する。 

 

{𝜀(𝑡)} = ∫ 𝐽(𝑡, 𝜏)
𝑡

0
𝑪�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + {𝜀}𝑠,𝑇                      (3.2.36) 
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ここで，�̇�は応力速度テンソル，𝐽(𝑡, 𝜏)はクリープ関数，𝜏 は応力作用時のコンクリート

材齢，{𝜀}𝑠,𝑇は応力履歴の影響を受けない温度ひずみと収縮ひずみの和，𝑪はコンプライ

アンスであり，各成分がポアソン比の関数として，次式により定義される。なお，太字

はマトリクスを意味している。 

 

𝐶𝑖𝑗𝑘𝑙 =
1

2
(1 + 𝜈)(𝛿𝑖𝑘𝛿𝑗𝑙 + 𝛿𝑖𝑙𝛿𝑗𝑘) − 𝜈𝛿𝑖𝑗𝛿𝑘𝑙                       (3.2.37) 

 

ここで，𝜈は荷重作用時間には依存しない一定値と仮定したポアソン比，𝛿𝑖𝑗と𝛿𝑘𝑙はクロ

ネッカーデルタ(𝑖, 𝑗, 𝑘, 𝑙 = 𝑥, 𝑦, 𝑧)である。時間間隔∆tを考え，対応する応力増分とひずみ

増分を次式のように定義する。 

 

{∆𝜎} = {𝜎(𝑡 + ∆𝑡)} − {𝜎(𝑡)}                                 (3.2.38) 

 

{∆𝜀} = {𝜀(𝑡 + ∆𝑡)} − {𝜀(𝑡)}                                  (3.2.39) 

 

式(3.2.39)を考慮すると式(3.2.36)は次式で表現できる。 

 

{∆𝜀} = [ ∫ 𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏)

𝑡+∆𝑡

0

𝑪�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + {𝜀(𝑡 + ∆𝑡)}𝑠,𝑇] − [∫ 𝐽(𝑡, 𝜏)

𝑡

0

𝑪�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + {𝜀(𝑡)}𝑠,𝑇] 

                                                 

                                                           (3.2.40) 

 

式(3.2.40)を整理すると次式となる。 

 

{∆𝜀} = ∫(𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏) − 𝐽(𝑡, 𝜏))

𝑡

0

𝑪�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + ∫ 𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏)

𝑡+∆𝑡

𝑡

𝑪�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + {𝜀(∆𝑡)}𝑠,𝑇 

                                                           (3.2.41) 

 

有限要素法に組み込むために，式(3.2. 41)の応力増分がひずみ或いは応力履歴の関数

となるように再整理する。なお，応力が時間増分∆𝑡にわたり線形に変化すると仮定し

（�̇� ≈ ∆𝝈/∆𝒕と仮定），一般化中点則 𝑡𝑖 ≤ 𝑡∗ ≤ 𝑡𝑖+1 を適用する。ここで，式(3.2.41)の右

辺第 2 項に着目する。この項は，現ステップでのクリープひずみ増分を表しており，こ

れを∆𝜀とおいて整理すると次式となる。 
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{∆𝜀} = ∫ 𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏)
𝑡+∆𝑡

𝑡
𝑪

∆𝝈

∆𝒕
(𝜏)𝑑𝜏                              (3.2.42) 

 

式(3.2.42)は次式のように表現できる。 

 

{∆𝜀}

𝑪
=

𝟏

∆𝒕
∫ 𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏)

𝑡+∆𝑡

𝑡
(𝜏)𝑑𝜏 ∙ ∆𝝈                             (3.2.43) 

 

ここで， 

 

�̃�−1(𝑡∗) =
1

∆𝑡
∫ 𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏)

𝑡+∆𝑡

𝑡
𝑑𝜏                               (3.2.44) 

 

とおくと次式が得られる。 

 

∆𝝈 = 𝑪−𝟏 ∙ �̃�(𝑡∗) ∙ ∆𝜀                                         (3.2.45) 

 

ここで，𝑪−𝟏 = 𝑫と置いて，式(3.2.41)を式(3.2.42)～式(3.2.45)に基づき∆𝜎について整理

すると最終的に次式を得る。 

 

∆𝜎 = �̃�(𝑡∗)𝑫{∆𝜀} − �̃�(𝑡∗) ∫(𝐽(𝑡 + ∆𝑡, 𝜏) − 𝐽(𝑡, 𝜏))

𝑡

0

�̇�(𝜏)𝑑𝜏 + �̃�(𝑡∗)𝑫{∆𝜀}𝑠,𝑇 

                                                         (3.2.46) 

 

式(3.2.46)における𝐽(𝑡, 𝜏)は，一般的には，長期クリープシミュレーションに対して

Dirichlet 級数が採用され，短期クリープシミュレーションに対して Taylor 級数が採用さ

れることで実現象と良い対応を示すことが知られている［3.23］。 

 

本論文におけるクリープひずみのモデル化は，一般的に利用されることの多い有効弾

性係数法と Step-by-step 法の計算精度とコストに関する問題点を考慮して，de Borst ら

の二重べき乗則を Taylor 級数近似する手法を採用した［3.23］。ここでは，クリープ関

数を次式のように定義する。 

 

𝐽(𝑡, 𝜏) =
1

𝐸(𝜏)
[1 + 𝑞𝜏−𝑑(𝑡 − 𝜏)𝑝]                                   (3.2.47) 
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ここで，𝑞, 𝑑, 𝑝は材料定数，𝜏−𝑑は荷重の作用時間に関する係数，(𝑡 − 𝜏)𝑝はクリープ期

間に関する関数である。𝑔(𝑡 − 𝜏) = (𝑡 − 𝜏)𝑝とおいて，𝑔(𝑡 − 𝜏)を 𝑡 − 𝜏 = 𝑡𝑑（展開点）

まわりに Taylor 展開して整理すると次式を得る。 

 

𝑔(𝑡 − 𝜏) = ∑ ℎ𝑟(𝑡, 𝑡𝑑)𝜏𝑟𝑁
𝑟=0                                        (3.2.48) 

 

ここで，N は Taylor 展開で使われる級数の数（本論文では N = 5 とする。），ℎ𝑟はべき数

𝑝に依存する(𝑡 − 𝑡𝑑)の関数である。式(3.2.46)右辺の第二項を{�̃�(𝑡)}と置き，式(3.2.48)

を代入して整理すると次式が得られる。 

 

{�̃�(𝑡)} = −�̃�(𝑡∗)𝑞 ∑ (ℎ𝑟(𝑡 + ∆𝑡, 𝑡𝑑) − ℎ𝑟(𝑡, 𝑡𝑑))𝜀�̃�(𝑡)5
𝑟=0                 (3.2.49) 

 

ただし， 

 

𝜀�̃�(𝑡) = ∫
1

𝐸(𝜏)
𝜏𝑟−𝑑�̇�(𝜏)𝑑𝜏

𝑡

0
                                     (3.2.50) 

 

ここで，𝜀�̃�項は解析時の総和により次式のように近似される。 

 

𝜀�̃�(𝑡 + ∆𝑡) = 𝜀�̃�(𝑡) + ∫
1

𝐸(𝜏)
𝜏𝑟−𝑑�̇�(𝜏)𝑑𝜏

𝑡+∆𝑡

𝑡

 

          ≈ 𝜀�̃�(𝑡) + (
∆𝜎

𝐸(𝑡∗)∆𝑡
) (

(𝑡+∆𝑡)𝑟−𝑑+1−𝑡𝑟−𝑑+1

𝑟−𝑑+1
)                    (3.2.51)                                   

 

式(3.2.49)は，積分区間に実時間が現れないので，各材料点の全荷重履歴の保存を要

せず，N = 5 までの近似解を保存するのみである。また，時間ステップが増しても計算

時間が長くならない特徴も有しており，計算量の節減を図ることが可能となる。 

 

3.2.4.4 応力・クリープ解析における求解法 

ここまで，空間的ならびに増分を用いた時間的離散化方法について整理してきた。定

式化された方程式を解くためには，増分－反復型求解アルゴリズムを適用する必要があ

る。ここでは，求解アルゴリズムの概要を述べると共に，本論文で採用した反復型線形

剛性法について概説する。 

 まず，内力と外力の釣合いを与える「変位増分ベクトル」および内力と増分変位を関

係づける「剛性マトリクス」について考え，境界条件を満足する釣合状態を求めるため

に次式を定義する［3.24］。 
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𝑓𝑖𝑛𝑡(𝑢, ℎ𝑖𝑠𝑡𝑜𝑟𝑦) = 𝑓𝑒𝑥𝑡(𝑢)                                         (3.2.52) 

 

ここで，𝑓𝑖𝑛𝑡は内力ベクトル，𝑓𝑒𝑥𝑡は外力ベクトルであり，変位の関数として表現される。

ここでは次式に示す時間に関する離散化を考える。 

 

𝑢𝑡+∆𝑡 = 𝑢𝑡 + ∆u                                                (3.2.53) 

 

時間的離散化においては，時刻𝑡における近似解 𝑢𝑡 から始まり時間増分∆𝑡に対する増

分∆uを考えて，式 (3.2.53)が成立する 𝑢𝑡+∆𝑡 を探し求める。説明を簡便にするため，ここ

では荷重制御の場合について考える。増分内における釣合方程式は∆uのみに依存すると

すれば，式(3.2.52)を用いて不釣合力ベクトルg(∆𝑢)は次式のように定義される。 

 

g(∆𝑢) = 𝑓𝑒𝑥𝑡(∆𝑢) − 𝑓𝑖𝑛𝑡(∆𝑢)                                      (3.2.54) 

 

図－3.12 に反復フローを示す。種々の反復手法において，全変位増分∆𝑢は，所定の

許容値の範囲内で釣合いに達するまで，反復増分𝛿𝑢を用いて反復的に適合させる。ここ

で，反復𝑖 + 1における増分変位は次式となる。 

 

∆𝑢𝑖+1 = ∆𝑢𝑖 + 𝛿𝑢𝑖+1                                             (3.2.55) 

 

反復増分𝛿𝑢は，剛性マトリクス K を用いて次式の線形関係から計算される。 

 

𝛿𝑢𝑖 = 𝐾𝑖
−1g𝑖                                                     (3.2.56) 

 

ここで，g𝑖は反復 𝑖 の開始時における不釣合力ベクトルである。種々の反復手法は，𝛿𝑢

を決定する過程に違いが見受けられ，本節では図－3.13 に示す「初期剛性法」を採用

する。この手法は，収束速度がやや遅いデメリットを有しているが，剛性マトリクスの

対称性を維持できることから，解の安定性を期待できるメリットがある。 

 

以上，外力ベクトル𝑓𝑒𝑥𝑡を直接増分することにより，増分開始時に外部荷重が増加す

る反復過程について説明した。これは一般的に「荷重制御」と呼ばれる（図－3.14a）。

外部荷重を構造物に作用する別の方法はある変位𝑢を規定する方法である。これは「変

位制御」と呼ばれている（図－3.14b）。変位制御の場合、外力ベクトルは直接増分され

ないため，適当な変位予測値を得るために規定変位が外力ベクトルに組み込まれなけれ

ばならない。 
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応力・クリープ解析は，時間増分内において自由ひずみ増分が規定される「変位制御」

と見なすことができることから，式(3.2.56)を次式のように書き直す。 

 

図－3.12 反復計算フロー［3.23］ 

図－3.13 初期剛性反復法［3.23］ 

図－3.14 荷重制御と変位制御［3.23］ 

増分開始

外力 fext の増加
△u = 0
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yes
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u

f
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[
𝐾𝑢𝑢 𝐾𝑢𝑐

𝐾𝑐𝑢 𝐾𝑐𝑐 ] {
∆𝑢𝑢

∆𝑢𝑐 } = {
g𝑢

g𝑐 }                                         (3.2.57) 

 

ここで，∆𝑢は増分変位ベクトル，𝐾は剛性マトリクス，gは不釣り合い力であり，上添

え字𝑢は無拘束，上添え字𝑐は拘束状態を表している。これにより，未知変位増分∆𝑢𝑢は

次式のように計算される。 

 

∆𝑢0
𝑢 = (𝐾𝑢𝑢)−1{−𝐾𝑢𝑐∆𝑢𝑐 + ∆g𝑢}                                  (3.2.58) 

 

ここで，荷重増分を考えた式(3.2.56)と比較すると，−𝐾𝑢𝑐∆𝑢𝑐は規定した変位と等価な

力のベクトルとして扱うことができる。以上のような定式化により，変位増分において

も釣合を逐次計算することで近似解を求めることが可能となる。なお，本論文では，エ

ネルギーノルムに基づく収束判定を行っている。 

 

3.2.5 提案手法の検証  

3.2.5.1 はじめに 

 本項では，これまで定式化してきた手法の妥当性を確認すると共に，高強度 RC の若

材齢挙動を解析的に検討することを目的とする。目的を達成するために，2 つの解析例

題に取り組んだ。①熱伝導解析と自己収縮ひずみ予測モデルの検証，および ②応力・

クリープ解析の検証である。 

 

3.2.5.2 熱伝導解析と自己収縮ひずみ予測モデルの検証  

(1)解析対象試験体概要  

 ここでは，熱伝導解析および寺本らの自己収縮ひずみ予測モデルの検証を試みる。そ

のために，橋田ら［3.25］により行われた実験を解析対象とした。実験では，簡易断熱

養生を施すことで実大柱中心の水和発熱を模擬し（図－3.15），初期に高温履歴を受け

る高強度コンクリートの自己収縮ひずみが計測されている。論文中から予測式に必要な

各材料パラメータを読み取ることが可能な点も解析対象とした理由である。 

 

図－3.15 に示す試験体のうち，無筋試験体において供試体中央の埋込型ひずみ計か

ら自己収縮ひずみが計測された。表－3.2 にコンクリートの使用材料，表－3.3 にコン

クリートの調合を示す。ここでは，シリカフュームを混和剤とした低熱セメントが使用

されている「BS20」試験体について検証する。 
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図－3.15 解析対象試験体と養生図［3.25］ 
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表－3.3 コンクリートの調合［3.25］ 

Ecs

(N/mm2)

34100

37900

39800

38700

39600

40800

種類

OP40

OP27

OP20

BP27

BP20

BP20

W/B
(%)

40

27

20

27

20

20

W

168

165

165

165

165

165

C

420

611

825

611

825

784

S

780

692

573

697

581

606

G

975

940

896

940

896

856

SF

-

-

-

-

-

41

SP

A

A

C

B

C

B

スランプ
フロー
(cm)

21*

50

63

61

70

58

空気量
(%)

2.7

1.9

1.5

2.2

2.1

2.1

Fcs

(N/mm2)

68.2

97.4

109

101

119

123

表－3.2 コンクリートの構成材料［3.25］ 

材料 記号 種類，物性

セメント

OP

BP

SF

S

SP-

A,B,C

G

普通ポルトランドセメント
比重3.15，比表面積3,270cm2/g

高ビーライト系セメント（C2S 46%）
比重3.20，比表面積4,110cm2/g

シリカヒューム
比重2.25，比表面積18.5m2/g

陸砂
比重2.59，吸水率1.63%，粗粒率2.80

硬質砂岩砕石（最大粒径20mm）
比重2.65，吸水率0.60%，粗粒率6.75

ポリカルボン酸系高性能AE減水剤3種類

混和剤

混和剤

粗骨材

細骨材
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図－3.16に温度履歴結果を示す。「□：BS20－断熱」が検証対象試験体である。材齢

約 1 日目に約 60℃の最大温度を経験し，材齢約 10 日目には一定温度に落ち着いた。概

ね，実大 RC 柱試験体中心の温度履歴が計測されているものと考えられる。 

 

図－3.17 に自己収縮ひずみの測定結果を示す。自己収縮ひずみは，測定した全ひず

みから温度ひずみを差し引くことで求めており，拘束試験体の鉄筋ひずみに変化が現れ

た点（当該論文では，「凝結の終結時間に相当」と掲載）を初期値としている。また，

線膨張係数は，13.3 [×10
-6

 ]（一定値）とされており，材齢 3 ヵ月時点における実験終

了後の供試体を用いて実測されたものである。ひずみ速度の変化に着目すると，勾配は

2 段階に大別され，材齢約 1 日目には 500[μ]に達し，材齢約 2 日目以降では一定値に

落ち着くことが確認されている。 

 

 自己収縮ひずみの評価にあたり，①開始材齢を凝結の終結としている点，②線膨張係

数を一定値としている点において，本論文で定義した内容や検証モデルと相違している

部分はあるが，評価環境による差異がひずみ速度や絶対量に及ぼす感度を把握すること

も重要であると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)熱伝導解析および自己収縮ひずみパラメータの概要 

 図－3.18 に熱伝導解析に使用した要素分割図を示す。コンクリートは 8 節点ソリッ

ド要素を用いた。また，4 節点四辺形要素を用いて，外気と接する境界面上の熱伝達を

モデル化した。表－3.4に解析パラメータを示す。熱伝導率はマスコンクリートの温度

ひび割れ制御設計・施工指針（案）に定められている力学的特性データベースを参照し

決定した［3.3］。熱伝達率は，実験結果に合うように 0.5～2[W/m
2℃]の範囲でパラメト

図－3.16 温度履歴結果［3.25］ 
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図－3.17 自己収縮ひずみの測定結果［3.25］ 
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リックに検討し決定した。なお，鉄筋は要素としてはモデル化せず，コンクリートの密

度と比熱に質量換算することで考慮した。また，有効材齢の算出においては，Arrhenius

定数を 10,000 とした。 

 

図－3.19に断熱温度上昇曲線を示す。ここでは，①シリカフュームが使用された点，

②最大骨材径が 20mm である点，③28 日の圧縮強度が同等である点を考慮して，次式

を採用した。［3.26］ 

 

𝑄(𝑡) =
1

1+𝑎∙𝑒𝑏𝑡
∙ 𝑄∞(1 − 𝑒−𝛾𝑡)                                             (3.2.59) 

 

ここで，𝑄(𝑡)は時間𝑡(day)の断熱温度上昇量[℃]，𝑄∞は終局断熱温度上昇量[℃]，𝛾は発

熱開始から発熱終結期に至るまでの温度上昇速度に関する係数，𝑎は発熱加速期の温度

上昇速度に関する係数，𝑏は発熱開始から発熱加速期に至るまでの時間に関する係数で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3.5に自己収縮ひずみの予測に用いたパラメータを示す。ここでは，凝結時間が

不明であることから，凝結に関する係数 a (式3.2.10)を実験に合うように決定している。

また，練り上がり温度については，温度履歴実験結果の始発点を採用し，骨材の線膨張

図－3.18 要素分割図 

700

100100

(mm)

表－3.4 熱伝導解析パラメータ 

密度（kg/m3）

比熱 (J/kg･K)

熱伝導率 (J/sec･m･K)

アルレニウス定数

2300

1023

2.42

10000

熱伝達率 (J/sec･m2･K) 0.5

図－3.19 断熱温度曲線と設定パラメータ［3.25］ 
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係数は，式(3.2.2)を参照して 7.6[×10
-6

]としている［3.9］。なお，骨材体積比は，材料

表より粗骨材と細骨材の重量と密度から体積を算出して合算し算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)解析および自己収縮ひずみの予測結果  

 図－3.20 に熱伝導解析結果を示す。温度上昇開始時点が若干早いものの最大温度ま

での上昇勾配，最大温度およびポストピークは実験値と良い対応を示している。図－

3.21に温度コンター図を示す。温度の閾値が 61.3℃～63.2℃までの約 2℃の範囲におい

て，打設後 18 時間～26 時間までの変化を示している。材齢 22 時間目で最大温度を経

験し，試験体長手方向の中心（高さ方向中央部分）温度が最も高く，端部が低いことが

見て取れ温度分布における妥当性も確認できる。 

 

 図－3.22 に自己収縮ひずみの予測結果を示す。赤線が解析結果，黒線が実測値であ

る。図からも分かるように，ひずみ速度が変化する傾向が模擬できており，予測結果は

実験値と良い対応を示している。これにより，熱伝導解析および寺本モデルの適用性が

確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－3.20 温度解析結果 
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表－3.5 自己収縮ひずみの予測パラメータ 

水結合材比

凝結に関する係数

練りあがり温度の影響係数

Va (骨材体積比)

骨材の線膨張係数(×10-6)

0.2

100

0.8

0.56

7.6

練りあがり温度 26.8

図－3.22 自己収縮ひずみの予測結果 
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3.2.5.3 応力・クリープ解析の検証  

(1)解析対象試験体概要 

 解析対象とする実験には，種々の挙動の予測に必要な情報と数値解析結果の検証に必

要な実験結果の両方が求められる。この点を考慮して，丸山ら［3.27］によって行われ

た実大高強度 RC 柱の実験を検討対象とする。超高強度 RC 柱内部の初期応力発生メカ

ニズムを検証することを目的とした本実験では，自己収縮ひずみの予測に必要な材料特

性が明示されているとともに，温度分布や発生応力についても数値解析に基づき検証

［3.28］されている。 

 

図－3.23に試験体の概要を示す。本論文では，夏期施工を想定し，8 月にコンクリー

トを打設した C-D41 試験体を解析対象とする。コンクリートの調合は，文献［3.26］

に記載されているバッチ B2 である（表－3.6）。寸法は，900×900×1100[mm]の実大模

擬柱であり，主筋は D41（主筋比 3.3%），帯筋は D13（帯筋比 0.56%）を使用している。

型枠は，鋼製とし打設直後から材齢 3 日までシート養生を行い，脱型後は実験室内に静

置された。温度分布予測に必要なコンクリートの断熱温度上昇量は，CCBM に基づき予

測された値［3.28］を使用した。 

 

 

図－3.21 温度コンター図 
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(2)熱伝導解析および自由ひずみパラメータの概要 

 図－3.24 に熱伝導解析に用いる有限要素分割図と要素種類を示す。コンクリートに

は 8 節点ソリッド要素を用いた。また，4 節点四辺形要素を用いて，外気と接する境界

面上の熱伝達をモデル化した。鉄筋は要素としてモデル化せず，コンクリートの密度と

比熱に質量換算することで考慮した。表－3.7に解析パラメータを示す。比熱および熱

伝導率は，コンクリート内の水和の進行や含水率等に伴って変化するが，その影響は小

さいことから定数として取り扱うことが多い［3.3］。本研究においてもこれらを一定値

と仮定し，日本建築学会指針［3.3］に記載された下限値を設定した。熱伝達率は，型

枠種類を考慮し，脱型前後の変化を反映させるため，指針式を用いて発砲スチロールを

2[W/m
2℃]，型枠を 11[W/m

2℃]とし，脱型後の値は杉山ら［3.29］の研究を参考にして

コンクリート露出面を 17[W/m
2℃]とした。また，初期反応度に関しては，解析対象試

験体のコンクリートが Reinhardt & Blaauwendraad［3.20］らが検討したコンクリート調

合の範囲外のため，パラメータスタディを行い r’ = 0.05 とした。 

図－3.23 試験体概要[3.26] 

表－3.6 コンクリートの調合[3.26] 
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 なお，自己収縮ひずみの予測においては，温度による膨張ひずみの最大値が解析対象

試験体の実験値と同程度となるように，混和剤量の影響を考慮する係数として𝑎 = 17 

(式 3.2.10)を仮定した。また，Va = 0.5 とした。乾燥収縮ひずみの予測においては，βsc

値として 5.0 を仮定した。また，RH = 60%とした。有効材齢の算出においては，Arrhenius

定数を 4,000 とした。 

 

(3)熱伝導解析結果と自由ひずみの重ね合わせ 

 図－3.25に表－3.7に示す本論文で採用したパラメータを用いた温度解析結果（以下，

Analysis A）と実験結果（図－3.25中の点線）に適合するように丸山らが決定したパラ

メータ［3.28］を用いて実施した温度解析結果（以下，Analysis B）を示す。ここでは，

試験体中央部および中央から 350mm 外側の地点の 2 箇所について考察する。Analysis A

は，2 箇所とも発熱の開始，温度上昇勾配および全体履歴は実験結果と良い対応を示し

ているが，ピーク温度および温度下降勾配を過小評価した。一方で，Analysis B では上

述した 2 点が改善されることが分かる。Analysis B と実験値との対応は，丸山らの解析

結果と同等である。解析パラメータを比較すると鋼製型枠の熱伝達率に大きな差があり，

これが解析結果に違いを生じさせた要因の 1 つであると考えられる。熱伝達率の設定方

法に課題は残すものの，指針式および杉山らの研究成果を用いることで実験結果を概ね

追随できることが確認された。 

 

図－3.26 に材齢 1 日，1.5 日および 2.0 日目のコンター図を示す。温度分布は，モデ

ルの中心から同心円状に分布しており，中心ほど温度が高く，外気に近づくにつれて低

下する。実験結果と比較して①温度変化の傾向が捉えられている点，②断面内外で生じ

る温度分布の違いを表現できている点で良い対応を示していることから，本解析結果に

基づきひずみおよび力学的特性を予測するために必要な有効材齢を出力する。 

図－3.24 熱伝導解析に用いた要素分割図と要素種類 

コンクリート要素
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材齢 1 日 材齢 1.5 日 材齢 2 日 

[℃] 

図－3.26 温度コンター図 

表－3.7 熱伝導解析パラメータ 

比熱[J/g℃]

1.5 (1.2)*

1.0 (1.1)*

熱伝導率[W/m℃]

熱伝達係数
[W/m2℃]

発泡スチロール

密度[kg/m3]

型枠なし

11.0 (6.5)*

2.0

17.0

2.3 (2.3) *

鋼製型枠

* （）に示す値は丸山らの仮定

図－3.25 温度解析結果 
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 図－3.27に試験体中央要素の各ひずみを重ね合わせた結果を示す。ここでは，εt は

温度ひずみ，εds は乾燥収縮ひずみ，εds は自己収縮ひずみである。温度ひずみは，

材齢 1 日目までに約 400μ膨張し，その後収縮側へ転じ 30 日目には約 80μの収縮ひず

みが生じた。自己収縮ひずみは，収縮領域で増加し材齢 30 日目までに約 540μとなっ

た。両者に比べ，乾燥収縮ひずみは非常に小さい。これらを重ね合わせると，30 日目

には約 650μの収縮ひずみが生じることになる。材齢 1 日前後の膨張ひずみは自己収縮

ひずみにより緩和され，材齢 10 日以降の温度ひずみおよび乾燥収縮ひずみは 0μ近傍

で進展するため，材齢 30 日目に生じる自由ひずみの大部分を自己収縮ひずみが占める

ことになることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)応力解析概要 

 図－3.28 に要素分割図を示す。コンクリートは 8 節点ソリッド要素，鉄筋は 2 節点

トラス要素によりモデル化した。境界条件は，図に示すように外部拘束による影響が極

力小さくなるように設定した。材齢 0.4 日程度で強度発現が開始した［3.27］ことから，

自重を 0.4 日目に与え，以後一定とした。また，解の安定性を得るために釣合反復手法

として初期剛性法を採用した。時間増分間隔は，0.5 日/step とした。 

 

 ここで，弾性係数は，式(3.2.21)および式(3.2.22)より推定するものとし，𝑠は遅延硬化

セメントに対する値(0.38)とした。また，Ec28は実験値を採用した。クリープ解析では，

de Bosrt & van Den Boogaard［3.23］らの研究を参照して，二重べき乗則に必要なパラメ

ータを𝑞 = 0.3，𝑑 = 0.35，𝑝 = 0.3とした。 

 

図－3.27 自由ひずみの重ね合わせ結果 
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(5)解析結果①－全ひずみの比較検証 

 図－3.29に全ひずみの実験結果と予測結果の比較を示す。ここでは， 中央要素の結

果を比較する。鉛直方向のひずみは，実験値が収縮領域で増加しているが，予測値は材

齢 1 日目まで温度膨張を示している。これは，丸山らが指摘するように，実験において

沈降ひずみが生じた影響であると考えている。材齢 4 日目に生じる収縮ひずみの増加速

度の低下傾向は実験値と良い対応を示している。一方，水平方向のひずみは，材齢 1 日

目の膨張ひずみ，その後の収縮傾向，ひずみ速度の変化および材齢 25 日までに生じた

ひずみ総量に関して実験値と良く対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.28 応力・クリープ解析の要素分割図と境界条件 
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図－3.29 柱中央要素における全ひずみの比較 
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図－3.30に最大主ひずみ分布図を示す。高さ方向(A-A’)および水平方向(B-B’)の 2

か所を切断し分布状態を考察する。1 日目は，鉛直・水平断面内で引張ひずみのみが分

布している。試験体中央の膨張ひずみは，かぶりコンクリートに比べて大きく，温度履

歴の差が反映されている。30 日目では，B-B’断面の主筋周囲に引張ひずみが生じてい

る。これは，コンクリートの自由収縮を主筋が拘束することで，局所的に引張方向のひ

ずみが計算されたためである。同様の現象が，帯筋周囲でも観察されている。A-A’断

面に示したように帯筋周囲のコンクリート要素は，周辺要素に比較して収縮ひずみが緩

和されていることが分かる。また，断面上端付近の収縮ひずみは，周辺要素に比較して

大きい。これは，上端節点に境界条件を設定していないため，拘束度が低いことが原因

と考えられる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.30 柱に生じた最大主ひずみ分布  
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(6)解析結果②－コンクリートの応力進展結果 

 図－3.31に，初期応力の FEM 解析結果を示す。比較のため，Step-by- step 法に基づ

く丸山らの解析結果を併記した。解析結果は，初期材齢において膨張する温度ひずみの

拘束によってコンクリートに作用する圧縮応力とその後の温度降下および自己収縮の

進展によってひずみが圧縮側へ転じることで作用するコンクリートの引張応力を評価

しており，最終的に材齢 5 日程度で一定値へ収束している。本解析結果は，Step-by-step

法の結果に比べて，各成分ともに実材齢 20 日までに生じた引張応力を小さく評価して

いる。これは，線膨張係数の経時変化を考慮したことにより，初期の圧縮応力の進展が

表現されていることが要因である。クリープひずみに用いたパラメータに関しては，高

強度コンクリートに対する検討が十分でない可能性も考えられるが，各成分ともに引張

側へ転じた際の応力勾配や全体的な傾向に関しては，Step-by-step 法の解析結果と良い

対応を示しており，本手法の妥当性も認められる。 

 

続いて，断面内部に生じる応力分布を考察する。図－3.32 に最大主応力分布図を示

す。材齢 1 日目では，膨張ひずみを鉄筋および下端の境界条件が拘束することで断面内

は圧縮応力が支配的となる。上端部は拘束されていないため圧縮応力の分布が緩和され

ている。B-B’断面に注目すると，図－3.30において高温履歴を経験したコアコンクリ

ートは，周囲の鉄筋拘束により大きな圧縮応力を経験する。その後，収縮ひずみの進行

により，材齢 30 日目の断面内は，引張応力が支配的となる。とりわけ両断面とも鉄筋

周囲に大きな引張応力が作用しているこが分かる。コンクリートの引張応力が引張強度

を超えるとひび割れが発生する。このことは，①鉄筋とコンクリート間の付着劣化およ

び②拘束効果の低下を招くことが想定され，RC 柱の損傷過程に影響を与える可能性が

ある。今後は，本枠組内において引張強度の発現予測とひび割れ発生・進展を考慮する

数値解析モデルの導入が課題であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.31 柱中央要素における応力進化 
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(7)各種ひずみの応力寄与分に関する解析的検討 

 ここでは，各種ひずみが応力変化に与える影響を分析する。図－3.31 の鉛直応力の

進展を分離した結果を図－3.33 に示す。弾性ひずみおよびクリープひずみは，全ケー

スにおいて考慮されている。自由ひずみは自己収縮ひずみが支配的であることは図－

3.27 で確認されたが，全応力の進展は温度応力による成分が支配的であることが分か

る。このことを考察するために，図－3.34 に材齢 5 日目までの自由ひずみとヤング係

数の経時変化を示す。なお，乾燥収縮ひずみは殆ど生じないためここでは記載していな

い。材齢 0 日から 0.5 日までは，温度ひずみは殆ど生じず，自己収縮ひずみのみが増加

するが，対応するヤング係数が 10[GPa]と低いため結果として殆ど応力は生じない。 

 

一方，0.5 日～1.5 日の区間では，自己収縮ひずみに比べ温度による増分ひずみが大き

く，対応するヤング係数も 30[GPa]と大きいため，温度応力が卓越する。1.5 日～5 日の

区間でも同様の傾向が見られ，自己収縮ひずみ増分の減少に伴い，対応する応力も減少

していることが分かる。以上のことから，若材齢時応力の評価においては，ヤング係数

の経時変化と温度ひずみの予測が重要である。 

図－3.32 柱に生じた最大主応力分布  
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図－3.31に
おける計算点

主筋

A-A’ 断面図

B-B’ 断面図

主筋

断面図

A

B

A’

B’

帯筋

図－3.31に
おける計算点

帯筋

+6 MPa

+3 MPa

+0.2 MPa

-2 MPa



 

 

第 3 章 時間依存解析モデルの定式化と検証 

- 65 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)時間増分の違いが応力計算に与える影響の検討 

 初期剛性法は，解の安定性が得られる一方，反復計算に時間を要する。計算コスト節

減の可能性を検討するため，時間ステップをパラメータとした検証解析を実施した。図

－3.35 に解析結果を示す。なお，時間増分を 0.5 日/step とした結果は図－3.33 と同じ

である。比較すると，1 日/step とした場合は，膨張ひずみの最大値を考慮できておらず，

圧縮応力を過小評価した。その後，収縮ひずみ増分を大きくとるため，結果として大き

な応力を計算してしまう。一方，3 日/step とした場合には，1step 目において材齢 3 日

のひずみ増分を用いるため，膨張ひずみの増分を考慮しきれないことから圧縮応力の増

加が表現されていない。材齢 30 日目には，0.5 日/step の場合と同程度の引張応力が作用

する結果となったが，実現象とは乖離している。このように，ひずみ勾配が急激に変化

するコンクリートの若材齢時には，自由ひずみの進展速度に配慮した時間増分の選択が

望ましいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.33 鉛直応力の分離結果  図－3.34 自由ひずみとヤング係数の進展  

図－3.35 鉛直応力における時間増分サイズの影響  
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(9)鉄筋応力の進展結果 

 図－3.36に主筋の応力進展と鉄筋応力分布を示す。図中の主筋応力は，コンター図

に示す 3 点における応力値を出力した。図－3.31に示したコンクリート応力の経時変

化に釣り合うように，鉄筋には圧縮応力が累積される。下端部は境界条件による拘束を

受けるため，A および B 点では，材齢 30 目に約 80[MPa]の圧縮応力が作用する。上端

部は境界条件による拘束がないことから，C 点の応力は他の 2 点に比較して小さい。主

筋に累積される圧縮応力は，RC 柱の圧縮降伏を早期に生じさせるため，施工段階に生

じるクリープとの作用を複合的に評価する必要がある。応力分布から，せん断補強筋に

は 30～55[MPa]の圧縮応力が分布している。このことは，丸山らが指摘するように

[3.27] [3.28]，せん断補強筋と直交する方向のコンクリートに引張応力を生じさせ，

外乱による RC 柱の縦ひび割れを早期に発生させる可能性があると考えらえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.36 主筋に作用する軸応力の進展と鉄筋の応力分布  
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3.3 長期挙動のモデル化 

3.3.1 はじめに 

 本節では，高層 RC 造建物の下層階柱を想定し，高軸力に起因して生じるクリープを

モデル化することに焦点を当てる。この段階のコンクリートは若材齢段階と比較して水

和が進行し，ある程度硬化している状態である。したがって，極端な時間依存材料挙動

を有しているわけではないことから，体積変化を除く材料挙動は一定値として扱うこと

とする。 

 

3.3.2 クリープひずみおよびその他の材料挙動のモデル化 

 本論文では，長期挙動におけるコンクリートの特性は硬化状態と仮定して，硬化コン

クリートのクリープに対して図－3.37に示す Kelvin チェーンモデルを採用した。ここ

では，クリープ関数を次式に示す Dirichlet 級数として表現する［3.30］。 

 

𝐽(𝑡, 𝜏) = ∑
1

𝐸𝛼(𝜏)
(1 − 𝑒

−
𝑡−𝜏

𝜆𝛼 )𝑛
𝛼=0                                  (3.2.60) 

 

ただし， 

 

𝜆𝛼 =
𝜂𝛼

𝐸𝛼
                                                    (3.2.61) 

 

ここで，𝐽(𝑡, 𝜏)はクリープ関数，𝐸𝛼(𝜏)はバネの剛性，𝜂𝛼はダッシュポットの粘性係数，

𝜆𝛼は遅延時間を示す。遅延時間𝜆𝛼は，Kelvin チェーン内の各ユニットのバネの剛性およ

びダンパーの粘性から決定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.37 Kelvin チェーンモデル  
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本論文では，これらユニット毎のパラメータを決定するために CEB-FIP Model Code 

1990［3.14］から算出されるクリープ関数を最小二乗法により曲線適合させることにし

た。CEB-FIP Model Code 1990 では，クリープ関数およびクリープ係数を次式により定

義している。 

 

𝐽(𝑡, 𝑡0) =
1

𝐸𝑐(𝑡0)
+

𝜑(𝑡,𝑡0)

𝐸𝑐28
                                       (3.2.62) 

 

𝜑(𝑡, 𝑡0) = 𝜑0𝛽𝑐(𝑡 − 𝑡0)                                       (3.2.63) 

 

ここで，𝐽(𝑡, 𝑡0)はクリープ関数，𝐸𝑐(𝑡0)は載荷時のコンクリート材齢における弾性係数，

𝐸𝑐28はコンクリート材齢 28 日における弾性係数，𝜑(𝑡, 𝑡0)はクリープ係数，𝜑0は概念ク

リープ係数， 𝛽𝑐は載荷後の時間に伴うクリープの発達を記述するための係数，𝑡 は考

慮する時点におけるコンクリート材齢，𝑡0は載荷時におけるコンクリート材齢を表して

いる。𝜑0は次式により算出される。 

 

𝜑0 = 𝜑𝑅𝐻𝛽(𝑓𝑐𝑚28)𝛽(𝑡0)                                      (3.2.64) 

 

ただし， 

𝜑𝑅𝐻 = 1 +
1−

𝑅𝐻

𝑅𝐻0

0.46(
ℎ

ℎ0
)

1
3

                                           (3.2.65) 

 

𝛽(𝑓𝑐𝑚28) =
5.3

(
𝑓𝑐𝑚28
𝑓𝑐𝑚0

)
1
2

                                           (3.2.66) 

 

𝛽(𝑡0) =
1

0.1+𝑡0

1
5

                                               (3.2.67) 

 

ℎ =
2𝐴𝑐

𝑢
                                                    (3.2.68) 

 

ここで，𝑅𝐻は周辺環境の相対湿度[%]，𝑅𝐻0は 100[%]， 𝐴𝑐は断面積[mm
2
]，𝑢は大気に

接する周長[mm
2
]，ℎ0は 100[mm]である。一方，𝛽𝑐は次式により算出される。 

𝛽𝑐(𝑡 − 𝑡0) = (
(𝑡−𝑡0)

𝛽𝐻+(𝑡−𝑡0)
)

0.3

                                     (3.2.69) 
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ただし， 

 

𝛽𝐻 = min (1500, 150 (1 + (1.2
𝑅𝐻

𝑅𝐻0

18
))

ℎ

ℎ0
+ 250                   (3.2.70) 

 

3.3.3 曲線適合の検討 

 モデルコードを用いて Kelvin チェーンモデルを曲線適合する際，作成されるチェー

ン内のユニット数を検討する必要がある。ここでは，ユニット数の違いが解析結果に及

ぼす影響を把握するために，ユニット数をパラメータとした要素解析を行う。 

 

表－3.8に材料特性，表－3.9に検証パラメータ一覧，図－3.38に要素解析モデルを

示す。コンクリート要素には，8 節点のソリッド要素を用いた。クリープひずみは，ク

リープ関数を CEB-FIP Model Code 1990 から算出し，Kelvin チェーンモデルを曲線適合

することでモデル化した。また，軸力は節点荷重として材齢 28 日目に各節点に与え，

以後一定値を保持とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.38 要素解析モデル  

（軸力比 0.2）

ピン ( X,Y,Z方向 : Fix )

X,Y,Z方向
Free

持続荷重： 300 [kN]

X

Y

Z

表－3.8 材料特性  

平均圧縮強度 [N/mm2]

ヤング係数 [N/mm2]

ポアソン比 [-]

相対湿度 [%]

150

43400

0.2

60

表－3.9 検証するユニットパラメータ一覧  

CASE

CASE-1

CASE-2

CASE-3

ユニット数

3

5

10
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図－3.39に解析結果を示す。CASE1 および CASE2 は，計算値とは完全には一致しな

い曲線であり，適合性は不十分である。一方，CASE3 では，計算値と良い対応を示し

ている。よって，曲線適合される際にユニット数が少ないと，解析精度が低下すること

が分かる。以上のことから，本論文では，Kelvin チェーンモデルをクリープ曲線に適合

させる場合には，ユニット数を 10 個として解析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.4 軸力によるクリープモデルの検証 

(1)解析対象試験体概要 

 硬化コンクリートのモデル化を検証するために，佐々木らの実験を解析対象とした

［3.31］。表－3.10に鉄筋および材齢 28日おけるコンクリートの材料特性，図－3.40

に試験体の概要を示す。試験体寸法は実大寸法の約 1/3～1/4 であり，材齢 28 日の圧縮

強度が 150[MPa]の超高強度コンクリートを用いた RC 造柱 (DHNO.2 および CHNO.2)

を解析対象試験体とした。 

 

実験では，コンクリート打設後 7 日間は湿布とシートにより養生され，材齢 8 日目に

型枠が脱型された後，実験室に放置された。長期軸力載荷は材齢 28 日目より開始され，

軸力比 0.3(4050kN)を保つように約 1400 日間制御された。試験体内部に埋設した埋込型

ひずみ計および鉄筋各所に貼付したひずみゲージよりひずみ度が計測されている。また，

熱電対により試験体内の温度も計測されている。変位は，柱試験区間内表面に埋設した

ボルト間の相対変位を変位計により測定され，これを測定区間内長さで除して平均ひず

みとしている。クリープひずみは，載荷試験体の測定値から無載荷試験体の平均ひずみ

を差し引いており，室内の温度変化による影響が無視されている。 

図－3.39 要素解析結果  
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(2)解析モデルの概要 

 図－3.41に有限要素分割図を示す。コンクリート要素には，8 節点ソリッド要素を用

いた。鉄筋はトラス要素とし，完全付着を仮定している。試験体のスタブは剛体とした。

また，材齢 28 日目に定軸力(4050kN)を試験体上部に作用する。境界条件は，スタブ下

面を完全拘束とした。また，スタブ上面は，クリープ解析時に面外および面内水平方向

の自由度を拘束した。ここでも求解法として初期剛性法を採用し，エネルギーノルム比

による収束判定を行っている。鉄筋は降伏点，弾性係数および降伏ひずみ度を考慮した

弾塑性体を仮定した。解析では，𝑅𝐻=60[%]を仮定した。また，材齢 28 日の圧縮強度，

ヤング係数およびポアソン比は実験値を使用している。 

表－3.10 材齢 28日におけるコンクリートおよび鉄筋の材料特性[3.30]  

材齢 [日]

圧縮強度 [N/mm2]

ヤング係数 [×104 N/mm2]

圧縮強度時ひずみ [μ]

割裂引張強度 [N/mm2]

ポアソン比 [-]

28

150.7

4.34

3713

7.33

0.201

コンクリート 

鉄筋種類

降伏点 [N/mm2]

ヤング係数 [×105 N/mm2]

降伏ひずみ度 [μ]

引張強さ [N/mm2]

伸び [%]

D13

720.2

1.91

3777

931.2

9.6

D16

739.7

1.99

3716

931.2

11.9

U6.4

1374.0

2.10

6540

1431.0

10.7

鉄筋 

図－3.40 解析対象試験体概要[3.30]  
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(3)解析結果 

 図－3.42にクリープひずみの解析結果を示す。実験では，ひずみの評価を有効材齢

に基づき評価しているが，算出に必要な実験室内の温度履歴が不明であることから直接

的な比較は行わず実材齢と対応さている。解析結果は，計測位置による違いを模擬でき

ていないが，実験終了時に生じたひずみの値は，実験値と良い対応を示しており，解析

モデルは概ね妥当と判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.42 クリープ解析結果  
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図－3.41 有限要素分割図  
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3.4 応力の重ね合わせに基づく若材齢および長期挙動の解析的評価 

3.4.1 弾性応力－ひずみ関係に基づく応力移植の概要 

 ここまで，時間依存挙動を若材齢挙動と長期挙動に大別し別々に検証してきた。本節

では，2 つの時間挙動を重ね合わせ，若材齢から長期までの挙動を統一的に評価できる

手法の構築を目的としている。 

 

この章を設けた一番の理由は，各時間挙動を統一的にモデル化する手法が未だ確立さ

れていないことにある。例えば，クリープ挙動は若材齢挙動に対して二重べき乗則の適

用，長期挙動に対して Dirichlet 級数を適用することが実情に即したモデル化であること

が検証されている[3.23]。さらに，軸力によるクリープが加わると，荷重制御点に対し

て新たに荷重および境界条件を設ける必要が生じることから外的拘束条件も変化する。

このように，時間依存挙動をモデル化するためには，時間の進行に伴って材料特性や荷

重および境界条件が変化することを認識しておくことが重要である。また，各挙動を個

別にモデル化する必要があるのが現状である。よって，本研究の最終目的を達成するた

めには，これらの事象をどのように連続的に評価するかについて検証を行う必要がある。

そのためには，性質が異なる 2 つの時間依存挙動を橋渡しするための新たな手続きを考

えなければならい。この問題を解決するための手法の一つが，田辺ら[3.32]が実施して

いる「初期応力」を用いた手法である。本論文では，田辺らの手法を参考にして以下に

示すステップにより若材齢と長期を統一的に評価することとした。 

 

① 若材齢解析モデルの最終時間ステップで評価された応力状態を抽出し，後続する 

解析モデルに対する「初期応力」を評価する。 

② 続いて，長期解析モデルの各要素へ，①で抽出した初期応力を移植し，力の釣合

を計算することで初期応力状態を評価する。この作業は，長期解析の 0－Step 目

に行われる。 

③ ②において計算された初期応力状態を出発点とした長期解析を実施する。 

 

以上のフローを踏むことで，統一的に時間依存挙動が評価でき得るのかを検証すること

とした。重要な点は，「ひび割れを考慮しない点（＝弾性体）」と「応力状態を重ね合わ

せる点」を仮定していることである。コンクリートがひび割れた状態は，応力－ひずみ

関係のポストピーク領域に存在していることになる。この場合，応力のみを移植するこ

とは適切ではなく，ひずみ状態を移植する必要があると考える。高強度コンクリート分

野において，若材齢および長期解析における「ひび割れ」の問題を扱い，「ひずみ」も

移植することで統一的に時間依存挙動を評価できる連成手法の検証を行うことが今後

の重要課題であると言えるだろう。 
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3.4.2 解析手法の検証 

 前項で述べた手法を検証するために，佐々木ら[3.31]の実験を解析対象とする。若材

齢挙動をモデル化するにあたり必要な材料特性が一部不足しているが，若材齢から長期

クリープ挙動までを統一的に検討した実験的研究であることから，本手法の検証に適し

ていると考えた。なお，実験概要は，前項を参照されたい。 

 

 図－3.43に初期応力を考慮した若材齢および長期挙動の統合概念を示す。まず，熱

伝導解析により RC 柱の温度分布および各要素の有効材齢を算出する。続いて，経時変

化する自由ひずみ，弾性係数およびクリープひずみを考慮した 3 次元 FEM による応力・

クリープ解析を実施し，軸力が作用する実材齢 28 日までに鉄筋およびコンクリートに

生じた応力状態を抽出する。この段階を Phase-1 と呼ぶこととし，抽出した応力状態を

Phase-1 における初期応力と呼ぶこととする。次に，軸力によるクリープ解析を実施す

る。この段階を Phase-2 と呼ぶこととする。まず，Phase-1 における初期応力を Phase-2

解析モデルに移植し釣合計算を実施することで初期状態を評価する。続いて，長期軸力

を作用させたクリープ解析を実施する。この際，温度ひずみ，自己収縮ひずみおよび乾

燥収縮ひずみは軸力によるクリープひずみに重ね合わせることで引き続き考慮される。 

 検証では，応力状態の連続性を解析的に確認し，28 日までの若材齢挙動および軸力

によるクリープ挙動を実験値と比較する。なお，RC 柱に生じた温度履歴は公表されて

いないためモデル化の妥当性は確認できないが，これまで構築してきた手法を用いるこ

とで，妥当性は保証されるものと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－3.43 初期応力に基づく若材齢および長期挙動の統一手法概要 

3次元応力・クリープ解析 3次元クリープ解析
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(1)解析モデルの概要 

図－3.44に熱伝導解析モデルを示す。温度解析では，柱部分のみを対象とした。コ

ンクリートは 8 節点ソリッド要素を用いた。また，4 節点四辺形要素を用いて外気との

熱伝達をモデル化した。なお，スタブとの境界面は断熱境界を仮定し熱伝達率を 0 とし

た。また，図－3.45に応力・クリープ解析モデルを示す。スタブは弾性体とし，柱部

分のみを応力解析の対象とする。コンクリートには 8 節点ソリッド要素，鉄筋は埋め込

み鉄筋要素とした。境界条件は，下スタブの底面を完全拘束とした。自重は，材齢 0.25

日目(有効材齢)より作用させ，ポアソン比は 28 日の実験値を一定値として与えた。な

お，型枠のモデル化は行っていない。解の安定性を得るために，釣合反復手法として初

期剛性法を採用した。なお，エネルギーノルムに基づく収束判定を行っている。表－3.11

に材齢 0 日～28 日目までの若材齢解析用のパラメータ一覧を示す。本解析で採用した

パラメータは着色部分を除いて論文から推測した仮定値である。既往の研究においては，

時間依存挙動解析に必要なパラメータが不足していることが多く，解析パラメータを仮

定する手法の確立とその妥当性の検証も重要である。 

 

図－3.46に長期解析モデルを示す。応力・クリープ解析と同様にスタブは弾性体と

し，柱部分のみを解析対象とする。コンクリートおよび鉄筋のモデル化も同様である。

スタブ下面は完全拘束とし，軸力を節点荷重として柱頭スタブに作用させた。この時，

面外方向の変形を拘束するため荷重点に直交する全体座標系の X および Y 方向の変位

を固定している。ポアソン比および弾性係数は 28 日の実験値を一定に与えている。28

日以後に生じる自由ひずみも考慮されており，軸力によるクリープは Kelvin チェーン

モデルのユニット数を 10 としている。なお，長期解析パラメータは前節と同様に𝑅𝐻= 

60[%]を仮定し，材齢 28 日の圧縮強度，ヤング係数およびポアソン比は実験値を使用し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.44 熱伝導解析 

モデルの概要  

図－3.45 若材齢応力・ 

クリープ解析モデル 

図－3.46 長期クリープ 
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(2)解析結果 

図－3.47に温度解析結果を示す。図中には，断熱温度上昇曲線[3.11]とコンター図

も併せて示している。断熱上昇曲線は，90[℃]まで上昇するが，試験体断面は 300×

300[mm]と小さいため，中心の温度は，最大で 47.3[℃]までしか上昇しない。ピーク温

度時の温度分布をコンター図に示した。温度分布が同心円状であることから，結果は概

ね妥当であると考えられるが，実験結果が不明なため仮定した熱特性値が妥当であるか

は判断できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力学的特性・各ひずみの予測

自己収縮ひずみ
線膨張係数

水結合材比W/B [ - ]

凝結に関する係数 a [ 時間 ]

骨材の体積弾性係数Ka[ GPa ]

セメントペーストの体積弾性係数Kp[GPa ]

乾燥収縮
ひずみ

クリープひずみ

骨材体積比 Va[ - ]

εcs0

弾性係数
材齢28日のヤング係数 E28[ GPa ]

セメント種類に依存する係数 [ - ]

骨材の線膨張係数 αa [ ×10-6/℃ ]

練上り温度を表す係数 τ [ - ]

二重べき乗則パラメータ q , d , p

0.5

0.19

0.8

17

7.6

39.8

17.1

1.0E-4

43.2

0.38

3.0, 0.35, 0.3

熱伝導解析

比熱 [ J/g℃ ]

熱伝導率 [ W/m℃ ]

熱伝達率
[W/m2℃]

密度 [ kg/m3 ]

断熱温度
上昇曲線

初期温度 [ ℃ ]

外気温度 [ ℃ ]

c

a

Q

γ

鋼製型枠

コンクリート表面

柱上下面（断熱）

1.0

1.5

11

17

0.0

2.52

338.86

-12.38

62.55

2

30

28

アレニウス定数 CA 4000

表－3.11 解析パラメータ一覧  

図－3.47 温度解析結果 
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図－3.48に応力・クリープ解析に入力する自由ひずみを示す。材齢 0.5 日以前では，

温度上昇に伴う膨張ひずみが生じるが，自己収縮ひずみにより材齢 1 日前後から圧縮ひ

ずみが卓越する。乾燥収縮ひずみは，脱型後 8 日から生じるものの自己収縮ひずみと比

較して小さい。しがたって，予測結果は，自己収縮ひずみが大部分を占めることとなっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.49は材齢 28 日目までに柱中央に生じた時間－ひずみ関係を示す。解析値は柱

高さ中央の要素から抽出している。図中の横軸に関して，論文[3.31]では実験室内の温

度変化を有効材齢で評価した値となっている。一方，解析モデルの横軸は試験体中央要

素の温度履歴に基づき評価した有効材齢としている。ただし，有効材齢 40 日目は実験

値および解析値ともに実材齢 28 日に対応している。供試体の膨張ひずみを過小評価し

た原因は，温度上昇量を過小評価したためであると推察される。また，ひずみ履歴の違

いは，式(3.2.10)の第 1 項より表現される若材齢時の自己収縮を過小評価したことが原

因と考えられる。よって，有効材齢に関するパラメータの設定方法と断熱温度上昇曲線

や熱伝達率の設定方法に改善が必要であると考えている。その他のパラメータの仮定方

法に改善が必要な部分も考えられるが，有効材齢 5 日程度にひずみ速度の勾配が変化す

る傾向や有効材齢 40 日目（実材齢 28 日目）に生じた水平方向の値は比較的良い対応を

示している。 

 

 図－3.50に若材齢時の応力進展を示す。全ひずみは殆ど圧縮領域内において進展し

ている。このため，鉄筋には圧縮応力が発達し，コンクリートにはそれと釣合うように

引張応力が生成される。最終的に柱高さ中央の要素には，2.0[N/mm
2
]の引張応力が材軸

方向に生じている。次に，この応力状態を初期値とした長期挙動解析を実行する。 

図－3.48 応力・クリープ解析に入力する自由ひずみ 
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図－3.51は初期応力の導入を確認するためのコンター図を示す。コンター図の閾値

は，1443 日の引張強度（実験値）である 7.7[N/mm
2
]としている。Phase-1 の最終ステッ

プと Phase-2 の初期応力入力時の応力分布は，コンクリートおよび鉄筋それぞれにおい

てほぼ一致していることが見受けられることから，初期応力の連続性はほぼ保たれたこ

とが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.52に長期クリープ解析により主筋に累積された圧縮ひずみを示す。佐々木ら

の実験では，約 1400 日間の長期軸圧縮載荷を行った後，軸力を一旦除荷している。こ

のことを模擬するために，長期クリープ解析終了後，軸力は 43 日間徐々に除荷された

と仮定した解析を行った。赤実線が解析結果であり，実験値は軸力載荷時と最大累積値

をプロットしている。図からも分かるように僅か 2 点との比較ではあるが，実験値と解

析値は良く対応している。軸力を除荷すると約 1000[μ]の圧縮ひずみが残留しているこ

とが分かる。これが，若材齢および長期挙動により RC 柱に生じた「損傷」とみなすこ

とができると考えている。 

図－3.49 材齢 28日までの時間―ひずみ関係 
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図－3.50 材齢 28日までの時間―応力関係 
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図－3.51 初期応力による応力移植の確認 

（コンクリート：最大主応力分布，鉄筋：軸方向応力分布） 
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図－3.53にコンクリートと鉄筋の応力分布のコンター図示す。コンクリートには引

張応力が分布している。また，鉄筋には圧縮応力が分布しており，力の釣合い条件が満

足されている。スタブによる拘束により上下端では引張強度を超えている部分が存在し

ているが，実現象において引張強度を超える応力分布は存在しえないことから，当該部

分にはひび割れが生じているものと考えられる。 

超高強度コンクリートは，構成材料の特殊性により打設後の硬化過程において，体積

変化が拘束されると弾性係数の発現に伴って引張応力が発達する。また，高層 RC 構造

物の下層階には，高軸力によりクリープ変形が進行することで柱に生じる引張応力はさ

らに増幅される可能性がある。このように，供用を開始した構造体内部には，様々な原

因により生じた「損傷」が潜在している。この損傷が，短期挙動に何らかの影響を及ぼ

すことは容易に想像できよう。次章では，短期挙動までを統一的に扱う手法について概

説し，その手法の検証を試みることで解析システムの構築を目指すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.52 主筋に累積された圧縮ひずみの経時変化 
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図－3.53 Phase-2の最終応力状態  
（コンクリート：最大主応力分布，鉄筋：軸方向応力分布） 
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3.5 まとめ 

本章では，超高強度 RC 柱に生じる時間依存挙動をコンクリートに生じる支配的な挙

動に応じて若材齢期と長期に大別し，応力・クリープ解析および長期クリープ解析モデ

ルの構築を行った。さらに，若材齢挙動と長期挙動を「初期応力」を介して統合する手

法を構築した。その結果，以下の知見を得た。 

 

(1) 熱伝導解析では，熱伝達率を既往の研究成果に基づき設定することで断面内部

の温度分布を概ね評価できた。 

 

(2) 線膨張係数の経時変化および自己収縮ひずみの温度依存性を考慮するため，有

効材齢を変数とする寺本らの予測モデルを採用した結果，高強度コンクリート

の実験結果の傾向を模擬できた。 

 

(3) クリープひずみの予測において，二重べき乗則を Taylor展開してクリープ関数を近

似し，一般化中点則を用いて応力増分を計算する de Bosrt & van den Boogaard らの

手法が高強度コンクリートに対しても有効であり，計算コストの節減が可能である。 

 

(4) 実大 RC柱の解析結果から，材齢 30日目の応力分布から確認された鉄筋周囲の引

張応力の集中は，コンクリートのひび割れ発生，鉄筋とコンクリート間の付着劣化，コ

アコンクリートの拘束効果の低下および縦ひび割れ発生強度の低下の原因となり，建

物の損傷過程に影響を及ぼす可能性があることが明らかとなった。 

 

(5) 実大 RC柱を対象とした検証において，若材齢コンクリートの応力を分離した結果，

温度応力による影響が大きく，その要因として弾性係数の経時変化の影響が考えら

れる。高強度コンクリートおける弾性係数の発現モデルの検証を通じて，初期応力に

最も敏感な体積変化を抽出し明確にする必要がある。 

 

(6) 若材齢および長期解析モデルを弾性体と仮定した初期応力の移植手法は，高強度

コンクリートに対しても有効であり，応力状態の連続性を模擬できることが明らかとな

った。 

 

(7) コンクリートに生じる各種ひずみを拘束する鉄筋に圧縮応力が累積されていることを

確認した。これにより，外乱に対して圧縮鉄筋が早期に降伏する可能性があると思わ

れる。 

 

 若材齢および長期挙動を統一的に検証した実験は非常に少ない。これらの実験は非常
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に貴重であり，コンクリート工学の発展に大きく貢献できるものと考えられるが，時間依存挙

動をシミュレートするために必要な材料特性が殆ど公開されないことが多い。これまで実験

的に検討されてきた各種論文からは，シミュレーションに必要な材料特性を読み取ることが

困難な場合が想定され，各種解析パラメータを設定する手法の確立についても検証が必要

である。 
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4.1 はじめに  

 鉄筋コンクリートの破壊挙動をシミュレートする方法はいくつかあるが，目的に応じ

てモデル化方法を選択することが重要である。建築構造分野におけるモデル化は，線材

置換によるマクロモデルと FEM に基づくミクロモデルに大別される[4.1]。 

 

 建築分野における構造設計に着目すると，土木分野と比較して FEM の実務への応用

は限定的であり，マクロモデルによる設計が一般的である。しかし，現状のマクロモデ

ルに関しては，以下の 2 点が今後の課題として挙げられている[4.1]。 

 

① コンクリートのクリープなどの時間依存挙動の評価 

② 温度応力等を考慮できるモデルの開発 

  

 この課題を解決する方法，つまり，簡易的かつ高精度なマクロモデルの開発を支援す

る手法として FEM の有効活用が挙げられる。 

 

Tajima ら[4.2]は，曲げ降伏後せん断破壊する RC 柱の繰返し載荷実験を行い，マク

ロモデルの構築を試みた。その概要は，FEM による詳細な検証を行い，把握できた破

壊メカニズムをマクロモデルの定式化へ反映することで部材の破壊挙動をシミュレー

トしようというものである。このような FEM の利用は，マクロモデルを開発するプロ

セスの一つとして，注目すべき重要なアプローチであると考えられる。 

 

 本研究の目的の一つは，超高強度 RC 構造に限定し，上記 2 つの評価を意識した破壊

モデルを構築することである。将来的には，実務設計への展開も目指し，FEM を活用

したマクロモデルの構築も視野に入れている。そこで，本節ではミクロモデルである

FEM を用いて収縮・クリープを考慮した短期解析モデルの構築を試みる。 

 

 FEM は，Ngo と Scordelis[4.3]が RC はりの非線形解析に適用して以来，現在までに，

はり，柱，柱－はり接合部，耐震壁，多層骨組，さらには，鉄骨ブレース補強された

RC 骨組にいたるまで様々な解析に広く応用されるようになってきている。近年，既存

建物の性能評価を目的として組織された日本コンクリート工学会内の委員会では，FEM
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を活用して鉄筋腐食と構造性能の関連性を検証した事例も報告されている[4.4]。この

ように，新設建物の設計だけでなく，既存建物の耐久性照査においても利用価値は高く，

多くの研究者が FEM に注目していると言えよう。以上の背景からも，若材齢・長期・

短期を FEM により評価する試みは，既存の超高層 RC 造建物における耐久性性能評価

手法の開発にも大きく貢献できるものと考えている。 

 

 本節では，鉄筋コンクリートの短期材料挙動に関して提案されている既往のモデルの

うち，モデルのメリットとデメリットを述べたうえで，本研究において採用するモデル

について概説し，時間依存挙動と短期挙動を連続させる手法として，初期応力の移植に

よる手続きの検証を試みる。 
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4.2 時間依存挙動に起因する初期応力を用いた有限要素の定式化 

 全ひずみ成分を ① 時間に依存しないひずみ成分と ② 時間依存するひずみ成分の

和として考える。時間に依存しないひずみ成分は，弾性ひずみと塑性ひずみ成分の和と

定義され，弾塑性ひずみ{𝜀𝑒𝑝} = {𝜀𝑒} + {𝜀𝑝}として表現し，時間に依存するひずみ成分

は{𝜀𝑡}と表現する。ここで，構成方程式は次式のように表現できる[4.5]。 

 

{𝜎} = [𝐷𝑒𝑝]{𝜀𝑒𝑝} = [𝐷𝑒𝑝]({𝜀} − {𝜀𝑡})                              (4.1) 

 

ここで，{𝜀}は任意時間までに構造体に生じている全ひずみベクトルである。続いて，

時間依存ひずみ成分が短期 FEM にどのように反映されるのかを確認することを目的と

して，ここでは次式の仮想仕事を考える。 

 

∫ 𝛿{𝜀}𝑇{𝜎}𝑑𝑉
𝑉

= 𝛿{𝑢}𝑇{𝑃} + ∫ 𝛿{𝜇}𝑇{𝑤𝑠}𝑑𝑆
𝑆

                          (4.2) 

 

ここで，δ{𝑢}は仮想節点変位，δ{𝜇}は仮想一般化変位，{𝑃}は節点荷重，{𝑤𝑠}は分布表面

荷重，δ{𝜀}は仮想ひずみ，{𝜎}は応力を表している。なお，外部作用力は節点荷重と表

面荷重のみを仮定し，物体力は無視している。 

 

式(4.2)に式(4.1)を代入すると次式を得る。 

 

∫ 𝛿
𝑉

{𝜀}𝑇[𝐷𝑒𝑝]{𝜀}𝑑𝑉 = 𝛿{𝑢}𝑇{𝑃} + ∫ 𝛿
𝑆

{𝜇}𝑇{𝑤𝑠}𝑑𝑆 + ∫ 𝛿
𝑉

{𝜀}𝑇[𝐷𝑒𝑝]{𝜀𝑡}𝑑𝑉  (4.3) 

 

式(4.3)を形状マトリクス[𝑁]，変位－ひずみマトリクス（微分演算子マトリクス）[𝐵]，

弾塑性応力－ひずみマトリクス（構成則）𝐷𝑒𝑝を用いて節点変位{𝑢}の関数として表現す

ると次式を得る。 

 

∫ [𝐵]𝑇[𝑁]𝑇
𝑉

[𝐷𝑒𝑝][𝐵][𝑁]{𝑢}𝑑𝑉 = {𝑃} + ∫ [𝑁]𝑇
𝑆

{𝑤𝑠}𝑑𝑆 + ∫ [𝐵]𝑇[𝑁]𝑇
𝑉

[𝐷𝑒𝑝]{𝜀𝑡}𝑑𝑉  (4.4) 

 

この展開から，弾塑性ひずみ成分以外のひずみ成分による影響は，荷重作用に加算さ

れるよう取り扱われ，初期応力を内部応力として作用させることにより考慮されること

が分かる。この付加的な換算外力は，一般的に等価節点荷重と称される。前節までに構

築した時間依存解析モデルを用いて計算される応力は，初期応力として右辺第 3 項の短

期モデルの内部応力に代入される。ここで，式(4.4)は次式のように簡略化される。 
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[𝐾]{𝑢} = {𝑃} + {𝑃𝑠} + {𝑃𝑡}                                       (4.5) 

 

ただし， 

[𝐾] = ∫ [𝐵]𝑇[𝑁]𝑇
𝑉

[𝐷𝑒𝑝][𝐵][𝑁]𝑑𝑉                               (4.6) 

 

また， 

{𝑃𝑠} = ∫ [𝑁]𝑇
𝑆

{𝑤𝑠}𝑑𝑆                                         (4.7) 

{𝑃𝑡} = ∫ [𝐵]𝑇[𝑁]𝑇
𝑉

[𝐷𝑒𝑝]{𝜀𝑡}𝑑𝑉                                (4.8) 

 

ここで，{𝑃𝑠}は分布表面荷重に対する等価節点荷重，{𝑃𝑡}は時間依存挙動により生じる

初期応力に対応する等価節点荷重である。等価節点荷重は各外力項に変位関数が関わっ

てくるため選択する要素によって異なる点に留意する。 

 

ここまで，単一要素に関する定式化を行い，最終的に一要素に対して解くべき要素剛

性方程式は式(4.5)のように導かれることを示した。 

 

続いて，各要素の剛性を集合し，構造体レベルの構造剛性方程式を誘導する。構造体

内の全要素からの寄与分を直接重ね合わせると，式(4.5)は次式のように一般化される。 

 

[𝑆𝑁]{𝐷𝑁} = {𝐴𝑁} + {𝐴𝑁𝑆} + {𝐴𝑁𝑇}                                   (4.9) 

 

ただし， 

 

[𝑆𝑁] = ∑ [𝐾𝑖]
𝑛𝑒
𝑖=1  , {𝐴𝑁} = ∑ {𝑃𝑁𝑖}

𝑛𝑒
𝑖=1  , {𝐴𝑁𝑆} = ∑ {𝑃𝑠𝑖}

𝑛𝑒
𝑖=1  , {𝐴𝑁𝑇} = ∑ {𝑃𝑡𝑖}

𝑛𝑒
𝑖=1  (4.10) 

 

ここで，[𝑆𝑁]は構造全体の剛性マトリクスであり各要素の剛性マトリクスを足しあわせ

たもの，{𝐷𝑁}は構造物全体の節点変位ベクトル，{𝐴𝑁}は節点作用荷重，{𝐴𝑁𝑆} , {𝐴𝑁𝑇}は

等価節点荷重を足しあわせた外力である。なお，記号𝑆は Stiffness（剛性），𝐷は

Displacement（変位），𝐴は Action（作用力）の頭文字であり，ne は要素数である。式(4.9)

を整理して節点自由度と節点拘束自由度に分離すると次式を得る。 

 

[
[𝑆𝐷𝐷] [𝑆𝐷𝑅]

[𝑆𝑅𝐷] [𝑆𝑅𝑅]
] {

𝐷𝐷

𝐷𝑅
} = {

𝐴𝐷

𝐴𝑅
}                                     (4.11) 
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ここで，添え字𝐷は自由度(Degree of freedom)，𝑅は拘束(Restraint)である。式(4.11)を分

離形式で表現すると次式となる。 

 

[𝑆𝐷𝐷]{𝐷𝐷} + [𝑆𝐷𝑅]{𝐷𝑅} = {𝐴𝐷}                                   (4.12) 

 

[𝑆𝑅𝐷]{𝐷𝐷} + [𝑆𝑅𝑅]{𝐷𝑅} = {𝐴𝑅}                                   (4.13) 

 

ここで求めたい未知量は，変位ベクトル{𝐷𝐷}と外力ベクトル{𝐴𝐷}, {𝐴𝑅}である。ただ

し，{𝐷𝑅}は拘束された変位であることから 0 と仮定される。そこで，式(4.12)の両辺に

前方から[𝑆𝐷𝐷]−1を乗じると次式を得る。 

 

{𝐷𝐷} = [𝑆𝐷𝐷]−1{𝐴𝐷}                                           (4.14) 

 

式(4.14)から変位ベクトル{𝐷𝐷}が決定される。また，反力{𝐴𝑅}は式(4.13)に式(4.14)を

代入することにより求めることができる。このように，変位ベクトルが既知になると，

各要素の節点変位が求まり，次式から全体系と各要素を関係づけることができる。 

 

{𝜎} = [𝐷𝑒𝑝]({𝜀} − {𝜀𝑡}) = [𝐷𝑒𝑝]([𝐵][𝑁]{𝑢} − {𝜀𝑡})               (4.15) 

 

FEM は，節点変位から全ての応力状態を説明できるという利点を有している。ここ

で，式(4.15)に再度注目すると，[𝐵]は要素種類により決定され，[𝑁]は変換マトリクス

であるため一律に決定されることが分かる。結果として，残された重要な問題は材料調

合などにより異なり，応力あるいはひずみ状態により変化する弾塑性マトリクス[𝐷𝑒𝑝]

をどのように決定し，定式化するかに焦点が当てられる。したがって，次節ではこの問

題について扱い，本論文で採用する[𝐷𝑒𝑝]のモデル化方法について詳しく述べることと

する。 

 

 最後に，上記の定式化を具体的に適用するに当たっては，次の点に留意する： 

 

(1) 若材齢時の挙動のうち，自由ひずみ；つまり，乾燥収縮ひずみ，自己収縮ひずみお

よび温度ひずみは重ね合わせることができ，弾性の構成則を用いて，自由ひずみか

ら若材齢応力が計算される。 

 

(2) 若材齢時のクリープは非線形となるので，クリープ解析モデルを用いてクリープひ 

ずみと応力が独立に計算される。 
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(3) 持続軸荷重による長期クリープも非線形となるので，(2)と同様にクリープ解析モデ

ルを用いてクリープひずみと応力が独立に計算される。 

 

(4) 上記の(1), (2), (3)で求めた応力を加算して，これを短期解析のための初期応力とす

る。なお，初期応力の移植では，初期応力を等価節点荷重として作用し，不釣合い

力を解放し収束解を求める反復解法が採用される(第 3 章 3.2.4 節を参照)。なお，式

(4.1)の時間依存ひずみ }{ t は，短期解析モデルにおける初期応力移植後のひずみに

相当する。 

 

(5) 短期解析は漸増する荷重の下での解析が行われ，重大な非弾性挙動が生じることが 

想定される。よって，剛性方程式は小さな荷重増分に対して求解する増分形式に書

き直され，収束解を求めるため不釣合い力が反復的に解放される増分型反復手法が

適用される。反復計算の概念は，第 3 章 3.2.4 節で述べたとおりである。 

 

なお，本章では，第 3 章にて述べた考え方に基づき，求解法として Newton-Raphson

法を採用した。 
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4.3 弾塑性構成則の定式化 

 コンクリートの構成則（材料剛性マトリクス）[𝐷]は，3 次元等方性弾性体を仮定す

ると次式となる[4.1]。 

 

[𝐷] =
𝐸

(1+𝑣)(1−2𝑣)

[
 
 
 
 
 
 
 
1 − 𝑣 𝑣 𝑣

𝑣 1 − 𝑣 𝑣
𝑣 𝑣 1 − 𝑣

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

1−2𝑣

2
0 0

0
1−2𝑣

2
0

0 0
1−2𝑣

2 ]
 
 
 
 
 
 
 

               (4.16) 

 

ここで，𝐸はヤング係数，𝑣はポアソン比である。この 2 つのパラメータのみで弾性範

囲の[𝐷]が記述される。式(4.16)は，ひび割れ発生前のコンクリートの挙動を十分に表現

できる材料剛性として知られている。しかし，コンクリートにひび割れが発生すると，

式(4.16)はその挙動を表現できなくなり，コンクリート自身は異方性を帯びる。なお，

ひび割れ発生後のコンクリートの挙動は，図－4.1に示す 3 種類の破壊モードとしてモ

デル化され，ひび割れ面に垂直に作用する応力とひび割れひずみ（以下，クラックひず

み）とひび割れ面の接線方向に作用するせん断応力とせん断ひずみの関係を記述する構

成則をどのように定式化するかという問題に帰着する。よって，ここでは，モードⅠ～

モードⅢのひび割れをモデル化する手法の構築に焦点を当てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ひび割れのモデル化は，一般的には 2 つに大別される。図－4.2にひび割れのモデル

化方法を示す[4.6]。まず，最初は隣接する要素境界にひび割れ面を設けて，節点を分

離する方法で「離散ひび割れモデル(discrete crack model)」と呼ばれている[4.3]。次に，

2 番目は，要素全体あるいは一部に平均的に分布したひび割れが一様には発生するもの

と仮定し，要素剛性を修正することで直交異方性材料として扱う方法で，「分散ひび割

れモデル(smeared crack model)」と呼ばれている[4.7]。 

モードⅠ モードⅡ モードⅢ

図－4.1 コンクリートにおける破壊の基本モード[4.12] 
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 離散ひび割れモデルは，ひび割れが局所的な場合や少数のひび割れが破壊を支配する

部材などの解析に有効である。しかし，このモデルの利用は，ひび割れパターンをあら

かじ予測できる場合に限定されてしまうデメリットを有している。一方で，破壊形状を

予測できない場合や複数のひび割れが破壊を支配する場合には，ひび割れを要素内で平

均的にとらえる分散ひび割れモデルが有効である。しかし，ひび割れ幅，ひび割れ間隔

を評価しにくいデメリットを有している。本研究では，局所的な破壊をシミュレートす

ることが目標ではなく，時間に伴う体積変化等による微細なひび割れを考慮して，部材

や構造物の全体挙動をシミュレートすることに主眼を置いていることから，分散ひび割

れモデルを採用することが適当と判断した。 

 

分散ひび割れモデルは，弾性ひずみとクラックひずみに分解する「ひずみ分解モデル」

と亜弾性モデルとして知られる「全ひずみモデル」に大別される。ひずみ分解モデルは

多方向分散ひび割れの概念であり，全ひずみモデルは主応力と主ひずみの共軸性および

固定応力－ひずみ関係の概念の適用例として知られている。そこで，本節では両モデル

の定式化を通じてその特徴を述べ，せん断応答に着目した例題の考察から，本論文で採

用するひび割れモデルを決定する。 

 

4.3.1 ひずみ分解モデルの誘導とひび割れのモデル化 

 分散ひび割れモデルの基本特性は，全ひずみ 𝜀 を弾性ひずみ𝜀𝑒とクラックひずみ𝜀𝑐𝑟

に分解することであり，増分形式で次式のように表される。 

 

∆𝜀 = ∆𝜀𝑒 + ∆𝜀𝑐𝑟                                            (4.17) 

 

式(4.17)の本質は，コンクリートのひび割れ部分とソリッド部分を完全に分離し，離

散ひび割れの概念に近づかせる試みと言われている[4.8]。この定式化は Litton[4.9]に

より始められたとされ，多くの研究者によりその定式化が適用されている。 

図－4.2 コンクリートのひび割れのモデル化方法[4.6] 

(b)分散ひび割れモデル(a)離散ひび割れモデル
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ひび割れ面における応力とクラックひずみを考慮するためには，図－4.3に示すよう

に，ひび割れ方向と一致する局所 n, t, s 座標系を設定するのが一般的である。局所座標

系における局所クラックひずみベクトル∆𝑒𝑐𝑟を次式のように定義する。 

 

∆𝑒𝑐𝑟 = [∆𝜀𝑛𝑛
𝑐𝑟   , ∆𝛾𝑛𝑡

𝑐𝑟 , ∆𝛾𝑛𝑠
𝑐𝑟 ]T                                      (4.18) 

 

ここで，∆𝜀𝑛𝑛
𝑐𝑟はモードⅠのクラックひずみ増分，∆𝛾𝑛𝑡

𝑐𝑟, ∆𝛾𝑛𝑠
𝑐𝑟はそれぞれモードⅡおよび

モードⅢに対応するクラックひずみ増分である。ここでは，図－4.3に示すひび割れ面

を考慮しているので，第 3 の成分は物理的意味を持たず省略される。局所クラックひず

み∆𝑒𝑐𝑟は，全体座標系へ次式により変換される。 

 

∆𝜀𝑐𝑟 = N∆𝑒𝑐𝑟                                                 (4.19) 

 

ここで，Nはひび割れ方向を反映する変換マトリクスである。同様に，各ひび割れに対

する増分クラック応力∆𝑠𝑐𝑟は次式となる。 

 

∆𝑠𝑐𝑟 = [∆𝑠𝑛
𝑐𝑟  , ∆𝑠𝑠

𝑐𝑟 , ∆𝑠𝑡
𝑐𝑟 ]T                                     (4.20) 

 

ここで，∆𝑠𝑛
𝑐𝑟はモードⅠ，∆𝑠𝑡

𝑐𝑟はモードⅡ，∆𝑠𝑠
𝑐𝑟はモードⅢのひずみ増分に対応するひ

び割れ面の応力（表面応力）増分である。全応力増分と局所表面応力増分の関係は次式

となる。 

 

∆𝑠𝑐𝑟 = NT∆𝜎                                                 (4.21) 

 

ここで，N は変換マトリクスであり，式(4.19)と同様に定義される。ここで，クラック

応力∆𝑠𝑐𝑟とクラックひずみ∆𝑒𝑐𝑟は次式により関係づけられると仮定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.3 局所座標系とひび割れを横切る表面応力[4.8] 

ひび割れ面 
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∆𝑠𝑐𝑟 = 𝐷𝑐𝑟∆𝑒𝑐𝑟                                               (4.22) 

 

ただし，𝐷𝑐𝑟は次式により与えられる。 

 

𝐷𝑐𝑟 = [
𝐷Ⅰ 0 0

0 𝐷Ⅱ 0

0 0 𝐷Ⅲ

]                                        (4.23) 

 

ここで，𝐷Ⅰ, 𝐷Ⅱ, 𝐷Ⅲは，それぞれモードⅠ，モードⅡ，モードⅢに対応する局所座標

系における剛性係数である。一般に，せん断成分と垂直成分の非対角項は，非対称にな

ることや実験データが不足しているなどの理由から 0 と仮定されることが多い。さらに，

弾性コンクリートの構成方程式を次式として表現する。 

 

∆𝜎 = 𝐷𝑐𝑜∆𝜀𝑐𝑜                                                (4.24) 

 

ここで，𝐷𝑐𝑜, ∆𝜀𝑐𝑜は，コンクリート要素のそれぞれソリッド部分の弾性材料剛性およ

びひずみ増分である。 

 

最後に，全体座標系における増分応力ベクトル∆𝜎と増分ひずみベクトル∆𝜀の関係を

考える。式(4.17)を考慮すると，式(4.24)は次式となる。 

 

∆𝜎 = 𝐷𝑐𝑜[∆𝜀 − ∆𝜀𝑐𝑟]                                          (4.25) 

 

式(4.25)に式(4.19)を代入すると次式となる。 

 

∆𝜎 = 𝐷𝑐𝑜[∆𝜀 − 𝑁∆𝑒𝑐𝑟]                                         (4.26) 

 

式(4.26)について前方から𝑁𝑇を乗じ，式(4.21)を左辺に代入すると次式を得る。 

 

∆𝑠𝑐𝑟 = 𝑁𝑇𝐷𝑐𝑜[∆𝜀 − 𝑁∆𝑒𝑐𝑟]                                    (4.27) 

 

式(4.27)の左辺に式(4.22)を代入し，∆𝑒𝑐𝑟について整理すると次式を得る。 

 

∆𝑒𝑐𝑟 = [𝐷𝑐𝑟 + 𝑁𝑇𝐷𝑐𝑜𝑁]−1𝑁𝑇𝐷𝑐𝑜∆𝜀                              (4.28) 

 

 



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 95 - 

 

式(4.28)により局所クラックひずみ増分∆𝑒𝑐𝑟と全体ひずみ増分∆𝜀の関係が誘導された。

これを式(4.26)に代入すると，次式に示す全体座標系における弾塑性構成方程式が導か

れる。 

 

∆𝜎 = [𝐷𝑐𝑜 − 𝐷𝑐𝑜𝑁[𝐷𝑐𝑟 + 𝑁𝑇𝐷𝑐𝑜𝑁]−1𝑁𝑇𝐷𝑐𝑜]∆𝜀                     (4.29) 

 

ここまで，本論文で採用する分散ひび割れモデルのうち，ひずみ分解モデルに基づく

定式化を示した。次に，このモデルの特徴であるクラック応力とひずみを関係づける材

料剛性 𝐷𝑐𝑟の定式化について述べる。今度は，単純化のため図－4.4に示す n, t 座標系

に関するひび割れ挙動のモデル化について考察する。つまり，式(4.23)のモードⅢを無

視すると，構成方程式は次式となる[4.10]。 

 

{
∆𝜎𝑛𝑛

𝑐𝑟

∆𝜏𝑛𝑡
𝑐𝑟 } = [𝐷

Ⅰ 0

0 𝐷Ⅱ
] {

∆ 𝛿𝑛 𝑆⁄

∆𝛿𝑡 𝑆⁄
} = [𝐷

Ⅰ 0

0 𝐷Ⅱ
] {

∆𝜀𝑛𝑛
𝑐𝑟

∆𝛾𝑛𝑡
𝑐𝑟}           (4.30) 

 

ここで，Δ𝜎𝑛𝑛
𝑐 は垂直応力増分，Δ𝜏𝑛𝑡

𝑐 はせん断応力増分，Δ𝜀𝑛𝑛
𝑐𝑟は開口変位増分Δ𝛿𝑛

𝑐𝑟に対す

る要素内の平均垂直ひずみ増分，Δ𝛾𝑛𝑡
𝑐𝑟は相対すべり変位Δ𝛿𝑡

𝑐𝑟に対する要素内の平均せん

断ひずみ増分，𝐷は材料剛性，S は平均ひび割れ間隔を表している。なお，式(4.23)と同

様に非対角項は 0 と仮定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

式(4.30)の𝐷Ⅰと𝐷Ⅱは，図－4.5に示す割線クラック剛性を表している。図からも分か

るように，割線剛性を求めるためには，各応力－ひずみ関係の軟化曲線のモデル化が重

要であると言える。一般的に，𝐷Ⅰは破壊エネルギー試験に基づく引張軟化曲線より決

定されることから，パラメータとしては明快である。しかし，𝐷Ⅱの決定方法は実験的

な検証は少なく，ひずみ分解モデルでは弾性せん断剛性 G に低減率 β を乗じることに

より，次式のように仮定されている。 

図－4.4 ひび割れ界面の応力と変形の定義[4.10] 
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𝐷Ⅱ =
𝛽

1−𝛽
𝐺                                                  (4.31) 

 

ここで，𝛽はせん断剛性低下率，𝐺は弾性せん断係数である。一方，全ひずみモデルに

基づく共軸応力－ひずみ概念では，𝐷Ⅱの定式化はひずみ分解モデルと大きく異なる。

次節では，この定式化について詳細に述べることとする。 

 

4.3.2 全ひずみモデルの誘導とひび割れのモデル化 

 全ひずみモデルのうち，主応力と主ひずみの共軸性の概念は回転ひび割れモデル

(Rotating crack model)として知られている。一方，固定応力－ひずみの概念は直交固定

ひび割れモデルとして知られている。本項では，回転ひび割れモデルについて概説する。 

 

全ひずみモデルの基本概念は，ひび割れ方向と定義される方向に基づき応力が評価さ

れる点である。一方，回転ひび割れモデルは，ひずみベクトルの主方向とともにひび割

れ方向が連続的に回転すると仮定する。要素座標系 x, y, z におけるひずみベクトル𝜀𝑥𝑦𝑧

は，次式によりひずみ増分を考慮して更新される。 

 

𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1
𝑡+∆𝑡 = 𝜀𝑥𝑦𝑧 + ∆𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1

𝑡+∆𝑡𝑡                                   (4.32) 

 

ここで，添え字 𝑡 は現在の時間，∆𝑡は増分時間，i はひび割れ方向の番号を示している。

式(4.32)より求まるひずみベクトル 𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1
𝑡+∆𝑡 は，変換マトリクス T を用いて次式のよう

に局所座標系 n, t, s におけるひび割れ方向のひずみベクトルに変換される。 

 

𝜀𝑛𝑠𝑡𝑖+1
𝑡+∆𝑡 = 𝑇  𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1

𝑡+∆𝑡                                           (4.33) 

 

回転ひび割れモデルでは，ひずみベクトルの主方向は現在の全ひずみに依存するため，

次式のように表現される。 

図－4.5 割線クラック剛性の模式図 [4.10] 
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𝑇 = 𝑇( 𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1
𝑡+∆𝑡 )                                               (4.34) 

 

構成則モデルは，xyz 要素座標系で表すと次式となる。 

 

𝜎𝑥𝑦𝑧𝑖+1
𝑡+∆𝑡 = 𝑇𝑇( 𝜀𝑥𝑦𝑧𝑖+1

𝑡+∆𝑡 )σ( 𝜀𝑛𝑠𝑡𝑖+1
𝑡+∆𝑡 )                               (4.35) 

 

 次に回転ひび割れモデルにおける材料剛性マトリクス D を考える。ここでは，接線

剛性マトリクスとして次式を考える。 

 

𝐷 = 𝑇𝑇𝐷𝑡𝑎𝑛𝑔𝑒𝑛𝑡𝑇                                              (4.36) 

 

ここで，𝑇はひずみ変換マトリクス，𝐷𝑡𝑎𝑛𝑔𝑒𝑛𝑡はひび割れ座標系における接線剛性マト

リクスである。なお，𝐷𝑡𝑎𝑛𝑔𝑒𝑛𝑡が式(4.30)と同様の形式で与えられるものとすると，𝐷Ⅱは

次式により表現される。 

 

𝐷Ⅱ =
𝜎𝑛𝑛−𝜎𝑡𝑡

2(𝜀𝑛𝑛−𝜀𝑡𝑡)
                                               (4.37) 

 

ここで，𝜎𝑛𝑛 , 𝜎𝑡𝑡 は現在の全応力より求まる主応力，𝜀𝑛𝑛 , 𝜀𝑡𝑡は現在の全ひずみにより

求まる主ひずみである。式(4.31)と比較して，𝐷Ⅱにはせん断弾性係数 G は現れず，現在

の主応力と主ひずみの関係として求まる特徴を有している。 

 

 回転ひび割れモデルは，Cope ら[4.11]らが，材料の直交異方性軸を主ひずみ軸と同

時に回転させたことに始まり，後に回転ひび割れモデルへと進化したと言われている

[4.8]。解析者にとっては，主方向に対する非線形応力－ひずみ曲線を指定すれば済む

ので，工学的な観点からは簡易的かつ高精度に予測できるメリットを有している。しか

し，ひび割れ方向は必ず主方向と一致すると仮定しているため，破壊としてはモード 1

しか許容されないデメリットを有している[4.8]。つまり，異なったひび割れせん断モ

デルを組み込む可能性を諦めなければならない。 

 

Bazant[4.12]は，材料の直交異方性軸が主ひずみ軸と同時に回転する時，主ひずみ軸

は主応力軸と一致しなくなることから，回転ひび割れの概念に対して反論をしている。

一方，Vecchio と Collins[4.13]らは，鉄筋コンクリート平板に対して任意のせん断，引

張，圧縮応力を組み合わせた載荷実験を行い，回転ひび割れの概念に基づき修正圧縮場

理論を構築した。検証過程では，コンクリートの主ひずみ方向と主応力方向は偏差する



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 98 - 

 

結果を示した上で，圧縮主ひずみ軸と圧縮主応力が一致するとする仮定は妥当な単純化

であると主張している。 

 

 物理現象を考えると Bazant[4.12]らの指摘は無視できないが，回転ひび割れモデルは，

国内の多くの研究者によってその妥当性が検証され，せん断応答に対して非常に良い対

応を示すことが解析的に示されている。これら検証結果は，Vecchio と Collins[4.13]の

実験結果を裏付ける貴重な研究成果と言えるだろう。 

 

4.3.3 ひび割れモデルの比較  

 ここでは，前項までに述べてきたひび割れモデルについて，せん断応答に着目した解

析事例から，本論文で採用するひび割れモデルを決定する。図－4.6に各種ひび割れモ

デルを用いた破壊解析例を示す[4.8]。有限要素分割は同じとして，構成則の定式化の

影響を考察している。試験体の概念図が，図中に示したものである。荷重は，楔荷重と

斜め圧縮荷重により構成されているが，ひび割れ先端は引張－引張状態にあり，主とし

てモードⅠの破壊が生じている。ここでは，せん断剛性低下率に着目すると，剛性低下

率が大きくなるほど実験値に近づく傾向が見て取れる。しかし，最も実験との対応が良

いのは回転ひび割れモデルであることが分かる。このことから，回転ひび割れモデルは

せん断応答の予測に優れており，また，必要とするパラメータも少なく非常に有効であ

ると考えられる。本論文では，この検証例題から導かれた結論を踏まえ，回転ひび割れ

モデルを採用することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.6 異なったひび割れモデルに対する CLWL-DCB試験体の荷重－CMOD 応答[4.8] 
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4.3.4 引張領域におけるコンクリートの構成則 

 引張側構成則は，全ひずみ形式でモードⅠに対応する破壊関数が必要となる。具体的

には，ひび割れを生成するのに必要なエネルギー量として定義される破壊エネルギー𝐺𝑓

と引張軟化曲線の形状である。 

 

本研究では，引張強度までは線形弾性を仮定し，引張軟化曲線は大岡[4.14]らにより

提案された破壊ネルギー式および 3 直線モデルにより推定することとした。破壊エネル

ギー𝐺𝑓は次式により算出される。 

 

𝐺𝑓 = (0.23𝑓𝑐𝑚 + 136)/1000                                    (4.38) 

 

ここで，𝐺𝑓は破壊エネルギー[kN/m]，𝑓𝑐𝑚は圧縮強度[N/m
2
]である。図－4.7に実験から

得られた引張軟化曲線モデルを示す。引張軟化曲線を決定するために必要な開口変位お

よび応力は，引張強度および式(4.38)から算出される破壊エネルギーに基づき決定され

る。実験では，圧縮強度 100[N/mm
2
]（実強度は 120[N/mm

2
]）を超える高強度コンクリ

ートが破壊エネルギー試験において検討されており，本研究で対象とする超高強度コン

クリート（150N/mm
2以上の圧縮強度）にも近似的に適用可能と考えている。 

 

本研究で採用する破壊エネルギーを考慮した引張側構成則の概要を図－4.8に示す。

ここで，E はヤング係数，Gfは破壊エネルギー，Lcは要素代表長さである。図－4.9に

要素代表長さ Lc の定義を示す。ここでは，要素の体積 V と等価な球を考え，その直径

を要素代表長さと定義した。引張側構成則の下降域では，破壊エネルギーを要素代表長

さ Lcで除すことにより非弾性仕事 gf ( = Gf / Lc )がモデル化される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.7 引張軟化曲線モデル[4.14] 
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4.3.5 圧縮領域におけるコンクリートの構成則 

 全ひずみ型の圧縮応力－圧縮ひずみ関係は，Feenstra[4.15]による圧縮破壊エネルギ

ー𝐺𝑓𝑐に基づく定式化を採用する。圧縮応答は，3 点により決定される放物線として記

述される（図－4.10）。最大圧縮強度𝑓𝑐の 1/3 に対応する相当ひずみ𝛼𝑐/3は次式により決

定される。 

 

𝛼𝑐/3 = −
1

3

𝑓𝑐

𝐸
= 𝜀𝑒                                               (4.39) 

 

ここで，𝐸は初期ヤング係数である。次に，最大圧縮強度𝑓𝑐に対応する相当ひずみ𝛼𝑐(=𝜀𝑝)

は次式により決定される。 

 

𝛼𝑐 = −
5

3

𝑓𝑐

𝐸
= 5𝛼𝑐

3
= 𝜀𝑝                                           (4.40) 

 

最後に，終局相当ひずみ𝛼𝑢(=𝜀𝑢)を次式のように仮定する。 

 

𝛼𝑢 = 𝛼𝑐 −
3

2

𝐺𝑓𝑐

ℎ𝑓𝑐
= 𝜀𝑢                                             (4.41) 
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図－4.9 要素代表長さ Lc 

図－4.10 圧縮側構成則[4.15] 
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終局相当ひずみ𝛼𝑢は，圧縮破壊エネルギー𝐺𝑓𝑐と要素面積あるいは体積と関係づけら

れる特性要素長さℎにより決定づけられる。これにより解析における破壊の局所化を防

ぐためのレギュラリゼーションが行われる。Feenstra[4.15]らが提案する特性要素長さ h

は，2 次元要素に対して次式より求められる。 

 

ℎ = 𝛼ℎ√𝐴𝑒 = 𝛼ℎ (∑ ∑ det(𝑱)𝑤𝜉 , 𝑤𝜂
𝑛𝜂

𝜂=1

𝑛𝜉

𝜉=1
)
1/2

                     (4.42) 

 

ここで，𝑤𝜉 , 𝑤𝜂はガウス積分則による重み係数である。𝛼ℎは修正係数である。なお，式

(4.42)は 2 元次要素に対する定式化であり，3 次元要素に対する定式化ではない点に注

意する。本研究は 3 次元問題を対象としており，この特性要素長さ h は，図－4.9に示

す要素代表長さ Lcと等しいと仮定する。本来は重み係数を考慮した評価法に基づく定

式化が適切であると考えている。この点についての検証は，非常に重要であると認識し

ており，今後解決すべき問題の 1 つである。 

 

最後に 3 点を通る圧縮応力－圧縮ひずみ曲線は次式により決定される。 

 

𝛼𝑐/3 < 𝛼𝑗 ≤ 0のとき 

𝜎𝑐 = −𝑓𝑐 ∙
1

3
∙

𝛼𝑗

𝛼𝑐/3
                                               (4.43) 

 

𝛼𝑐 < 𝛼𝑗 ≤ 𝛼𝑐/3のとき 

𝜎𝑐 = −𝑓𝑐 ∙
1

3
(1 + 4 (

𝛼𝑗−𝛼𝑐/3

𝛼𝑐−𝛼𝑐/3
) − 2 (

𝛼𝑗−𝛼𝑐/3

𝛼𝑐−𝛼𝑐/3
)
2

)                        (4.44) 

 

𝛼𝑢 < 𝛼𝑗 ≤ 𝛼𝑐のとき 

𝜎𝑐 = −𝑓𝑐 (1 − (
𝛼𝑗−𝛼𝑐

𝛼𝑢−𝛼𝑐
)
2

)                                        (4.45) 

 

𝛼𝑗 ≤ 𝛼𝑐のとき 

𝜎𝑐 = 0                                                      (4.46) 

 

 本研究では，圧縮破壊エネルギー𝐺𝑓𝑐を次式に示す Nakamura[4.16]らの予測式を用い

て算出した。 

 

𝐺𝑓𝑐 = 8.8√𝑓𝑐                                                  (4.47) 
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本式の構築にあたり検討した供試体は，最大骨材寸法 20mm，高さ 450mm×径 150mm

のコンクリートシリンダーであり，圧縮強度を 10[N/mm
2
]～50[N/mm

2
]の範囲で変化さ

せたものである。圧縮破壊エネルギーを評価する研究は非常に少なく，超高強度コンク

リートまで拡張された研究は殆どない現状がある。したがって，本研究で対象とする圧

縮強度が，Nakamura 式の適用範囲外となってしまうが，現段階ではやむを得ないと考

えている。適切な解析モデルの構築にあっては，150[N/mm
2
]級の超高強度コンクリート

に対しても圧縮破壊エネルギーに関する研究の蓄積が望まれる。 

 

4.3.6 拘束効果モデル 

 本研究では，上昇域と軟化域を異なるモデル化を試みた。上昇域は，修正圧縮場理論

を 3 次元に拡張した Selby と Vecchio[4.17]らの手法を参照して，3 軸圧縮応力条件下で

の強度上昇を考慮する。軟化域は，Mander et al[4.18]に基づく拘束および非拘束コンク

リートの応力－ひずみ曲線を積分した面積比から，圧縮破壊エネルギーの増分を表現し

延性傾向をモデル化した。 

 

強度上昇は，非拘束の圧縮応力－ひずみ曲線（以下，ベース曲線と呼ぶ。）のピーク

応力を修正することによりモデル化される。ここでは，次式に示す Hsieh [4.19] らに

より提案された破壊条件を採用する[4.17]。 

 

𝑓 = 2.0108
𝐽2

𝑓𝑐
′2 + 0.9714

√𝐽2

𝑓𝑐
′ + 9.1412

𝑓𝑐1

𝑓𝑐
′ + 0.2312

𝐼1

𝑓𝑐
′ − 1 = 0            (4.48) 

 

ここで，𝐽2は偏差応力の第 2 不変量，𝐼1は応力テンソルの第 1 不変量である。これは，1

軸圧縮強度𝑓𝑐
′および式(4.49)により定義される最大主応力𝑓𝑐1が与えられる時，破壊を生

じさせる主圧縮方向に要求される主応力𝑓𝑐3を求めるために使用される。𝑓𝑐1は次式で定

義される最大コンクリート主応力である。 

 

𝑓𝑐1 = max ( 𝜎𝑐1, 𝜎𝑐2, 𝜎𝑐3)                                         (4.49) 

 

主応力𝑓𝑐3は，破壊を生じさせる応力であると仮定され，上式より決定される。多軸

応力状態における圧縮破壊応力は次式により与えられる。 

 

𝑓𝑐3 = 𝑠 ∙ min (𝜎𝑐1, 𝜎𝑐2, 𝜎𝑐3)                                       (4.50) 

 

ここで，𝑠は縮尺係数である。正の破壊応力が得られるならば，応力ベクトルは破壊面

の引張側に縮尺され，破壊強度は十分に大きな負値（−30𝑓𝑐
′)に等しく設定される。 
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ピーク応力係数𝐾𝜎は次式により定義される。 

 

𝐾𝜎 =
𝑓𝑐3

𝑓𝑐
′ ≥ 1                                                  (4.51) 

 

また，ピークひずみ係数は次式により与えられると仮定する。 

 

𝐾𝜀 = 𝐾𝜎                                                      (4.52) 

 

拘束を受けない圧縮の場合，ピーク時の値は 1 軸圧縮強度値𝑓𝑐
′により与えられ，ピー

ク応力係数は 1 に等しい。今度は，圧縮応力－ひずみ関係のパラメータは次式となる。 

 

𝑓𝑐3 = 𝐾𝜎𝑓𝑐
′                                                   (4.53) 

 

𝜀𝑝 = 𝐾𝜎𝜀0                                                    (4.54) 

 

ここで，初期ひずみ値𝜀0は次式の関係により与えられる。 

 

𝜀0 =
𝑛

𝑛−1
×

𝑓𝑐
′

𝐸
                                                 (4.55) 

 

ここで，𝑛は次式により算出される。 

 

𝑛 = 0.80 +
𝑓𝑐

′

17
                                                (4.56) 

 

ここで，𝑓𝑐
′[𝑁 𝑚𝑚2⁄ ]はベース曲線のピーク時の応力である。以上により，初期ヤング

係数の勾配を用いて，拘束圧縮下での最大強度の漸次増大を表現する。完全 3 軸圧縮応

力状態の下で破壊面に到達することはなく、線形応力－ひずみ関係が求められる。 

 

 今回使用している Feenstra[4.15]による破壊エネルギーに基づく圧縮側構成則は，側

圧が大きい場合，実現象と乖離する応答が生じることが報告されている[4.20]。側圧と

圧縮モデルの組み合わせについては，さらなる検証が必要ではあるが，本研究では局所

破壊に対するレギュラリゼーション（正則化）も重要であると考えているため，圧縮破

壊エネルギーを考慮した Feenstra[4.15]らの曲線モデルと SelbyとVecchio[4.17]らの手

法に基づく強度上昇を組み合わせたモデルを採用することとした。 



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 104 - 

 

拘束効果は，強度上昇だけではなくポストピークにも影響を与え，より延性的になる。

図－4.11に Mander[4.18]らが提案した拘束コンクリートに対する統一応力－ひずみ手

法を示す。応力－ひずみ曲線で囲まれる面積比を利用して，拘束および非拘束における

面積差が，拘束コンクリートにより増大されるエネルギー量であると定義される。特徴

は，エネルギー・バランス法に基づいて，帯筋の第一破断時におけるコンクリートの縦

方向圧縮ひずみを予測する合理的手法の確立を試みた点である。この手法では，コンク

リートが拘束されている時，付加的な靱性は横補強筋に保存されるエネルギー量による

と考えられている。また，コンクリートの 3 軸圧縮状態における拘束圧縮強度の上昇も

定式化し，全応力－ひずみ関係の形式で拘束コンクリートのモデル化に成功している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.7 鉄筋のモデル化 

 鉄筋を考慮する手法は，①分散鉄筋，②離散鉄筋および③埋め込み鉄筋の 3 に大別さ

れる。図－4.12[4.6]に分散鉄筋の模式図を示す。この方法は，鋼材をコンクリート要

素全体に分布させ，単一の鉄筋コンクリート要素とみなすものである。これは，鉄筋と

コンクリートの要素剛性を重ね合わせることで定式化される。配筋が一様である壁など

の解析に有効であるが，鉄筋とコンクリート間の付着－すべりをモデル化できないデメ

リットを有している。図－4.13(a)[4.6]に離散鉄筋の模式図を示す。この方法は，鉄筋

とコンクリート間の付着－すべり現象をばね要素により考慮できる利点や鉄筋の抜け

出しを考慮できる利点を有している。しかし，コンクリートの要素分割が，鉄筋の配筋

方法に依存するデメリットを有しており，コンクリートの局所破壊を誘発する可能性が

あることから好ましくない。図－4.13(b) [4.6]に埋め込み鉄筋の模式図を示す。この

方法は，鉄筋がコンクリート要素内に離散体として考慮されることで，鉄筋に依存する

図－4.11 拘束効果モデル[4.18] 
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メッシュ分割の制約を取り除くことができる。近年，この方法における付着－すべりモ

デルも開発されてきており，①のデメリットを克服できるモデルとして注目されている。

本研究では，以上を踏まえて埋め込み鉄筋を採用した。ただし，現段階では鉄筋とコン

クリート間の付着－すべり関係はモデル化しないこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 鉄筋は，Von-Mises 降伏基準に基づく弾塑性構成則を採用した[4.21]。図－4.14に示

すように Von-Mises の降伏基準は，主応力空間における幾何学的形状として静水圧軸を

中心とする半径 k の円筒として表現される。一般に，Von-Mises 基準は次式により表現

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.12 分散鉄筋の模式図[4.6] 
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図－4.13 離散鉄筋および埋め込み鉄筋の模式図 

図－4.14 Von-Mises基準 [4.20] 
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𝑓 = √𝐽2 − 𝑘  (𝑘 > 0)                                          (4.57) 

 

ここで，𝐽2は偏差応力の第 2 不変量，𝑘は次式により表現される。 

 

𝑘 =  𝜎𝑦/√3                                                  (4.58) 

 

ここで，𝜎𝑦は 1 軸引張試験から得られる降伏強度である。なお，本研究では 1 軸応力－

ひずみ関係を図－4.15に示す Bi-linear 型モデルとした。 
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図－4.15 鉄筋の応力－ひずみ関係 
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4.4 数値解析手法の検証 

4.4.1 解析対象試験体概要 

数値解析手法を検証するためには，若材齢，長期および短期挙動を統一的に検討した

実験を解析対象とする必要がある。このことを考慮して，佐々木ら[4.22] [4.23]の実

験を採用することとした。打設直後からのひずみの計測と材齢 28 日目からは軸力によ

るクリープひずみが計測され，材齢約 1400 日後に軸力を一旦除荷し，材齢 1443 日目に

再度所定の軸力を載荷した後，一定に保持したまま正負交番繰返し水平載荷が実施され

た。なお，試験概要（図－3.39）および長期軸圧縮試験概要および加力装置（図－1.5）

については，前掲の図を参照願いたい。 

 

表－4.1に材齢 1443 日目（曲げせん断実験時）のコンクリートの力学的性質を示す。

コンクリートの一軸特性は，材齢 28 日と比較して圧縮・引張ともに強度増進が見られ

る。なお，軸力は長期軸圧縮試験と同様としている。各繰り返し載荷は，1/200 以上は

長周期地震動による繰り返しを想定し各 10 回に設定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 前掲の図－1.6に示したせん断力－部材角関係を確認する。なお，せん断力は，P-Δ

効果を考慮した値となっている。いずれの試験体も部材角 1/400 で曲げひび割れ，1/200

で端部コンクリートの圧壊，1/100 付近で端部の圧壊が進行し荷重が低下した。その後，

荷重が再び漸増し 1/50 まで上昇した。部材角 1/50 から部材角 1/33 へ移行する際に，軸

圧縮載荷によりクリープ損傷を受けた試験体は，損傷を受けていない試験体と比較して，

軸力が保持できなかった。なお，両試験体の破壊モードは，曲げ降伏後のせん断破壊と

なっている。主筋の降伏に着目すると，クリープ損傷を受けた試験体は最大耐力以前に

圧縮降伏している。一方で，クリープ損傷を受けていない試験体は，最大耐力直後に圧

縮降伏している。軸力によるクリープの発達のため，主筋が早期に圧縮降伏することが

実験的に確認された。 

 

4.4.2 検証フロー 

 図－4.16および図－4.17に検証フローを示す。ここでは，実験結果に対応させて 2

パターンの検証を試みる。図－4.16は，軸力によるクリープの損傷を受けた試験体

(CHNO.2)をシミュレートするフローである（以下，フロー①）。このフローにおける段

表－4.1 材齢 1443日目のコンクリートの強度特性 [4.22] 
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階－1 および段階－2 までの時間依存解析結果は前節までにシミュレートされている

（図－3.51および図－3.52を参照）。続いて，初期応力を考慮した段階－3 の解析を実

施する。図－4.17は，打設後曲げせん断実験が行われるまで実験室に放置された試験

体(DHNO.2)に対するシミュレートフローである（以下，フロー②）。段階－1 の解析を

材齢 1443 日目まで行い，続いて，初期応力を考慮した段階－3 の解析を実施する。こ

こでは，段階－2 における解析は行わない。以上の結果を実験結果と比較することで，

提案手法の妥当性を検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.16 検証フロー①  
（軸力によるクリープ損傷を受けた試験体(CHNO.2)をシミュレートするフロー） 
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（若材齢の損傷のみを受けた試験体(DHNO.1)をシミュレートするフロー） 
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4.4.3 短期挙動解析モデルの概要 

 図－4.18に要素分割，荷重条件および境界条件を示す。長期挙動解析モデルと異な

る点は，水平加力に伴う荷重条件を加えた点である。本解析では，実験の繰り返し載荷

に対して単調載荷によるモデル化を試みた。水平荷重は，変位制御法を選択した。つま

り，載荷方向（全体座標系 X 方向）の節点変位を拘束し，これらの点に拘束方向に沿

った同一の強制変位を与えることでモデル化する。したがって，この節点から得られる

反力の合計が，柱に作用するせん断力として評価される。なお，実験に対応する繰り返

し載荷を考慮した解析モデルの構築は今後の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コンクリートの材料特性は，表－4.1に示した材齢 1443 日目の実験値を用いた。引

張および圧縮側構成則は前節までに述べたモデル化を行っている。鉄筋の 1 軸材料特性

は，実験値を参考に Bi-linear 型でモデル化した。 

 拘束コンクリートの軟化域については，Mander らの手法[4.18]を参照して，コアコ

ンクリートの圧縮破壊エネルギーを無拘束コンクリートGfcの20倍として解析を行った。 

  

4.4.4 初期応力導入の確認 

 ここでは，各フローにおける段階－3 の初期応力導入状況についてコンター図を用い

て確認する。また，フロー①および②を段階－3 の視点で比較考察を行う。 

 

4.4.4.1 フロー①の確認 

図－4.19にフロー①に対するコンクリートの最大主応力コンター図を示す。図には，

若材齢および長期挙動解析におけるコンター図も併記した。段階－2 解析終了時の応力

図－4.18 短期解析モデルの要素分割図，荷重条件および境界条件 
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を初期応力として段階－3解析モデルへ移植すると応力分布に違いが見られる。これは，

段階－2 においてコンクリートの引張強度を超えた領域が存在し，この応力場が引張側

構成則の軟化域にプロットされたものと推測される。 

 

このことを確認するために，図－4.20にガウスの積分点におけるひずみ分布を示す。

図は，赤プロットが引張側構成則の軟化域にあることを示している。予想通り，長期解

析時に引張強度を超えていた要素は，初期応力を導入した短期挙動解析モデルにおいて

ひび割れを伴っている。軟化域に入った要素は，引張応力が解放されることで応力低下

を生じる。周辺要素はこの影響を受けて引張応力を低下させながら力の釣り合いを保ち

つつ，要素内で一様に応力が分布する傾向に変化したものと考えられる。その結果，高

さ中央部分において約 5.6～6.3[N/mm
2
]の引張主応力が分布していることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.19 検証フロー①に対する初期応力導入結果（コンクリートの最大主応力分布図） 

図－4.20 ガウスの積分点におけるひずみ分布図 
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図－4.21にフロー①に対する鉄筋応力のコンター図を示す。コンクリートの引張強

度に達した要素の引張応力が低下したのと同様の傾向が見受けられ，長期から短期へ移

行した際には累積している圧縮応力が低減されている。コンター図の閾値は弾性範囲で

あるから，この低下はコンクリートの引張応力が低下したことに起因していると考えら

れる。低下度合は，大きくないことから連続性は概ね保たれていたものと考えられる。

主筋には約 205[N/mm
2
]の圧縮応力が最大で生じていることが分かった。軸力が除荷さ

れた状況下で累積された圧縮応力（つまり，若材齢および長期により蓄積された圧縮応

力）は，一軸圧縮降伏強度（720.2[N/mm
2
]）の約 1/3.5 であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

段階－3 における応力－ひずみ状態が，妥当な結果なのかどうかについては現段階で

は検証できない。確認する方法はいくつか考えられる。一つの可能性は，時間依存解析

におけるひび割れの発生・進展などをモデル化することで得られる段階－2 の応力およ

びひずみ状態を本手法により得られた段階－3の初期応力移植状態と比較する方法であ

る。しかし，この検証は，本論文では考慮しておらず，議論を行うことはできない。し

たがって，本研究における初期応力移植手法の妥当性の検証は，プッシュオーバー解析

の結果と短期の水平載荷実験から得られるせん断力－部材角関係との比較を通じて行

うものとする。 

 

 

 

図－4.21 検証フロー①に対する初期応力導入結果 
（鉄筋の局所座標系における圧縮応力分布図） 
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4.4.4.2 フロー②の確認とフロー①との比較 

 図－4.22にフロー②に対するコンクリートの最大主応力コンター図を示す。図には，

若材齢解析終了時のコンター図も示した。フロー①での考察と同様に引張強度を超える

要素の応力はひび割れモデルを考慮することで解放されたことが確認できる。その後，

引張応力は柱に一様に分布している。柱中央部の引張主応力の値は約 2.8[N/mm
2
]であり，

フロー①と比較して最大約 3.5[N/mm
2
]の差があることが見て取れる。この差は，段階－

2 の解析の有無によるものであるから，軸力によるクリープにより生じる損傷とみなす

ことができる。 

 

 図－4.23にフロー②に対する鉄筋応力のコンター図を示す。フロー①と同様に圧縮

応力が低減されている。主筋には最大で約 93[N/mm
2
]の圧縮応力が生じており，フロー

①と比較して約 112[N/mm
2
]の差が生じており，これがクリープによる損傷とみなされ

る。それぞれ，主筋に累積される圧縮応力は，降伏強度比で 1/7.7 と 1/6.4 であることが

分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.22 検証フロー②に対する 

初期応力導入結果 
（コンクリートの最大主応力分布図） 

図－4.23 検証フロー②に対する 

初期応力導入結果 
（鉄筋の局所座標系における圧縮応力分布図） 
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4.4.5 初期応力を考慮した短期解析結果の検証 

4.4.5.1 フロー①に対する短期解析結果 

図－4.24にフロー①における短期解析結果を示す。ここでは，初期応力を考慮しない

場合も併記した。実験値は，破線で表現し包絡曲線として正側を併記している。はじめ

に，初期応力を考慮した解析結果について考察する。ここでは，せん断ひび割れと主筋

の圧縮降伏点に着目する。解析結果は，せん断ひび割れの発生時耐力をやや大きく評価

した。また，主筋の圧縮降伏に対応するせん断耐力を過小評価したものの部材角は概ね

実験値と整合した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

せん断ひび割れ点は，コンター図において RC 柱の材軸方向に沿ったせん断ひび割れ

が確認された時点と対応しており，せん断応力の評価に起因していると判断できる（図

－4.25）。この実験値との違いは，図－4.19において確認したように，ひび割れモデル

を考慮したことにより引張応力が低下し，応力分布が一様状態に近づいたことに起因し

ていると考えられる。その後，せん断ひび割れの進展に伴いせん断耐力が急激に低下す

る現象は，解析では部材角 0.004[rad]付近で観察されたが，実験では部材角 0.005[rad]

付近で生じた。これは，鉄筋とコンクリート間の付着すべりを考慮していない点が挙げ

られ，この点を考慮することで改善が見込まれるものと考えている。 

 

主筋の圧縮降伏点は，図－4.21において確認した主筋の累積圧縮ひずみが反映され

ているものと考えられる。初期応力移植時には，軟化したコンクリートの影響により，

主筋の圧縮応力も低下したことから，対応するせん断力が多少低く評価されたものと考

えられるが，実験値と比較して良い対応を示していることが分かる。 

図－4.24 フロー①に対する短期解析結果と実験値との比較 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0    1/200    1/100    3/200

解析結果（若材齢・長期考慮）
実験結果（正側）

解析結果
（若材齢・長期無視）

せん断ひび割れ発生位置

主筋圧縮降伏位置

1/66

(0.5%) (1.0%) (1.5%)

せ
ん
断
力

[k
N

]

部材角 [ rad ]



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 114 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に，最大耐力点に着目する。解析結果は，実験値の正側に近い応答となっており概

ね妥当性が確認された。しかし，対応する部材角がやや小さく，この点については付着

すべりを考慮することでより変形が増すものと考えられる。 

 

最後に，ポストピーク領域の 3 か所で観察された耐力低下点以後の変形性能に着目す

る。実験値と比較すると，その差はポストピーク領域で大きくなっている。これは，付

着挙動のモデル化や繰返しによる影響を含めた圧縮降伏後の軟化モデル化にさらなる

改善を要することを示唆しているものと考えている。解決策として RC 柱の主筋を離散

鉄筋でモデル化し，付着挙動を評価する方法が挙げられる。この場合，本モデルに対し

ては，鉄筋を埋め込み要素でモデル化しているが，離散鉄筋要素を採用することにより

改善されよう。また，既往の繰返しモデルの適用性を検討することも重要である。 

  

続いて，初期応力の有無による比較を行う。注目した点は 2 つある。初期応力を考慮

することで，①主筋が早期に圧縮降伏すること，②最大耐力が約 9[%]程度低下するこ

と，③せん断補強筋の引張降伏が遅れ変形性能が増すことである。①は若材齢および長

期挙動の解析により主筋に累積された圧縮ひずみ（もしくは，圧縮応力）に起因してい

ることで説明が可能である。この影響で，最大耐力が低下することも合理的に説明でき

る。柱の破壊モードは，実験報告によると曲げ圧縮降伏後のせん断破壊と記されており，

最大耐力は圧縮領域の挙動が支配的であるから，①に起因して柱の最大耐力が低下した

ものと考えられる。③は，図－4.21から分かるように，若材齢および長期挙動の解析

時に帯筋に圧縮応力が累積されており，この分布に起因しているものと考えられる。 

 

4.4.5.2 フロー②に対する短期解析結果 

 図－4.26にフロー②に沿って行った短期挙動の解析結果を示す。ここでも，破壊過

程に着目して考察する。せん断ひび割れの発生タイミングは，フロー①の場合と同様に，

発生時のせん断耐力を実験結果よりもやや過大に評価した。これは，図－4.19ならび

図－4.25 縦ひび割れ発生点前後の最大主応力分布図 
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に図－4.21に示したコンクリートおよび鉄筋に対する段階－3 における初期応力導入

結果が，解析対象試験体の実際の状況を十分に再現できていないためであると考えられ

る。しかし，主筋の圧縮降伏については，最大耐力以前に生じている点で実験結果と対

応しており，本解析手法の妥当性が確認できる。また，鉄筋に累積される圧縮応力がフ

ロー①と比較して小さいことから，主筋の降伏タイミングが遅くなることを解析的にも

確認することができた。図－4.27に初期応力の有無による比較を示す。最大耐力は，

フロー①と同様に初期応力を考慮すると低下するが，その度合いは小さい。コンター図

にも示した縦ひび割れの発生時せん断力は，段階－1 の初期応力を考慮するだけでも低

下することが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.26 フロー②に対する短期解析結果と実験値との比較 

（せん断力－部材角関係） 

 

図－4.27 フロー②における初期応力の有無の比較と縦ひび割れ発生時の 

最大主ひずみコンター図 

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1000
1100
1200
1300
1400

0    1/200    1/100    3/2001/66

(0.5%) (1.0%) (1.5%)

解析結果(若材齢考慮)

解析結果(若材齢無視)

最大主ひずみ
分布コンター図

せん断
ひび割れ せん断ひび割れ

主筋圧縮降伏

せ
ん
断
力

[k
N]
 

 

部材角(rad) 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1300

1400

0    1/200    1/100    3/200

外主筋圧縮降伏

せん断ひび割れ

実験結果(正側)

解析結果(若材齢考慮)

1/66
(0.5%) (1.0%) (1.5%)

せ
ん
断
力

[k
N

]

部材角 [ rad ]部材角(rad) 



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 116 - 

 

4.4.6 破壊過程の考察 

 ここでは，4.4.5.1 にて構築した解析モデルに基づき，破壊過程の考察を行う。図－

4.28に解析結果から得られた，せん断力－部材角関係と破壊イベントを示す。柱の破

壊は，①せん断ひび割れの発生，②圧縮鉄筋の圧縮降伏，③柱脚部の圧壊を経て，ポス

トピークに至ることが分かる。ここでは，より詳細に抵抗機構を把握するため，種々の

考察を行った。まず，図－4.29にせん断補強筋－部材角関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.28 せん断力－部材角関係と破壊イベント（若材齢挙動＋長期挙動を考慮） 
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ここでは，図に示す 2 か所について応力の推移を図－4.28と関連づけて考察する。

柱の高さ中央部分にてコンクリート部分にせん断ひび割れが生じた際に，内側のせん断

補強筋に力が流れ，応力を負担することが確認できる。しかし，最大耐力以降も降伏応

力に達していないことが分かる。一方で，脚部の補強筋は，最大耐力を少し過ぎた部材

角において，急激に応力を負担し始める。これは，柱脚部のコンクリートが膨張を伴い

ながら，圧壊(Z 方向の圧壊)することにより生じるものである。同様に，脚部において

も最大耐力を過ぎ，部材角 1/80 までは降伏は見られない。このように，補強筋に着目

すると，降伏応力まで達していないことから，トラス機構の消失に伴うせん断破壊は生

じていないと考えられる。 

 

 続いて，図－4.30に圧縮鉄筋の圧縮応力－柱の部材角関係を示す。ここでは，図に

示す 2 か所の応力推移に着目する。まず，主筋①が圧縮降伏し，その後，主筋②が圧縮

降伏をすることが見て取れる。図－4.28と比較すると，主筋①の圧縮降伏時には，柱

の全体挙動に大きな変化は見られない。しかし，主筋①が負担していた軸圧縮応力の大

部分を付近のコンクリート要素が負担する。これにより，端部コンクリートの圧縮破壊

が早期に誘発されると考えられる（後述する図－4.32参照）。そして，最大耐力直後に

柱の挙動が大きく軟化し，これと同時に，主筋②が急激に応力を負担し始め，すぐさま

圧縮降伏する。これは，主筋①の圧縮降伏および端部コンクリートの圧壊により，柱の

圧縮側端部において，主筋②のみしか軸方向力に抵抗できないからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

0    1/400    1/200    3/400    1/100    1/80

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

主
筋
圧
縮
応
力

(N
/m

m
2
)

変形角(rad)

主筋降伏応力

主筋①

主筋②

主筋②

主筋①

1/133

図－4.30 主筋の圧縮応力－柱部材角関係 

部材角(rad) 



 

 

第 4 章 若材齢・長期挙動による初期応力を考慮した高強度 RC 柱の短期解析 

- 118 - 

 

 図－4.31に引張側主筋の応力推移を示す。ここでも，図に示す 2 か所の応力推移を

出力した。柱にせん断ひび割れが生じたタイミングで，多少の応力を負担するが，その

後一度除荷を生じ，弾性範囲内において一定の勾配で徐々に引張応力が大きくなる。し

かし，部材角 1/80 までにおいて引張降伏しないことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－4.32に圧縮側端部コンクリート要素のひずみ（Z 方向）－柱の部材角関係を示す。

ここでは，図－4.30の主筋②が埋め込まれているコンクリート要素を抽出した。 
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図－4.32 圧縮側端部コンクリートのひずみ(Z方向)－柱部材角関係 
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 図にプロットとした点は，コンクリート要素が急激に圧縮ひずみを負担し始める点で

ある。本論文では，この点を「圧壊」と定義した。図－4.33に当該要素の圧縮応力－

圧縮ひずみ関係を示す。図には，Z 方向と主軸方向を併記した。圧縮ひずみ 4500[μ]付

近までは，Z 方向と主ひずみ方向の応力－ひずみ関係が概ね一致している。その後，Z

方向は軟化域に入るが，主軸方向は上昇し始める。これは，当該コンクリート要素に埋

め込まれている鉄筋要素による影響と考えられる。現段階の考察では，圧縮ひずみが

4500[μ]に達した点を「圧壊」と定義するものとする。この局所的な挙動が図－4.28に

示す柱の全体挙動にも反映され，柱が軟化挙動を経験したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.34に Z 方向の圧縮ひずみ分布とひび割れ図を示す。ここでは，図－4.33に示し

た圧壊したコンクリートの挙動が，解析モデルに入力した構成則（圧縮強度 177[MPa]

を入力している。）と異なっている理由について考察を加える。 
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ひずみ分布図の閾値は，図－4.33に示した応力－ひずみ関係（解析結果）における圧

縮強度時のひずみ(-4500μ)である。まず，曲げ圧縮力を受ける柱脚部のコンクリート要

素においては，主軸の回転が生じていることが考えられる。また，Y 方向の要素 1 列が

圧縮強度ひずみに達し，圧壊している。これらの要素に着目してひび割れ図に目を移す

と，全体にひび割れが生じていることが見て取れる。このようなひび割れの存在によっ

てコンクリート要素の圧縮応答が影響を受け，これが圧縮応力の低下を引き起こしたも

のと考えられる。圧壊領域に存在するひび割れには，初期応力により生じた初期のひび

割れが少なからず影響しているものと考えられ，今後さらなる検討が必要であると考え

ている。 

 

最後に，これまで述べてきた解析結果に基づき，当該柱の破壊モードについて考える。

なお，実験結果の考察では，曲げ圧縮降伏後のせん断破壊と結論付けられている。本試

験体は，鉄筋の降伏後（図－4.30および 4.31），圧縮側端部の圧壊により最大耐力が決

定付けられる（図－4.32）。続いて，せん断破壊の可能性について考える。図－4.35に

圧壊時の最小主応力分布図と主応力方向を示す。閾値は，全て圧縮領域であり最小主応

力値を実験値(177[N/mm
2
])として示した。応力分布図より，圧縮ストラットの存在を確

認した。また，主応力方向に目を移すと，曲げ圧縮を受ける対角線方向を指し示してい

ることが良く分かる。加えて，柱高さ中央方向のせん断補強筋が降伏しないことから（図

－4.29），当該柱はせん断破壊を生じていない可能性が高い。以上の考察により，現段

階の解析的に結果に基づくと，柱の破壊モードは，曲げ圧縮降伏後の圧壊と結論付けら

れる。しかし，変形成分分離による分析や P－⊿効果をも含めた検証などさらなる検討

を要すものと考えており，現段階では断定できないとも考えている。今後，さらなる検

討を加える必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－4.35 最小主応力分布図と主応力方向 
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4.4.7 柱の耐震性能に影響を及ぼす時間依存挙動の抽出 

 ここでは，4.4.5 項にて示したフロー①およびフロー②による解析結果を比較し，柱

の耐震性性能に及ぼす影響因子を明確にする。つまり，若材齢挙動と長期挙動のどちら

が耐震性能に及ぼす影響が大きくなるのか，その影響度を明らかにすることを目的とし

ている。図－4.36に各種時間依存挙動を反映したせん断力－部材角関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図には，①若材齢挙動および長期挙動を無視したケース（以下，解析値①），②若材

齢挙動のみを考慮したケース（以下，解析値②），③若材齢挙動と長期挙動を考慮した

ケース（以下，解析値③）を併記した。図から，解析値②は，解析値①と比較して最大

耐力に及ぼす影響は小さい。しかし，せん断補強筋に圧縮応力が累積していることから

柱の変形性能は延性化している。一方，解析値③は，最も大きな耐力低下を示している。

これは，図に示した圧縮鉄筋の早期降伏に影響している。圧縮降伏によりコンクリート

の圧壊が早期に生じことに起因している（詳細は 4.4.6 項を参照）。したがって，最大

耐力を最も低下させる時間依存挙動は，長期挙動ということが明らかとなった。長期ク

リープ挙動により，主筋に圧縮ひずみが累積する影響がとりわけ大きいことが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.36 せん断力－部材角関係（各種時間依存挙動の比較） 
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4.4.8 長期クリープ量を変動因子としたパラメータ解析 

 前項を踏まえて，長期クリープ量を変化させたパラメータ解析を実施する。クリープ

量を変化させるため，軸力比をパラメータとした。軸力比の範囲は，0.1，0.2 および 0.3

である。まず，4.4.5 項に基づき解析手順を説明する。解析の開始は，Phase-2 の長期ク

リープ解析からである。長期クリープ解析を実施したのち，鉄筋とコンクリートに生じ

る初期応力を評価する。得らえた応力状態を Phase-3 の解析モデルへ等価節点荷重とし

て作用させ，ひび割れを考慮した初期状態を評価し，プッシュオーバー解析を実施する。

図－4.37に解析結果を示す。軸力比 0.2 および 0.3 のケースでは，部材角 1/66 以降につ

いては解の信頼に欠けると判断し記載していない。軸力比 0.1のケースでは，部材角 1/50

まで記載した。ここでは，各ケースにおいて，初期応力を考慮しないケースと比較する。

軸力比が高いケース（軸力比が 0.2 および 0.3）は，最大耐力が約 9[%]低下することが

明らかとなった。一方で，軸力比が小さいケース（軸力比が 0.1）では，最大耐力に大

きな違いはない。しかし，軸力が小さいことから，長期クリープ解析により生じたひび

割れの影響を受けやすく，大きな初期剛性の低下が確認された。また，軸力比 0.2 およ

び 0.3 では，圧縮鉄筋の降伏が先行したが，軸力比 0.1 のケースでは，引張鉄筋の降伏

が先行し，抵抗機構に違いが見られる結果となった。 
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図－4.37 せん断力－部材角関係（軸力比を変化させたパラメータ解析） 
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4.4.9 仮想骨組を対象とした長期クリープ挙動の考察 

 本項では，これまで構築してきた解析モデルを用いて例題解析を実施する。とりわけ，

長期クリープ挙動に焦点を当て，構造物レベルでの挙動を定性的に把握することを目的

とする。その理由は，構形式によっては，柱の負担軸力の違いにより時間とともにクリ

ープによる軸変形差が生じるため，柱間をつなぐ梁に過大な応力が生じることが懸念さ

れるためである。図－4.38にその一例を示す。図は，セットバックを有し，上層部と

下層部が偏在して結合されているものであり，柱の軸縮量が大きくなる事例であろう。 

 

 本章の目的を達成するためにセットバックを有したモデル構造物を作成する。本章で

は高層建物を想定しているが，高層建築物の設計は，時刻歴応答解析をはじめ，実験な

どを通じて構造性能を把握しなくてはならない。しかし，高層建築物の設計自体が本章

の目的ではないため，詳細な設計は行わない。そこで，[4.24]および[4.25]を参考に，

図－4.39に示す仮想骨組を作成した。 
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図－4.38 軸縮差が問題視される構造物の一例 
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 図－4.40に FEM 要素分割図を示す。コンクリート要素には，8 節点のソリッド要素

を用いて離散化した。基礎および基礎梁は，剛体とした。また，鉄筋には埋め込み鉄筋

要素を用いた。 
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図－4.40 FEM要素分割図 

図－4.39 仮想骨組の概要 
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本解析では，下層階に着目した 1/4 モデルを解析対象とした。フルモデルを解析対象と

した場合，計算時間が膨大にかかる事が予想されるからである。また，構造物中で最も

高軸力が作用しクリープ変形が大きくなる下層階を抽出している。境界条件は，対象性

を考慮して図に示す対象面方向の自由度を拘束した。 

 

 解析手法は，3.3節で述べた手法を採用する。本解析では，柱にのみ乾燥収縮とクリ

ープを考慮し，他の部材は全て弾性体である。コンクリートの強度は，49[N/mm
2
]とし

た。躯体は，材齢 196 日目に完成すると仮定し，軸力は，全層が完成した 196 日目に作

用させる。なお，低軸力柱と高軸力柱の軸力比は，各 0.1 と 0.3 である。軸力導入後，

約 10 年間時間経過解析を実施する。 

 

 図－4.41に低層部および高層部の材齢－柱軸ひずみ関係を示す。低層部に取り付く

柱には，約 226[μ]が生じている。また．高層部に取り付く柱は，約 780[μ]のひずみが

生じている。図－4.42に高さ方向のひずみ分布図を示す。高軸力側の柱が大きく縮ん

でいることが分かる。軸力載荷時に-330[μ]であったひずみが，約 10 年後には-780[μ]

まで増加している。これにより，外柱や梁が高軸力側の柱に引張りを受け，変形してい

ることが分かる。約 10 年後における A 通り梁の部材角を算出したところ，約 1/2500 程

度となった。以上のことから，約 10 年後の予測として，特に，高層 RC 造建物の下層

階の長期クリープ挙動を確認したが，一方で，構造物の耐力等には影響はないと考えら

れる。しかし，水平曲げ部材の撓みは，RC 構造物の使用性能評価において重要な項目

であるため，十分な検討が必要である。 
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4.5 まとめ 

 本章では，第 3 章において構築した若材齢および長期挙動解析から得られた初期応力

を構成則へ移植して静的非線形挙動をシミュレートできる手法を構築した。さらに，構

築したモデルを用いて初期応力が短期挙動に及ぼす影響を解析的に検討した。その結果，

以下の知見を得た。 

 

(1) 鉄筋およびコンクリートに生じた初期応力を移植すると，コンクリートの引張強

度を超えた要素は，引張側応力－ひずみ関係の軟化域にプロットされることが積

分点を通じた考察から明らかとなった。その結果，応力の再分配が行われ柱全体

には引張強度が一様に分布することが確認された。これにより，Phase-2 の最終応

力状態と比較して柱に生じる引張応力は最大で 20[%]程度低下することが分かっ

た。 

 

(2) Phase-3 の初期状態で観察される主筋の圧縮応力も(1)に起因して低下する。しか

し，主筋には最大で約 205[N/mm
2
]の圧縮応力が生じていることが分かった。これ

は，一軸圧縮降伏強度（720.2[N/mm
2
]）の 1/3.5 の割合であった。軸力が付加され

る長期性状下では，降伏強度の 1/3 を超える可能性がある。 

 

(3) Phase-1～Phase-3 までを考慮した解析結果を検証した。その結果，最大耐力，主

筋の圧縮降伏時耐力－部材角および全体変形において実験値と良い対応を示した。

これにより，検証した初期応力の移植に基づく若材齢・長期・短期挙動予測手法

が概ね妥当であることが確認できた。 

 

(4) Phase-3 における初期応力状態が適切であることを厳密に検証するには，若材齢お

よび長期挙動解析において，ひび割れの発生・進展と付着を考慮した解析モデル

の開発に着手し，本モデルで計算される Phase-3 の応力およびひずみ分布と比較

検討し考察する必要がある。 

 

(5) 初期応力を考慮しないモデルとの比較を通じて，Phase-1～Phaes-2 が短期挙動に

及ぼす影響を解析的に確認した。その結果，初期応力を考慮すると，①主筋の早

期圧縮降伏が生じること，②最大耐力が約 9 [%]低下すること，③若材齢挙動に

より鉄筋に圧縮応力が累積されており，帯筋の引張降伏が部材角ベースで延性化

し，柱の変形性能が増大することが明らかとなった。 

 

(6) 時間依存挙動が短期挙動に及ぼす影響を解析的に検討した結果，長期クリープ挙

動により柱の耐力が大きく低下することが明らかとなった。一方で，若材齢挙動
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が RC 柱の耐震性能に及ぼす影響は小さいことが明らかとなった。 

 

(7) 長期クリープ挙動をパラメータとした解析を実施した結果，軸力比が大きいほど

柱の耐力低下が顕著であることが分かった。また，軸力比が小さいと柱の抵抗機

構が変化し引張主筋の降伏が先行した。この場合，初期剛性の低下が著しいもの

の，最大耐力に大きな違いは見られなかった。 

 

(8) 本論文では，鉄筋とコンクリート間を完全付着と仮定している。この仮定は，コ

ンクリートの収縮・クリープに起因して生じるコンクリートおよび鉄筋の応力度

を評価する上で最も厳しい条件であり，実現象と比べて大きな値を示していると

考えられる。柱の耐震性能に最も影響を及ぼす時間依存挙動が長期クリープ挙動

であることから，今後，長期にわたる鉄筋－コンクリート間の付着すべり挙動の

把握と適切なモデル化を行う必要がある。 

 

(9) 本試験体の破壊モードは，実験において曲げ圧縮降伏後のせん断破壊と結論付けら

れているが，解析上，せん断破壊の可能性は低く，曲げ圧縮降伏後の脚部の圧壊で

ある可能性を明らかにした。曲げ破壊である場合，柱のモデル化において，拘束効

果のモデル化は重要な意味を持つと考えられる。今後，拘束コンクリートの圧縮靱

性の向上にも着目したモデル化が必要であると考えている。 

 

(10) 今後，繰返しによる耐力劣化を考慮したモデル化が課題である。 
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 本論文は，高層鉄筋コンクリート造建物の時間依存特性として，①高強度コンクリー

トの若材齢挙動，②硬化コンクリートに対して長期にわたり作用する軸力に起因したク

リープ挙動に大別し，③任意の外乱に対して時間依存特性①および②を反映した，短期

挙動を有限要素法により統一的に評価できるシステムの確立を目的として行った基礎

的な研究である。 

 

 本研究では，高強度コンクリートの若材齢挙動として，①－1：温度ひずみ，自己収

縮ひずみ，乾燥収縮ひずみ，①－2：弾性係数および線膨張係数の経時変化，②－3：若

材齢クリープひずみに大別し，既往の建築材料分野において蓄積されてきた多くのモデ

ル化手法を取り込んだ応力解析手法の構築を試みた。また，高層 RC造建物の施工に伴

い下層階に生じる高軸力に起因したクリープ挙動の検証も試みた。そして，弾性体と仮

定して応力を重ね合わせることで時間依存特性の統合を図った。さらに，これまで建築

構造分野で確立されてきたRC部材や構造物の弾塑性挙動をシミュレートできる手法と

の統合を図り，打設直後から供用期間に生じる時間依存特性を考慮した短期応答をシミ

ュレートする手法の構築を試みた。これら一連の手法の妥当性を確認するため既往の実

験的研究を解析対象に検討を行った。その結果，時間依存特性が RC柱の破壊に及ぼす

影響を解析的に追跡できる手法であることを確認し，破壊過程に大きく影響を及ぼす要

因がコンクリートのヤング係数の進展と軸力によるクリープ挙動であることを明らか

にした。 

 

以下に，順を追って本論文各章の検討項目並びに成果を総括的に述べる。 

 

第 1章では，高強度 RC柱に生じる時間依存特性である収縮とクリープをキーワード

に簡単なレビューを行った。その結果，耐久性能評価項目の 1つである構造安全性能に

影響を及ぼす因子として，収縮およびクリープ挙動が挙げられることを示した。国土強

靭化計画を背景に，来るべき高層 RC造建物の更新時期を見据え，収縮・クリープを考

慮した耐震性能評価手法の確立が早急の課題であることを述べ，本研究の課題を以下に

設定した。 

 

1) 若材齢コンクリートの時間依存挙動の評価 

2) 硬化コンクリートの時間依存挙動の評価 

3) コンクリートと鉄筋間の応力伝達の評価 

第 5 章 

結論 
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4) 初期応力を考慮した短期性能評価 

 

これら課題を解決すべく本論の構成を示し有限要素法に基づくモデル化を試みた。 

 

 第 2章では，収縮・クリープ挙動と短期挙動を連続的にシミュレートすることを目的

とした解析的研究に着目し，若材齢挙動および長期挙動を予測する時間依存解析と短期

挙動を予測する短期解析の統合手法を確認することを目的としたレビューを行った。そ

の結果，以下のことが明らかとなった。 

 

① 収縮ひずみによる応力や温度応力は，RC 部材および構造物の剛性と耐力を低下

させる。 

 

② 有限要素法を用いて，若材齢挙動および軸力によるクリープ挙動を考慮した短期

応答をシミュレートした研究は存在せず，構造物レベルでの挙動は不明である。 

  

③ これまで若材齢期および長期に大別した時間依存挙動と短期挙動を連続的に評価

することの重要性を意識した研究は少なく，各挙動を連続的に評価し得る解析的

手法は確立されていない。 

 

 以上の点を踏まえ，本論文では若材齢挙動，長期挙動および短期挙動の統合を図る際

に，応力情報のみを移植する手法により解析的に表現し得るのかを検証することを述べ

た。 

 

 第 3章では，高強度 RC柱の若材齢挙動と長期挙動を追跡できる有限要素解析モデル

の構築を行うとともに，両挙動から得られた応力を重ね合わせることで時間依存挙動を

統一的に評価でき得るかを検討項目とした。以下に得られた結論を示す。 

 

① 高強度 RC柱に生じる応力とひずみは，鉄筋周囲に集中し，コンクリートのひび割れ

発生，鉄筋とコンクリート間の付着劣化，コアコンクリートの拘束効果の低下および縦ひ

び割れ発生強度の低下の原因となり，建物の損傷過程に影響を及ぼす可能性があるこ

とを明らかにした。 

 

② 若材齢挙動において初期欠陥を引き起こす重要なパラメータは，弾性係数の経時変化

と温度ひずみに起因する可能性が高いことを解析的に明らかにした。 

 

③ コンクリートの応力－ひずみ関係において，強度発現や引張軟化特性を無視した
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場合，すなわち，時間依存挙動が弾性体であると，仮定すると応力情報を伝達す

る本手法は RC柱内部の応力状態を適切に模擬できることが明らかとなった。 

 

④ RC部材に生じる時間依存特性は，コンクリートの体積変化や軸力によるクリー

プ変形に追随する鉄筋にも着目する必要があり，任意の外乱を意識した場合，結

果として鉄筋に生じる応力状態が早期に圧縮降伏し，破壊過程に違いを生じさせ

る可能性があることを解析的に明らかにした。 

 

第 4章では，前章までに予測された応力状態が短期応答に及ぼす影響を解析的にシ

ミュレートできる手法を構築することを目的としたものである。本章での重要な検討

項目は，コンクリートのひび割れを考慮した非線形弾塑性短期構成則に，弾性解析に

よる時間依存解析から得られた応力のみを移植する手法の妥当性を確認することで

ある。ここでは，高強度 RC柱の短期構成則を構築するにあたり，せん断剛性の評価，

拘束効果のモデル化にも力点を置いて定式化を行った。最後に，構築した解析システ

ムを用いて軸力比をパラメータとした検討解析を実施した。以下に得られた知見を示

す。 

 

① 応力情報のみを移植する本手法により，時間依存解析においてコンクリートの引

張強度を超えた要素は，積分点に着目すると引張側構成則の軟化域にプロットさ

れた。これにより，試験体に生じた不釣合い引張応力は再分配される結果となり，

分布する引張主応力は最大で約 20[%]低下した。この手法が妥当かどうかを現状

で確認する手法はなく，プッシュオーバー解析と実験結果との比較を通じてのみ

しか議論ができない。 

 

② 若材齢挙動および長期挙動により，主筋に累積される圧縮応力が鉄筋の降伏強度の

1/3.5であることが明らかとなった。長期軸力が付加されると降伏強度の 1/3を超え

る可能性がある。この結論は，本研究で解析の対象とした試験体に関して言えるこ

とであるが，高層 RC造建物の下層階柱には，時間依存挙動の影響を考慮した設計

および性能評価が重要であることを意味している。 

 

③ 若材齢および長期挙動を考慮すると，剛性および最大耐力が低下することが解析

的に再現され，実験結果との対応も良い。この結論は，第 2章で述べた既往の解

析的研究と合致する。これにより本解析手法の妥当性もある程度確認できる結果

と判断できる。 

 

④ 若材齢挙動が RC柱の耐震性能に及ぼす影響は，長期挙動を考慮した場合と比較
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すると少ない。したがって，時間依存挙動のうち長期挙動（軸力によるクリープ）

の影響を考慮することが重要である。 

 

⑤ 時間依存挙動および短期挙動を連続させる手法の確立は，今後の RC 構造物分野

における重要な研究課題の 1 つであることを認識する必要があり，将来的に理論

的に定式化する試みが期待されるものと考えられる。 

 

⑥ 長期にわたるクリープひずみが大きいと，縦ひび割れが早期に生じ最大耐力が低

下し，早期に主筋の圧縮降伏が生じる。また，軸力比 0.3 以上の高軸力域ではポ

ストピーク域内で急激な耐力低下を生じる可能性があることが明らかとなった。

軸力比が異なる柱が混在する高層 RC 造建物を想定した場合，破壊過程に違いが

生じることが想定され，クリープの有無に着目した構造物レベルでの破壊メカニ

ズムを解析的に考察する必要がある。 
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 本論文は，筆者が日本大学大学院理工学研究科建築学専攻に在籍した 5年間にわたり

進めてきた研究成果をまとめたものであります。本研究の遂行にあたり，指導教授であ

る日本大学理工学部建築学科教授工学博士白井伸明先生には，日々貴重なご指導とご助

言を賜り，深甚な感謝の意をささげる次第であります。また，本論文をまとめるにあた

り，有益なるご指導をいただきました日本大学理工学部建築学科教授工学博士中田善久

先生，同大学理工学部建築学科教授工学博士長沼一洋先生，ならびに同大学理工学部建

築学科特任教授工学博士桝田吉弘先生に深く感謝いたします。 

 

 博士課程在籍時に毎年度開催された理工学部白井研究室，同学部安達・中西・北嶋研

究室ならびに生産工学部神田研究室合同マスター会において，有益なるご助言をいただ

きました東京大学名誉教授（元日本大学総合科学研究所教授）工学博士青山博之先生，

日本大学名誉教授工学博士安達洋先生，日本大学理工学部海洋建築工学科特任教授工学

博士中西三和先生，同大学理工学部海洋建築工学科教授北嶋圭二先生，同大学生産工学

部建築工学科教授工学博士神田亮先生に厚く謝意を申し述べます。 

 

 日本大学理工学部建築学科准教授工学博士田嶋和樹先生には，本研究を始めるにあた

り肝要なご助言をいただきました。筆者が，コンクリート工学分野における耐久性問題

に興味を持ち，そして，博士後期課程に進学するきっかけをつくってくださいました。

また，博士後期課程に在籍した間，多大なるご協力をいただきました。心よりお礼申し

上げます。 

 

東海大学工学部建築学科教授工学博士渡部憲先生には，若材齢問題に関する基礎的な

ことから，研究者としてあるべき姿勢まで，多くのことをご教示くださいました。心よ

りお礼申し上げます。 

 

膨大な解析結果の整理にあたりポスト処理プログラムを作成いただいた株式会社構

造ソフト今井究氏に感謝の意を表します。また，多大なるご協力をいただいた佐藤工業

株式会社（平成 26 年度修了生）新藤辰典氏，現大学院生渡邊湊氏，白井研究室の元大

学院生および元学生諸氏，ならびに白井研究室の現学生諸氏に感謝いたします。 

 

研究を遂行するにあたり，株式会社フジタにより実施された，貴重な実験的研究を参

考にさせていただきました。ここに記して謝意を表します。 
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最後に，社会人大学院生として博士後期課程へ進学する筆者を応援し，見守り続けて

くれた母に感謝を示して，謝辞といたします。 

 

平成 28年 1 月 堀川 真之 
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